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第１章 計画の概要 

１ 基本的な考え方 

人権とは、すべての人が人間の尊厳に基づいて生まれながらに持っている固有の権利

であり、社会を構成する人々が個人としての生存と自由を確保し、社会において幸福な

生活を営むために欠かすことのできない権利であって、すべての人に平等でなければな

らないものです。 

この理念は、基本的人権を保障した日本国憲法や第 3 回国際連合総会で採択された世

界人権宣言によって明文化されています。 

日本国憲法では、第 11 条で犯すことのできない永久の権利として基本的人権が保障さ

れ、また、個人の尊重及び幸福追求権（第 13 条）、平等の原則（第 14 条）が謳われてい

ます。 

世界人権宣言の第 1 条では、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、

尊厳と権利とについて平等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同

胞の精神をもって行動しなければならない。」とされています。 

人権尊重の社会を実現するためには、人種、信条、性別、社会的身分、門地あるいは障

がいの有無など本人が選ぶことのできない事柄によって、一人ひとりの生き方の可能性が

制約されることをなくし、個性や能力を活かして自己実現を図るための機会が平等に保障

される社会、また、市民一人ひとりがお互いに人格や個性を認め、価値観などの違いをあ

りのままに受け入れ、共生していける社会を形成することが大切です。 

また、人権教育・啓発は、さまざまな機会を通して実施することにより、効果を上げる

ことができるものであり、そのためには一人ひとりの生涯の中で、その総合的な推進に努

めなければなりません。 

日本国憲法のもと、人権に関する国際条約の趣旨を踏まえた「人権教育及び人権啓発

の推進に関する法律」（平成 12 年 12 月 6 日法律第 147 号、以下「人権教育・啓発推進法」

という。）の第 2 条において、「人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活

動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国

民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。」

と定義されています。 

また、第 3 条の基本理念には、「学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、

国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得するこ

とができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実

施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。」とあります。 

この理念を踏まえ、第 5 条の「地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図

りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実

施する責務を有する。」との規定に基づき、互いの人権を尊重し合える五泉市の実現を目

指し、施策を総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定します。  
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２ 策定の背景 

(1) 国際的な動き 

20 世紀において、人類は二度にわたる世界大戦により、大量虐殺や特定民族への迫害

などかつてない世界規模での人権の抑圧や侵害を経験しました。このことへの反省から、

平和の大切さを学び人権の尊重こそが平和の基礎であるという教訓を得ました。 

そして、世界平和を希求して 1945 年（昭和 20 年）に「国際連合」（以下「国連」とい

う。）が結成され、1948 年（昭和 23 年）の第 3回国連総会において、生命・身体の安全

その他多くの基本的人権についての国際基準を示した「世界人権宣言」が採択され、世

界の人権擁護の動きは大きく前進しました。 

国連では、この世界人権宣言をより具体化し、各国の実施を義務付けるための基本的、

包括的な条約としての「国連人権規約」をはじめ「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関

する国際条約」（人種差別撤廃条約）、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約」（女子差別撤廃条約）、「児童の権利に関する条約」（児童の権利条約）など人権に

関する条約を採択するとともに、「国際婦人年」や「国際児童年」、「国際障害者年」など

を通じて、各国に人権確立への取り組みを呼びかけてきました。 

しかしながら、こうした取り組みにもかかわらず、東西冷戦構造の崩壊後も期待され

た世界平和は訪れず、むしろ人種、民族、宗教の違いなどから生じる対立によって地域

紛争が多発し、世界各地で貧困・飢餓・難民など深刻な人権問題の発生する状況が続い

ています。 

このような厳しい国際社会の状況を受けて、国連は 1994 年（平成 6 年）の第 49 回国

連総会において、1995 年（平成 7 年）から 2004 年（平成 16 年）までの 10 年間を「人

権教育のための国連 10 年」とすることを決議するとともに行動計画を示し、人権という

普遍的文化が構築されることを目的として、世界各国において、国内行動計画を策定す

るように求めました。 

さらに、「人権教育のための国連 10 年」の最終年である 2004 年（平成 16 年）の第 59

回国連総会において、この 10 年間の取組を継承する「人権教育のための世界計画」が採

択され、2005 年（平成 17 年）から実施されています。 

2006 年（平成 18 年）には、これまでの人権委員会を昇格させるかたちで「国連人権

理事会」が新設され、世界のいたるところで人権順守を監視し、加盟国が人権に関する

義務を果たせるように支援してきました。 

 

(2) 国・県の動き 

我が国においては、1947 年（昭和 22 年）に、すべての国民の基本的人権の尊重を基

本理念とする日本国憲法が施行され、1956 年（昭和 31 年）の国連加盟を契機に、国連

が採択した「国際人権規約」をはじめ「人種差別撤廃条約」などの人権に関する多くの
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条約を批准し、人権が尊重される社会の形成に向けた取り組みを進めてきました。 

我が国固有の人権問題である同和問題については、1965 年（昭和 40 年）の「同和対

策審議会答申」において、「同和問題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する

問題であり、日本国憲法に保障された基本的人権にかかわる課題であると規定し、その

早急な解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題である」とされました。 

これを踏まえ、1969 年（昭和 44 年）に「同和対策事業特別措置法」が公布・施行さ

れ、同和問題の解決に向けて様々な取り組みが実施されました。その後、2002 年（平成

14 年）に法の期限切れを迎え特別対策は終了することになりましたが、1996 年（平成 8

年）に「地域改善対策協議会」から意見具申が出されており、特別対策期限後の同和問

題の解決に向けた今後一層の取り組みについて基本的な在り方が示されました。 

さらに、2016 年（平成 28 年）12 月には、部落差別のない社会を実現することを目的

に、国や地方公共団体に相談体制の充実や教育・啓発の推進、部落差別の実態調査を求

める「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）が施行されました。 

この法律の趣旨を踏まえ、国や地方公共団体は、部落差別を解消するために国民一人

ひとりの理解を深める施策を推進しています。  

また、国連が、「人権教育のための国連 10 年」を決議したことを受けて、我が国では、

1995 年（平成 7 年）に、内閣総理大臣を本部長とする「人権教育のための国連 10 年推

進本部」を内閣に設置し、1997 年（平成 9年）に「『人権教育のための国連 10 年』に関

する国内行動計画」（以下「国内行動計画」という。）を策定しました。この国内行動計

画により、人権の概念及び価値が広く理解され、人権という普遍的文化の構築をめざし

て、学校をはじめ地域社会や企業などのあらゆる場を通じて、あらゆる人を対象にその

発達段階に応じて人権教育を積極的に推進してきました。 

1997 年（平成 9年）には、人権擁護施策推進法基づき人権擁護推進審議会が設置され、

人権教育・啓発の在り方や人権侵害の被害者救済の在り方などについて検討が行われま

した。1999 年（平成 11 年）に人権擁護推進審議会が人権教育・啓発の基本的な事項に

ついて国に答申を行い、これを受けて 2000 年（平成 12 年）に「人権教育・啓発推進法」

が施行されました。この法律には、国及び地方公共団体は、人権教育及び人権啓発に関

する施策を策定し、実施する責務を有すること及び国は施策を総合的かつ計画的に推進

するために、基本的な計画を策定しなければならないことが規定されています。この法

律に基づき、国では、2002 年（平成 14 年）に「人権教育・啓発に関する基本計画」を

策定し、人権施策の推進を図っています。 

また、法整備の面では、「障害者虐待防止法」、「生活困窮者自立支援法」、「子どもの貧

困対策の推進に関する法律」、「いじめ防止対策推進法」といった新たな人権に関する法

律が制定されてきました。 

2016 年（平成 28 年）4月 1日には、我が国ではじめて差別を解消することが名称及び

目的に掲げられた「障害者差別解消法」が施行されました。この法律に基づき国の基本

方針が示され、行政や事業者が踏まえるべきガイドラインが明らかにされました。地方

公共団体や多くの企業がこれまで以上に障がい者差別の解消に向けた取り組みを進めて
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います。 

新潟県においては、1970 年（昭和 45 年）に「同和対策総合計画」、2004 年（平成 16

年）に「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」を策定し、県民一人ひとりがすべての人々

に対して開かれた心で互いの人権を認め、尊重しあう社会の実現に向け、各種の啓発活

動や教育活動を行ってきました。 

また、地域の人権問題として、新潟水俣病の発生が公式に発表されて 40 年を迎えるこ

とを契機に、2005 年（平成 17 年）に「ふるさとの環境づくり宣言～新潟水俣病 40 年に

あたって」を発表して、2006 年（平成 18 年）からは、地域の再生・融和を図る「もや

い直し」を推進し、福祉及び情報発信の両面から具体的に展開していくため、「ふるさと

の環境づくり宣言推進事業」を行ってきました。 

2009 年（平成 21 年）には、「新潟水俣病問題に係る懇談会」の最終提言を受け、誰も

が安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目的とした「新潟水俣病地域福祉推進

条例」を施行しました。この条例に基づき、新潟水俣病患者の保健福祉施策の充実、新

潟水俣病によって深刻な影響を受けた地域社会の再生・融和や、新潟水俣病についての

正しい理解の促進を図るため取り組みを実施しています。 

 

３ これまでの五泉市の取り組み  

2006 年（平成 18 年）1月 1日に旧五泉市と旧村松町が合併し、新たな「五泉市」が誕生

しました。合併前のそれぞれの市町においては、人権教育・啓発推進計画は策定されてい

ませんでしたが、人権問題を重要課題として捉え、その解決に向け、人権・同和教育及び

啓発事業に取り組んできました。 

合併後、2007 年（平成 19 年）に策定された「五泉市総合計画前期基本計画（2007 年度

～2011 年度）」では、市民協働と信頼による自立したまちの施策の一つとして「人権と平

和の尊重」を掲げ、人権は一人ひとりが幸せに暮らすための誰からも侵されることのない

権利であることを認識し、互いに人権を尊重し合い、いきいきと幸福に生活できるまちを

めざしてきました。更に、市民一人ひとりの人権尊重意識を高めるため、さまざまな角度

から人権啓発活動を推進するとともに、子どもに人権尊重の心を育む教育の充実など、各

種施策に取り組んできました。 

女性の人権については、男女共同参画社会の実現のため、2007 年（平成 19 年）に「ご

せん男女共同参画推進計画」を策定し、男女がともに自分らしくいきいきと元気に歩むま

ちづくりをめざすとともに、2011 年（平成 23 年）には「五泉市男女共同参画推進条例」

を制定し、すべての男女が性別による差別的な取り扱いを受けることなく、人権と平等が

尊重された社会の実現をめざしてきました。 

また、子どもの人権に関しては「子ども・子育て支援事業計画」、高齢者の人権に関して

は「五泉市高齢者福祉計画」、障がいのある人の人権に関しては「五泉市障がい者計画・五

泉市障がい福祉計画」において施策を定め、児童虐待の防止や高齢者・障がい者の権利擁

護の推進などに取り組んできました。 
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2016 年（平成 28 年）に実施した「人権問題に関する市民意識調査」によると、人権が

守られていると感じる市民の割合が 70.0％となっているものの、守られていないと感じて

いる市民が 18.6％いるという結果になっています。 

このため、さまざまな課題の解決に向け、行政と市民、事業所、関係機関、団体等が共

に連携、協力しながら、人権教育・啓発の推進に取り組んでいく必要があります。 

 

４ 計画の構成と位置づけ  

この計画は、人権教育・啓発推進法に基づき、五泉市が今後実施する人権教育・人権啓

発の推進に関する基本方針及び方向性を明らかにするものです。 

計画は、さまざまな分野の取り組みを総合的、一体的に進めるため、市の最上位計画で

ある「第 2次五泉市総合計画」との整合を図ります。 

また、計画期間は 2018 年（平成 30 年）から 2027 年（平成 39 年）の 10 年間とし、今後

の社会情勢の変化などによって、計画内容を変更する必要が生じた場合には、その見直し

を行います。 
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(3)ハンセン病の問題 
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(5)性的少数者（性的マイノリティ） 

(6)刑を終えて出所した人 

(7)その他の人権問題 

１ 庁内推進体制の整備 
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第２章 市民意識調査の概要 

１ 市民意識調査の結果 

五泉市では、人権問題に関する市民意識の実態を把握するとともに、「五泉市人権教育・

啓発推進計画」の策定における参考資料とするため、2016 年（平成 28 年）2月に「人権問

題に関する市民意識調査」を実施しました。 

 

調査の概要は、次のとおりです。 

   ○調査地域：五泉市全域 

   ○調査対象：満 18 歳以上の男女個人（住民基本台帳より無作為抽出） 

 ○標 本 数：1,000 人 

 ○調査方法：配布・回収とも郵送による自記式のアンケート 

 ○回収状況：回収数 426 人、有効回収率 42.6％ 

  

 

 

     ○性別                 ○年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性
39.9%

女性
56.8%

無回答
3.3%

（n=456）

18～59歳
15.5%

30～39歳
13.6%

40～49歳
15.0%

50～59歳
17.1%

60～69歳
31.5%

70歳以上
13.1%

無回答
0.7%

（n=456）



- 8 - 

第２章 市民意識調査の概要 
 

 

２ 調査結果と考察 

(1) 基本的人権について 

 

問４．日本国憲法では、人間が生まれながらにして持っている侵すことのできない

永久の権利として基本的人権が保障されています。あなたは、現在の日本で、

基本的人権が守られていると思いますか。（1つだけに〇） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「よく守られている」が 9.2％、「だいたい守られている」が 60.8％となり、「よく守ら

れている」と「だいたい守られている」の合計は 70.0％となりました。性別では、男性

が 77.1％、女性が 65.3％となり、男性の方が高い傾向が見られました。 

一方で、「あまり守られていない」が 16.0％、「守られていない」が 2.6％となり、「あ

まり守られていない」と「守られていない」の合計は 18.6％となり、5 人に 1人の市民

が人権は守られていないと感じています。特に、70 歳以上が 26.8％と最も高くなってお

り、今後も継続して人権の大切さを啓発していく必要があります。 

 

よく守られている

9.2 %

だいたい

守られている

60.8 %

あまり守られて

いない

16.0 %

守られていない

2.6% 

わからない

10.3 %

無回答 1.2% 

全体結果

（n=456）
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(2) 人権や差別問題に対する関心について 

 

  問５．あなたは、人権や差別の問題に関心を持っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「関心がある」が 24.2％、「少し関心がある」が 54.9％となり、「関心がある」と「少

し関心がある」の合計は 79.1％となりました。 

一方で、「あまり関心がない」が 17.8％、「関心がない」が 1.9％となり、「あまり関心

がない」と「関心がない」の合計は 19.7％となっています。 

年代別では、60 代と 70 歳以上で「関心がある」と「少し関心がある」の合計が 80％

を超えている一方で、50 代以下では「あまり関心がない」と「関心がない」の合計が 20％

以上となっています。特に、18～29 歳では 25.0％が「あまり関心がない」、「関心がない」

と回答しており、人権問題に積極的に関心を持ち、人権尊重意識を高揚させていくこと

が今後の人権教育の課題となっています。 

関心がある

24.2%

少し関心が

ある

54.9%

あまり

関心がない

17.8%

関心がない

1.9%

回答なし

1.2%

全体結果

（n=456）
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(3) 関心のある人権や差別問題について 

 

問６．あなたは、誰について（何について）の人権や差別の問題に関心がありますか。 

（3つまで○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障がいのある人」が 51.4％と最も高く、「高齢者」（32.4％）、「女性」（28.6％）、「子

ども」（28.6％）と続いている。また、高度情報化の進展により、「インターネット上の

人権問題」に対する関心も高くなっています。 

一方、「同和問題」については 4.7％と関心度は低くなっており、我が国固有の人権問

題として、啓発活動を強化していく必要があります。 

51.4%

32.4%

28.6%

28.6%

27.2%

20.7%

14.1%

10.6%

9.4%

8.5%

7.0%

5.4%

4.7%

2.8%

1.2%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

障がいのある人

高齢者

感染症患者
（ＨＩＶ感染者、ハンセン病患者、元患者）

犯罪被害者やその家族

回答なし

刑を終えて出所した人やその家族

その他

新潟水俣病患者

北朝鮮による拉致被害者やその家族

インターネット上の人権問題

子ども

女性

全体結果
（n=456）

外国籍住民等

性的少数者（性同一性障害等）

ホームレスの人

同和問題
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(4) 人権に関する被害経験について 

 

問７．あなたは、これまでに次のような被害等によって「自分の人権が侵害された」

と思ったことがありますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害経験については、「噂、悪口、かげ口」（33.8％）が最も高く、「職場での不当な待

遇」（17.8％）、「仲間はずれ、嫌がらせ」（16.7％）がこれに続いています。 

一方、「そのような被害を感じたことはない」は 35.7％となっており、人権や差別に

感心が薄いことにより、人権が侵害されていても気付かないこともあると思われます。 

35.7%

33.8%

17.8%

16.7%

15.3%

10.1%

9.4%

8.7%

5.6%

3.8%

3.8%

3.5%

3.1%

2.1%

1.4%

1.2%

1.4%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

そのような被害を感じたことはない

噂、悪口、かげ口

性別による差別的な扱い

名誉・信用毀損、侮辱

回答なし

親や配偶者、恋人など身近な人からの
暴力や虐待

その他

国籍・人種・民族等による差別的な扱い

プライバシーの侵害

なんとなく感じた

悪臭・騒音等の公害被害

パワーハラスメント
（職場の権力を利用した嫌がらせ）

全体結果
（n=456）

セクシュアル・ハラスメント
（性的嫌がらせ）

結婚や就職における差別的な扱い

ストーカー行為

答えたくない

職場での不当な待遇

仲間はずれ、嫌がらせ
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(5) 人権が侵害されたときの対応について 

 

問８．もし、あなたの人権が侵害されたとしたら、どのような対応をしますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「身近な人に相談する」が 65.5％と最も高くなっています。 

一方、「自分で対応について調べる」が 27.0％、「相手に抗議する」が 22.1％と続いて

おり、女性より男性の割合が高くなっています。 

また、「だまって我慢する」が 17.8％となっており、相談窓口の周知を図る必要があ

ります。 

65.5%

27.0%

22.1%

21.8%

19.7%

17.8%

13.4%

11.3%

2.1%

1.6%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

身近な人に相談する

だまって我慢する

新潟県や五泉市に相談する

回答なし

その他

警察に相談する

弁護士に相談する

全体結果
（n=456）

法務局や人権擁護委員に相談する

ＮＰＯ法人等に相談する

自分で対応について調べる

相手に抗議する
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第３章 さまざまな機会を通じた人権教育・啓発の推進 

１ 学校教育における人権教育の推進 

【現状と課題】 

五泉市の小・中学校では、人権教育を学校づくりの根幹と考え、教科指導、生徒指導、

学級経営等の教育活動全体を通じて人権に対する知的理解と人権感覚の涵養に取り組ん

できました。 

中でも同和教育を人権教育の中核とし、児童生徒の発達段階に応じて新潟県同和教育

研究協議会発行の副読本「生きる」シリーズを計画的・組織的に活用し、人権・同和教

育への理解を深め、豊かな人権感覚を養い、互いに自他の大切さを認め合う態度や行動

力を身に付けるよう指導しています。 

また、教職員研修でも教職員自らが進んで指導方法の工夫・改善に取り組めるよう、

授業公開を前提として複数の教職員で指導案を検討・作成し、多様な見方・考え方をも

って学び合う研修を進めています。 

しかしながら、これらの取組が校種間、家庭・地域、関係機関とで連携されていたと

は言い難く、同和問題や重大な人権侵害である「いじめ問題」に総合的に対応するため

にも、これらとの連携を促進し、人権意識の啓発やより充実した人権教育が実現される

よう市全体で取り組んでいく必要があります。 

2018 年度（平成 30 年度）には小学校で、2019 年度（平成 31 年度）には中学校で、道

徳が正式な教科となります。五泉市でも新学習指導要領が目指す「主体的・対話的で深

い学び」の視点からの授業改善により、これまで以上に人権尊重の教育をより効果的に

推進し、子どもたちが自他の個性や価値観の違いなど、その多様性を認め合う教育を実

現していきます。 

 

【施策の方向性】 

・学校教育においては、一人ひとりの児童生徒の人権を尊重した学校運営や人権教育

に関する指導方法の工夫改善に努め、子どもたちが豊かな人間関係の中で安心して

楽しく学ぶことのできる環境づくりに努めます。 

・人権への配慮が態度や行動に現れるような人権感覚が身に付けられるよう、家庭や

地域社会との連携を深めながら、人権についての正しい知識を身に付け、人権を尊

重する意識や態度を育成し、実践力を養うことに努めます。 
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２ 社会教育における人権教育の推進 

【現状と課題】 

社会教育においては、一人ひとりがお互いの基本的人権を尊重するとともに、自らの

生活の中に見られるあらゆる人権・同和問題に関わる課題に気付き、理解し、その解決

を図ろうとする意欲と実践力につながる人権意識の醸成が求められています。 

このような人権意識の醸成をめざして、人権・同和問題について学習機会を提供する

とともに、参加者の行動につながるよう学習内容・方法の工夫改善を図る必要がありま

す。 

 

【施策の方向性】 

・生涯学習の観点から、市民大学講座等の各種講座の中で、人権・同和問題についての

学習機会を提供するとともに、人権啓発活動の一環として新潟県や関係機関、団体等

が実施する研修会や講座等についても、広報やホームページ等を通じて広く市民に周

知を図り、人権問題が一人ひとりの身近な問題であることの認識を深め、日常生活に

おいて、人権への配慮が態度や行動に現れるような人権感覚の高揚に努めます。 

・青少年の社会性や思いやりの心など、豊かな人間性を育むための多様な体験活動の機

会の充実に努めます。 

 

３ 市民に対する人権啓発の推進 

【現状と課題】 

差別や偏見のない地域社会をつくるためには、市民一人ひとりがさまざまな人権問題

について理解と認識を深め、お互いの人権を尊重し合うことが必要です。 

市民一人ひとりが地域社会の中で豊かで充実した生活を送れるよう、人権尊重の意識

に満ちた地域社会の実現に向け、さまざまな人権問題を身近な問題として認識し、理解

を深めるため、関係機関と連携を図りながらあらゆる場を通じて人権啓発を推進してい

かなければなりません。 

 

【施策の方向性】 

・広報誌やホームページをはじめ、さまざまな機会を活用した人権啓発や講演会等の周

知に努めます。 

・人権教育・啓発を効果的に推進するため、市民の身近なところで、人権に関するさま
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ざまな問題について、理解と認識を深める人権教育・啓発を推進します。 

・人権に関わる施策の推進にあたっては、法務局、県、人権関係団体及び市役所各課と

の連携のもと総合的に取り組みます。 

・プライバシーの侵害や結婚差別、就職差別などの人権侵害につながるおそれのある身

元調査をなくすための啓発に努めます。 

 

４ 企業・団体等に対する人権啓発の推進 

【現状と課題】 

企業も社会を構成する一員であるという考え方から、職場の中で働く人々の人権への

配慮のみならず、顧客・消費者、取引先、地域住民等の人権や地域社会に配慮すること

が求められています。 

各種団体においても、地域住民や関係機関の多くの人々と関わって活動しており、人

権問題を正しく理解し、人権への配慮がその態度や行動に現れるような人権感覚を身に

付けることが求められています。 

企業や団体等において、人権尊重の理念が浸透し、明るい職場づくりや活発な団体活

動につながる人権教育・啓発を推進していく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・企業・団体等における人権教育・啓発の取り組みを促進するため、啓発や研修内容の

助言、情報提供に努めます。 

・企業に対して、「男女雇用機会均等法」、「高年齢者雇用安定法」、「障害者雇用促進法」

などの法制度を周知するとともに、採用にあたっては、差別のない公正な選考・採用

が行われるよう啓発に取り組みます。 

 

５ 市職員等に対する人権啓発の推進  

【現状と課題】 

市職員をはじめとする公務員等は、全体の奉仕者として、市民の福祉の向上に貢献す

る責務を負っており、人権に配慮した行政を遂行する義務があります。 

そのためには、市職員等は常に人権の視点に立って、人権問題を正しく認識し、それ

ぞれの職務において、適切な対応を行わなければなりません。 

職員一人ひとりが知的理解にとどまるのではなく、豊かな人権感覚を身に付け、人権
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に配慮した職務が遂行できるよう、また、日常業務や生活を通じて市民に正しく啓発が

できるよう、人権問題に関する研修を充実させる必要があります。 

 

【施策の方向性】 

・あらゆる人権問題の解決に取り組むべき立場にある職員等の人権意識の向上を図るた

め、窓口職員の研修や階層別の研修に人権問題を取り入れます。 

・関係機関、団体等が実施する人権・同和教育に関する講座や集会を職員研修の場とし

て捉えて積極的に参加し、職員の人権尊重意識の高揚に努めます。 

・職員に対し、人権に関する啓発資料などの情報提供を行います。 

・「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」に基づき、2017 年（平成 29 年）

に策定した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する五泉市職員対応要領」の周

知、徹底を図り、職員が障がいを理由とする差別の解消に関して適切に対応するよう

努めます。 

・人権侵害につながる行為の差別性を見抜き、的確に対応できるよう職員の意識改革に

努めます。 
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第４章 分野別の人権問題の現状と施策の方向 

一人ひとりの人権が尊重され、真に豊かでゆとりのある社会を育んでいくためには、現在

特に重要となっている人権問題に対して、地域の実情に応じた効果的な施策を重点的に展開

していく必要があります。 

このため、重点課題として、女性、子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題、外国人・

外国籍住民等、インターネットによる人権侵害、新潟水俣病患者などの人権問題を取り上げ、

積極的に人権教育・啓発の推進を図ります。 

 

１ 女性の人権について 

【現状と課題】 

我が国における男女共同参画社会の形成への取り組みは、日本国憲法に男女平等の理

念がうたわれて以来、戦後の国際社会における取り組みと連動し、女性団体を中心とす

る国民運動に支えられながら進められてきました。 

国際社会では、1946 年（昭和 21 年）の国連婦人の地域委員会の設置、1975 年（昭和

50 年）を国際婦人年としてメキシコで第 1 回世界女性会議が開催されたことなどを契機

として、各国で取り組みが進みました。また、1979 年（昭和 54 年）には、国連におい

て女子差別撤廃条約が採択され、同条約の中で「女子に対する差別」が定義されました。 

1995 年（平成 7年）の第 4回世界女性会議において「北京宣言及び行動綱領」が採択

され、5年後の 2000 年（平成 12 年）に開催された国連特別総会「女性 2000 年会議」に

おいては、「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」が採択さ

れるなど、男女平等を進める国際的な規範が確立されてきました。 

我が国では、1986 年（昭和 61 年）に「男女雇用機会均等法」が施行されるなど、国

際的な動きに合わせて男女共同参画社会の実現に向けた取り組みが進められ、1999 年

（平成 11 年）には男女共同参画社会基本法が成立し、男女共同参画会議の設置など国内

本部機構が強化されてきたほか、3 次にわたる男女共同参画基本計画に基づく取り組み

が行われてきました。 

2014 年（平成 26 年）には、閣議決定された『「日本再興戦略」改定 2014－未来への投

資』の中核に「女性の活躍推進」が位置付けられ、2015 年（平成 27 年）8 月に女性の採

用・登用・能力開発等のための事業主行動計画の策定を事業主に義務付ける「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が制定されるなどの動きの

中で、同年 12 月に「第 4次男女共同参画推進計画」が策定されました。この計画は、「第

1 部 基本的な方針」と「第 2 部 施策の基本的方向と具体的施策」で構成されており、

男女共同参画を推進する 12 の重点分野を掲げ、それぞれの分野において 2025 年度（平

成 37 年度）まで見通した長期的方向性と 2025 年度末（平成 37 年度末）までに実施する

具体的施策が定められました。 
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近年、社会問題になってきている女性に対する暴力に関しては、2000 年（平成 12 年）

に「ストーカー行為等の規則等に関する法律」が施行され、さらに、2001 年（平成 13

年）に施行された「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」では、

2013 年（平成 25 年）の改正により、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びそ

の被害者についても、配偶者からの暴力及びその被害者に準じて、法の適用対象とされ

ることになりました。 

新潟県においては、2001 年（平成 13 年）に「新潟・新しい波 男女平等推進プラン」

を策定して、男女平等をめざし、共に参画できる社会の形成に向け、意識啓発活動の充

実をはじめとした様々な施策を推進してきました。 

2002 年（平成 14 年）には、男女平等社会の形成に向けての県の姿勢を示すため「新

潟県男女平等社会の形成の推進に関する条例」を制定し、その実現に向けた取り組みを

推進してきました。 

更に、2016 年（平成 28 年）には、「新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）」

を策定し、「男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会の実現に向けて」を目標

に、意識啓発はもとより地域・職場などで具体的・実践的な施策を展開しています。 

本市においては、男女共同参画社会の実現を図るため、2007 年（平成 19 年）に「ご

せん男女共同参画推進計画」を策定し、男女がともに「自分らしく」いきいきと元気に

歩むまちづくりをめざして、市民と協働で取り組んできました。その後、社会経済情勢

の変化などに対応するため、2012 年（平成 24 年）、2017 年（平成 29 年）の改定を経て、

現在では、「第 3次ごせん男女共同参画推進計画」により、男女差別の解消に向けた取り

組みを進めています。 

また、「すべての男女は、個人として平等な存在であり、性別による差別的な取扱いを

受けることなく、人権と平等が尊重されなければならない。」との認識のもと、2011 年

（平成 23 年）3月に「五泉市男女共同参画推進条例」を制定し、市民一人ひとりの人権

が尊重され、豊かな市民生活とあらゆる分野に参画できる調和のとれたまちづくりの実

現をめざして取り組んできました。 

しかしながら、人々の意識や行動、社会の習慣・慣行の中には、いまだに女性に対す

る差別や女性はこうあるべき・男性はこうあるべきといった伝統的・固定的な性別役割

分担意識が存在し、女性の主体的な生き方を阻んでいる状況があります。 

本市の人権問題に関する市民意識調査によると、女性の人権問題について「社会シス

テムに問題があり、女性の社会進出が困難になっていること」（49.1％）、「就職時の採用

条件、昇給・昇進の男女差など職場での待遇に違いがあること」（38.5％）、「男は仕事、

女は家庭など男女の固定的な役割分担意識を押し付けること」（35.4％）が問題点の上位

項目になっています。 

顕在化している問題として、女性に対する重大な人権侵害である「セクシュアル・ハ

ラスメント」や「配偶者や恋人からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）」問題は、

男女の社会的地位や経済力の格差に加え、女性軽視の風潮が背景にあり、社会全体での

対応が必要です。 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の改正も行われる中、
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相談業務の充実や被害者支援に向けた取り組みなど、人権尊重の視点に立ちこれらの問

題を解決していく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 男女共同参画の意識づくりの推進 

・子どもの頃から男女共同参画の視点に立った教育を受けられるよう、教育関係者を

対象とした男女共同参画研修会や講演会、各種フォーラム、講座を開催し、学校、

幼稚園、保育園等における人権・男女平等教育の推進と啓発を図ります。 

・広報、ホームページ等を通じて男女共同参画に関する情報提供を行うとともに、研

修会、講演会などを開催し、男女共同参画の考え方について理解を深め、家庭内や

地域など身近な環境が平等になるよう、性別による固定的役割分担意識や社会制度、

慣行の見直しを呼びかけます。 

 

② 配偶者及び身近な相手からの暴力とセクシュアル・ハラスメントの根絶 

・配偶者及び身近な相手からの暴力は、いかなる理由があろうとも決して許されるも

のではないという意識を強く社会に啓発するとともに、女性福祉相談所等との連携

を強化し、被害の防止と対処するための相談支援体制の充実に努めます。また、民

生委員、母子保健推進員等の協力を得ながら、女性に対する人権侵害の早期発見、

早期対応・支援に努めます。 

・セクシュアル・ハラスメントは人権を侵害する行為であるという認識について、市

民及び企業に対して啓発を行うとともに、新潟労働局や男女平等推進相談室等と連

携し、相談体制の充実に努めます。 

 

③ 政策、方針の決定に至るすべての場面への女性の参画促進 

 ・市の政策・方針等決定過程への女性の参画を拡大する観点から、委員委嘱時には女

性を積極的に登用します。 

   ・これまでの慣行にとらわれることなく、市の女性職員の職域拡大を図るなどキャリ

ア形成を支援するとともに、積極的に女性職員の採用と配置、管理職への登用など

を実行します。 

 

④ 企業・各種団体・地域活動組織における女性の参画拡大 

   ・事業主を対象とした研修会をはじめとして、広報、ホームページ、啓発用チラシ等   

を通じて、女性の参画の重要性に関する情報提供等を行います。 

   ・地域活動においても男女双方の視点が反映されるよう、性別が偏らない組織運営や

地域活動のあり方について、積極的に啓発や支援を行います。 
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⑤ 防災分野における女性の参画拡大 

   ・地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の防災力向上を図るため、防

災に関する施策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参画を拡大し、災害

時の被災者支援における男女のニーズの違いなど、男女共同参画の視点を取り入れ

た防災体制の確立に努めます。 

 

⑥ 男女平等な雇用環境の整備 

・広報、ホームページ、啓発用チラシ、企業向け広報誌等を通じて、男女雇用機会均

等法や育児・介護休業制度、ポジティブ・アクション等の周知徹底を図るための情

報提供を行います。また、男女とも個人の力量に見合った責任ある仕事に意欲的に

取り組むことができるように、「職場における性別による固定的役割分担意識の払

拭」の必要性について、啓発を行います。 

・職場における男女平等を積極的に推進している企業等の取り組み状況を広報やホー

ムページで紹介するなど、広く企業への働きかけを行い、ハッピーパートナー企業

へ登録を促進します。 

 

２ 子どもの人権について 

【現状と課題】 

子どもの人権については、国連や日本国憲法、教育基本法、児童福祉法、児童虐待防

止法などの法令や児童に関する条約等の趣旨に沿って、一人ひとりが尊重され、保護さ

れなければなりません。 

国連では、1989 年（平成元年）に「児童の権利に関する条約」を採択し、我が国も 1994

年（平成 6年）に批准しています。この条約では、「児童に関するすべての措置をとるに

あたり、児童の最善の利益が主として考慮されること」や「条約において認められる権

利の実現のため、すべての適当な措置を講ずること」等が定められています。 

国では、1999 年（平成 11 年）に「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児

童の保護等に関する法律（児童買春・児童ポルノ禁止法）」、2000 年（平成 12 年）に「児

童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）」、2003 年（平成 15 年）に「インター

ネット異性紹介業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（出会い系サイ

ト規制法）」、2008 年（平成 20 年）に「青少年が安全に安心してインターネットを利用

できる環境の整備等に関する法律（青少年インターネット環境整備法）」が制定されるな

ど、個別立法による対策も行われてきました。2012 年（平成 24 年）8 月には、「子ども・

子育て支援法」をはじめとする子ども・子育て関連３法が成立し、次の世代を担う子ど

もたちが健全に成長できる社会をめざすこととされました。 

障がいのある子どもに対する取り組みとしては、2005 年（平成 17 年）に子どもの発

達障がいの早期発見などに取り組む「発達障害者支援法」が施行され、また、2007 年（平
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成 19 年）から障がいのある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な

教育支援を行う「特別支援教育」が導入されました。 

本市においては、国が示した「行動計画策定指針」に基づき 2010 年（平成 22 年）に

「五泉市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を策定し、すべての子どもと子育て家庭

における子育て支援、親子の健康の確保など、様々な施策を推進してきました。 

その後、「子ども・子育て関連３法」が制定され、教育・保育及び地域子育て支援事業

の提供体制の確保や、この法律に基づく業務を円滑に実施するため、「子ども・子育て支

援事業計画」の策定が義務付けられたことを受け、2015 年（平成 27 年）に「五泉市子

ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

人口減少、少子高齢化による家族形態の変化や就労の多様化、地域社会のつながりの

希薄化など、子ども・子育てを取り巻く環境の大きな変化により、子育て家庭のライフ

スタイルや意識の変化等、子育てに不安や負担感を感じる家庭が多くなっており、この

計画に基づき、こうした環境の変化に対応した質の高い乳幼児期の教育・保育や地域の

ニーズに応じた子ども・子育て支援施策を計画的に推進することをめざしています。 

また、「五泉市要保護児童対策地域協議会」において関係機関と連携して相談体制の充

実に取り組むとともに、児童虐待の通告に対し迅速な対応や支援の体制を強化し、子ど

もたちの人権保護の充実を図っています。 

しかしながら、我が国においては、今日まで国・県・市町村が様々な施策を講じてい

るにも関わらず、実親等による子どもに対する虐待や育児放棄、子どもの貧困といった

子どもの人権をめぐる様々な問題が全国的に発生しています。 

特に、児童虐待の問題は深刻化しています。 

児童虐待に関しては、全国に 210 カ所ある児童相談所が 2016 年度（平成 28 年度）に

対応した件数が過去最多の122,578件となりました。新潟県においては前年に比べて407

件増の 1,845 件となり、3 年連続で過去最多を更新しました。虐待の種類別では、「心理

的虐待」が 991 件（53.7％）と最も多く、次いで「身体的虐待」462 件（25.0％）、「ネ

グレクト」382 件（20.7％）の順となっています。 

本市の人権に関する市民意識調査においては、子どもの人権について問題があると感

じていることは、「保護者が身体的、心理的に虐待したり、子育てを放棄すること」が

64.8％と最も高くなっています。続いて、「子ども同士の暴力、仲間はずれ、いじめなど

があること」（41.5％）、「保護者が躾（しつけ）のつもりで体罰を与えること」（38.7％）

が高くなっています。 

近年、家庭や地域の養育力、教育力の低下が指摘され、子どもの生命が奪われる等の

重大な児童虐待事件、いじめや不登校などが大きな社会問題となっています。これらは、

他人に対する思いやりといたわりの欠如、相手の立場に立つといった人権感覚の欠如や

弱さ、子育てに対する不安等が要因として考えられます。更に、コミュニティが希薄化

する中、子育ての悩みを抱え込む親をどう支えるかということも大きな課題です。 
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【施策の方向性】 

① 子どもの権利に関する教育・啓発の推進 

・子どもが人格を持った一人の人間として尊重されるよう、大人だけでなく子どもに

対しても「子どもの権利条約」についての周知・啓発を図るなど、子どもの権利に

ついて意識を高め、正しく理解できるよう教育・啓発活動に取り組みます。 

 

② 幼児・児童・生徒への人権教育等の推進 

・子どもたちが豊かな人間関係の中で安心して楽しく学ぶことのできる環境づくりや、

人権についての正しい知識を身に付け、人権を尊重する意識や態度の育成に努めま

す。 

・子どもの成長発達に大きな影響を与える立場にある教職員等については、子どもた

ちの豊かな人権意識を育むため、自らの人権意識の高揚に努めるとともに、人権教

育に関する啓発において参加体験型の方法を取り入れるなど、研修内容の一層の充

実を図り、資質向上と指導力の強化に努めます。 

 

③ いじめ問題への対応 

・いじめは、子どもたちの人権に関わる重要な問題であるとともに、どの子どもにも

どの学校にも起こり得るものであることを踏まえ、学校、家庭、地域が連携してい

じめ防止に取り組みます。 

・学校の教育活動全体を通じて、いじめは人間として絶対に許されないことであると

いう、子どもたちの意識を高めます。そのために、各種研修等により教職員の指導

力向上を図り、道徳教育や特別活動、体験活動等の充実に努めます。 

・スクールカウンセラーや心の教室相談員を学校に配置して、学校における相談体制

を充実させ、子どもたちの心の安定を図ります。 

・いじめを把握した場合は、早急にかつ組織的に解決に向けて取り組みます。 

・パソコンや携帯電話のネット接続機能を悪用した「ネットいじめ」については、情

報モラル、情報安全教育を推進します。 

 

④ 障がいのある幼児・児童・生徒への支援 

・乳幼児健診や新生児訪問、言語聴覚士や作業療法士、保健師、保育士等による健診

フォローアップ教室や療育教室の実施、発達相談室の設置等により、障がいについ

て適切な情報提供と理解を深める取り組み及び保護者の不安解消と発達支援に努め、

障がいの早期発見と早期支援の推進を図ります。 

・幼稚園や保育園、認定こども園、小規模保育施設、学童クラブ等において、身近な

地域での支援の充実を図り、障がい等で特別な支援を必要とする子どもの受入れを
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推進します。 

・広汎性発達障害（自閉症スペクトラム障害）、学習障害、注意欠陥多動性障害等の発

達障がいやそれ以外の障がいのある子どもが将来自立して社会参加できるよう、子

どもの成長過程、ライフステージに応じた切れ目のない支援を推進し、放課後等デ

イサービスなどの障がい児の生活能力向上のための訓練を行う障害児通所支援事業

に取り組みます。 

・障がいのある子どもの自立と社会参加に向けて、関係機関と連携しながら、適切な

相談体制や教育体制の整備に努めます。障がいのある子どもたちの「学ぶ権利」を

尊重し、学校に介助員や学習指導補助員、看護師などを配置することにより、一人

ひとりのニーズに応じた特別支援教育の実現を図ります。 

 

⑤ 児童虐待防止対策 

・養育支援の必要な家庭を早期に把握して虐待を予防するため、要保護児童対策地域

協議会の取り組みを強化し、児童相談所、学校、医療機関等との連携を図り、虐待

相談への組織的な対応を行います。また、相談対応者の専門性の向上に努めます。 

・虐待の未然防止のため、健康診査や保健指導等の母子保健活動や地域の医療機関等

との連携、乳児家庭全戸訪問の実施等を通じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援

を必要とする子ども・家庭を早期に発見し、支援に繋げる体制を強化するために子

育て世代包括支援センターを整備します。 

 

⑥ 子どもの貧困対策の推進 

・子どもたちが生まれ育った環境に左右されたり、貧困が世代を超えて連鎖すること

のないよう、将来の夢や希望を持って成長していける社会の実現に向け、保護者の

生活・就労支援や子どもの学習支援等、地域の繋がりを活かして市民、関係機関及

び行政が連携・協力して積極的に推進します。 

・子育てをするうえで経済的・社会的な不安に対する支援が必要なひとり親家庭に対

し、保育認定及び保育園等の施設の利用調整における優先利用や地域子ども・子育

て支援事業を実施するとともに、庁内の関係部署をはじめ県などの関係機関と連携

して総合的な自立支援を推進します。 

 

⑦ 子育て支援の環境整備 

・保護者の就労の有無に関わらず入園することができ、就労形態や就労の変化にも柔

軟に対応するとともに、地域における子育て支援の機能を充実させ、子育てについ

ての保護者の負担や不安の軽減を図ることができるよう、幼稚園と保育園の機能を

併せ持った「認定こども園」の整備を推進します。 

 

⑧ 相談体制の充実と周知 
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・いじめ、不登校、問題行動といった様々な課題を抱えた子どもや保護者からの悩み

や相談に初期段階で対応し、早期解決に向け、スクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカー等を配置するなど、学校における支援体制を強化します。 

・不登校の児童・生徒を対象に適応指導教室において組織的・計画的な指導を行うこ

とにより、学校への復帰や進路保障への支援を図ります。 

・市が行う各種相談において、相談者に対する助言や情報提供を行うともに、家庭児

童相談室、児童相談所、地方法務局などの関係相談機関との連携に努め、相談体制

充実を図ります。 

３ 高齢者の人権について 

【現状と課題】 

高齢化は、世界的な規模で急速に進んでいます。各国が高齢化社会の到来に備えた各

種の取り組みを具体化することを目的として、1992 年（平成 4年）の国連総会において

1999 年（平成 11 年）を「国際高齢者年」とする決議が採択されました。 

我が国でも平均寿命の伸びや少子化の進行等に伴い高齢化が急速に進んでおり、総人

口に占める 65 歳以上の割合である高齢化率は、2015 年（平成 27 年）の国勢調査では

26.7％となりました。人口の 4 人に 1 人以上が高齢者となり、本格的な高齢化社会を迎

えています。また、諸外国と比べても我が国は、イタリア（22.4％）、ドイツ（21.2％）

より高く、世界で最も高い水準となっています。 

高齢化率を都道府県別にみると、秋田県が 33.5％と最も高く、次いで高知県の 32.9％、

島根県の 32.6％となっており、41 道府県で 25％以上となっています。一方、沖縄県が

19.7％と最も低く、次いで東京都の 22.9％、愛知県の 23.8％となっています。本県の高

齢化率は 29.8％で、高い方から 15 番目となっています。 

本市の高齢化率は前回調査の28.3％から4.3ポイント上昇し、32.6％となっています。

国や県よりもかなり速いスピードで高齢化が進行しており、ほぼ 3人に 1 人の市民が高

齢者という超高齢化社会を迎えています。 

このため、本市においては、豊かな経験と知識を持った高齢者の方々が地域社会を支

える重要な一員として生きがいを持ち、いつまでも健康で活躍できるよう、2015 年（平

成 27 年）に「五泉市高齢者福祉計画・第 6 期介護保険事業計画」を策定しました。計画

では、「介護」「医療」「予防」「住まい」「生活支援サービス」などが切れ目なく提供され

る「地域包括ケアシステム」の構築を更に進め、各地域のサービス提供基盤の確保に努

めるとともに、住民同士が支え合い、高齢者が地域から孤立することのない仕組みづく

りを推進していくこととしています 

本市の人権に関する市民意識調査において、高齢者の人権について問題があると感じ

ていることは、「働ける能力を発揮する場や機会が少ないこと」（40.1％）が最も高い割

合となっており、「悪徳商法や振り込め詐欺の被害が多いこと」（37.3％）、「病気や福祉

施設での不十分な対応や虐待があること」（28.9％）が続いています。 
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近年、「悪徳商法」や「特殊詐欺（振り込め詐欺）」など、高齢者を対象とした犯罪が

多発しています。更に、介護者の高齢化や認知症に対する正しい理解や介護の知識・技

術が不足していることが原因で不適切な介護状態になってしまい、結果的に高齢者虐待

に発展してしまうなど、高齢者の人権に関する深刻な問題も報告されています。 

高齢者の人権問題については、市民一人ひとりが思い描く生き方、住み慣れた地域で

暮らし続けることができるよう、広い視点を持って取り組みを行うことが必要です。 

 

【施策の方向性】 

① 人権教育・福祉教育の推進 

・学校教育においては、高齢化の進行を踏まえ、社会科や総合的な学習の時間、学校

行事等で福祉に関する教育として高齢者の人権に関わる教育を推進します。 

・高齢者が生涯にわたって学ぶことの喜びを味わえるよう、学習機会の充実に努めま

す。 

 

② 啓発・広報活動の推進 

・高齢者福祉についての市民の関心と理解の促進に努めるとともに、高齢者の社会参

加に対する理解と関心を深めるための啓発・広報活動を推進します。 

・認知症に対する差別や偏見をなくして正しい知識を持つことにより、早期発見、早

期対応につなげ、認知症の人や家族が安心して地域で暮らすことができるよう、認

知症サポーター養成講座や講演会を通じて認知症という病気の理解、対応方法、相

談窓口などについて市民へ啓発します。 

 

③ 社会参加の促進 

・高齢者が気軽に集い仲間と出会うことができるよう、お茶の間サロンや馬下保養セ

ンター、老人福祉センターなど、いこいの場、交流の場の充実を図り、高齢者の生

きがいと社会参加の促進を図ります。 

 

④ 雇用・就業の促進 

・就労は高齢者にとって大きな生きがいとなるため、社団法人シルバー人材センター

の活動を支援し、就労の場の確保に努めます。 

 

⑤ 高齢者の権利擁護の推進 

・高齢者が尊厳を保ちながら安心して生活できるよう、医療や介護、福祉、人権擁護

など幅広い分野との連携や関係職員等の資質向上を図り、高齢者虐待防止や相談等

の対応、相談体制の整備・充実、成年後見制度の普及等に努めます。 

・地域包括支援センター等の関係機関による一人暮らし高齢世帯等の見守り活動等を

支援します。 
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・成年後見制度に関する市民の理解を深めるため、啓発活動を行うとともに、手続き

等についての相談受付や制度を利用するための支援を行います。 

・高齢者虐待防止のため、関係職員向けの研修会や五泉市高齢者虐待防止ネットワー

ク会議を開催し、個別事例の検討や地域課題などを共有することにより、早期発見・

対応に努めます。また、地域包括支援センターで相談に応じるとともに、家族等介

護者の支援を行います。 

・振り込め詐欺などの特殊詐欺や送りつけ商法などの被害に遭う高齢者が後を絶たな

いことから、新潟県高齢者見守り強化月間において予防についての啓発活動に取り

組み、消費者被害の防止に努めます。また、万が一被害に遭った場合、消費生活相

談センターや地域包括支援センター等と連携し、クーリングオフの手続きなどの相

談ができるよう、相談体制の強化に努めます。 

 

４ 障がいのある人の人権について 

【現状と課題】 

障がい者とは、身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む）その他の

心身の機能の障がいがある人をいいますが、人々の障がいに対する無理解や偏見は根強

く、自立と社会参加へ向けた取り組みが必要となっています。 

国連では、従来から障がいのある人の人権問題に取り組んでおり、1981 年（昭和 56

年）を「国際障害者年」と定め、翌年の第 37 回国連総会で「障害者の権利に関する世界

行動計画」を採択しました。更に、2006 年（平成 18 年）には、「障害者の権利に関する

条例」（障害者権利条約）が採択され、ノーマライゼーションの理念のもと障がい者の社

会参加と平等、自立生活への支援を進め、すべての人々がともに暮らせるバリアフリー

社会への目標を示し、障がい者の人権と自由を確保するための国際的な合意がなされ、

我が国も 2014 年（平成 26 年）1 月に批准しました。 

国においては、1993 年（平成 5年）に「障害者基本法」を制定し、その後 2004 年（平

成 16 年）の改正により、基本的理念として障がい者への差別をしてはならない旨が規定

され、都道府県・市町村の障害者計画の策定が義務化されました。 

また、2006 年（平成 18 年）には「障害者自立支援法」が施行され、身体・知的・精

神障がいに対する施策の一元化が図られ、障がい者の地域生活や就労支援の強化など障

がいの種別を超えた共通サービスの提供により、障がい者の自立支援を推進しています。    

更に、2016 年（平成 28 年）には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

（障害者差別解消法）が施行され、障がい者に対する差別的取り扱いを禁止するととも

に、公的機関に対して必要かつ合理的な配慮を義務付けました。 

本市においては、2006 年（平成 18 年）に「五泉市障がい者計画」、2011 年（平成 23

年）に「第 3 期五泉市障がい福祉計画」を策定し、様々な障がい福祉施策の推進を図っ

てきました。 
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本市では、障害者手帳の所有者数が増加傾向にあり、障がいのある人やその家族から

の相談件数も増加しています。更に、多様化するニーズに対応するための体制づくりや

環境整備が必要となっています。 

こうした状況を踏まえ、障がいのある人が住み慣れた地域でその能力や個性を活かし

て自分らしく安心して暮らせるよう、2015 年（平成 27 年）に「第 2 次五泉市障がい者

計画」と「第 4 期五泉市障がい福祉計画」を一体的に策定しました。市民、事業者、関

係機関と協力し、障がい福祉に関する様々な課題の解決を図り、計画の基本理念である

「共に生き、共に支え合う、安全で住みよい五泉」の実現をめざして取り組みを進めて

います。 

本市の人権に関する市民意識調査において、障がいのある人の人権について問題があ

ると感じていることは、「障がいのある人に対する偏見や差別意識があること」（62.2％）

が最も高く、続いて「働ける場所や機会が少なく、低賃金の場合も多いこと」（52.8％）、

「好奇の目で見られたり、避けられたりすること」（34.3％）の割合が高くなっています。 

近年、障がい者の財産に対する侵害行為が問題となっており、障がい者が安心して日

常生活を営み、自らの権利を当たり前に主張、行使し、自らの生き方を選択・決定でき

る社会支援の在り方や、障がい者への権利侵害に対し適切な措置や救済が図られる仕組

みを地域社会の中に確立することが必要です。更に、障がいの重度化や障がい者の高齢

化とともに障がい福祉サービスの利用の援助や金銭管理などの権利擁護が課題となって

おり、成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用の促進とともに、相談支援体制の充

実を図る必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 人権教育・福祉教育の推進 

・学校教育において、介助員や学習指導補助員、看護師などを配置して、一人ひとり

のニーズに応じた特別支援教育を実現するとともに、障がいのある人と障がいのな

い人が可能な限り共に学ぶ仕組み（インクルーシブ教育システム）の強化を図りま

す。また、児童生徒の障がいのある人に対する理解を一層深めるため、学校におけ

る福祉教育の充実を図ります。 

 

② 地域生活支援の充実 

・必要な人が必要なサービスを受けられるように、様々な地域生活支援サービスの周

知から、提供までの充実に努めます。 

・利用者に対し、質の高いサービスを提供できるよう、地域生活支援サービスの提供

体制の整備とともに、質の向上に努めます。 

・地域生活支援サービスを安定的、継続的に提供するため、適正な支給量基準の整備

や、多くの事業所が参入できるような体制整備を関係機関と連携して進めます。 

・地域活動支援センターにおいて、地域との交流促進や文化芸術活動、スポーツ等の

振興を行い、活動内容の充実を図ります。 
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③ 相談支援体制の充実 

・五泉市障がい者総合支援協議会等において、関係機関との連携、情報共有を行い、

相談支援体制の充実を図ります。 

・日常的な相談から専門的な相談まで、様々な相談に対応できるよう、研修会を実施

し、相談支援専門員のスキルアップに努めます。 

 

④ 権利擁護の推進 

・虐待防止など障がい者の権利擁護に関して、権利擁護研修会の実施やリーフレット

等を活用し、意識啓発を行います。 

・成年後見を必要とする人が制度を利用できるよう普及啓発に努めるとともに、制度

を利用する人に対する支援体制づくりを進めます。 

 

⑤ 雇用・就業、経済的自立の支援 

・障がいのある人の雇用・就業を推進するため、企業向け、当事者向けセミナーを引

き続き実施するとともに、労働関係機関、教育機関との連携を図り、支援体制を強

化します。 

・一般企業への就労が困難な人に対し、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型施設

等の利用を促進するとともに、受入体制の整備を推進します。 

・障害者優先調達推進法に基づき、市が物品等を調達する際、優先的に障がい者就労

施設等から購入する取り組みを推進します。 

 

⑥ 生活環境の整備 

・住環境整備の各種助成制度について、より一層の周知に努め、支援を行います。 

・五泉市福祉のまちづくり計画に基づき、公共施設や道路整備等のバリアフリー化を

推進します。 

・災害時に支援が必要な人について、関係機関や地域と連携して支援を行う体制づく

りを推進します。 

 

⑦ 障がい者理解の促進 

・広報等を活用し、障がいに関する情報の掲載や啓発に努めます。また、障がいに関

する知識や情報を広め、障がいのない人に関心を持ってもらうきっかけとして、障

がい者週間の周知を図ります。 

・道徳教育の充実や講演会、研修会等を通して、障がい及び障がいのある人への理解

の促進に努めます。 
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・障がい者関係団体が行う市民への啓発活動を支援します。 

 

⑧ 虐待の防止・早期発見 

・虐待に関する通報や相談への対応、虐待が発生した時の一時保護等、虐待が起きた

場合に適切に対応できる体制づくりの構築と整備を図ります。 

 

５ 同和問題（部落差別問題）について 

【現状と課題】 

同和問題とは、日本社会の歴史過程の中で形作られた身分的差別によって、今なお、

生まれ育った地域によって不当に差別され、基本的人権が侵害されることがあるという、

重大な人権問題です。 

1965 年（昭和 40 年）に出された国の同和対策審議会の答申では、「同和問題の早急な

解決こそ国の責務であり、同時に国民的課題である。」と位置づけ、「同和対策は、生活

環境の改善、社会福祉の充実、畜産職業の安定、教育文化の向上及び基本的人権の擁護

等を内容とする総合対策として実施されなければならない。」としています。 

この答申を踏まえ、同和対策の早期解決に向けて、1969 年（昭和 44 年）に「同和対

策事業特別措置法」が制定され、その後、「地域改善対策特別措置法」及び「地域改善対

策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」により、様々な施策が講じられ

てきました。2002 年（平成 14 年）3 月末に同和対策事業に係る国の特別対策事業が終了

してからは、一般施策の中で問題解決を図ってきました。 

しかしながら、現在に至ってもなお部落差別が存在し、インターネットなど情報化が

進む中で部落差別が新たな状況にあります。 

このような背景から、2016 年（平成 28 年）12 月には、部落差別のない社会を実現す

ることを目的に、「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）が施行

され、国や地方公共団体の責務として、地域の実情に応じた相談体制の充実や教育・啓

発の推進に努めるとともに、部落差別の実態調査の実施が明記されました。 

本市においては、同和問題は基本的人権にかかわる重大な社会問題であるとの認識の

もと、啓発活動など各種施策を推進してきました。子どもの頃からの継続した人権教育

により人権尊重の心を養う必要があることから、小中学校における授業や人権擁護委員

など関係機関と連携した講演会の開催など、人権尊重意識の啓発に努めています。 

本市の人権に関する市民意識調査においては、同和問題について「知っている」が

44.4％、「知らない」が 53.5％となり、半数以上が「知らない」と答えています。 

また、同和問題に関してどのような人権問題があるかについては、「差別的な発言や行

動があること」（25.4％）、「地域社会で不当な扱いを受けること」（19.5％）、「就職の際

や職場で不当な扱いを受けること」（18.1％）と続いている一方で、「わからない」（46.0％）

が最も高くなっています。 

被差別部落の存在や同和問題をどのように考えるかについては、「人権に関わる問題な
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ので、自分も含めた社会全体で解決に向けて取り組むべきだと思う」（39.2％）が高くな

っています。一方で、「わからない」が 40.4％と最も高くなっており、「自分ではどうし

ようもない問題なので、誰かしかるべき人が解決してくれると思う」（8.2％）、「そっと

しておけば自然になくなると思う」（4.5％）、「同和地区の人だけの問題で自分とは直接

関係ない問題だと思う」（1.4％）との回答があることから、同和問題を自分のこととし

て受け止め、正しい理解と認識がえられるよう啓発活動を一層進める必要があります。 

部落差別解消推進法では、「現在もなお部落差別が存在する」との認識が明確に示され、

「基本的人権を保障する憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであり、解

消することが重要な課題」であるとして、「基本理念」、「国及び地方公共団体の責務」、

「相談体制の充実」、「教育及び啓発」、「部落差別の実態に係る調査」について定められ

ており、部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会を実現することが求められてい

ます。 

 

【施策の方向性】 

① 教育・啓発活動の推進 

・市民一人ひとりが同和問題についての正しい理解と認識を深め、自らの課題として

その心理的差別の早期解決に主体的かつ積極的に取り組むことを基本とし、関係機

関と連携して差別意識の解消に向けた人権教育・啓発活動を推進します。 

・学校教育及び社会教育における人権教育を推進し、同和問題をはじめとする様々な

人権問題についての正しい理解を深め、人権を相互に尊重し合い、共に生きる社会

の実現をめざします。 

・教職員が同和問題の歴史と現状を正しく理解し、子どもたちに適切な教育を行うこ

とができるよう、各学校で同和教育副読本「生きる」を活用した教職員研修を行う

とともに、市校長会が中心となって教職員への研修を実施します。また、各団体が

主催する大会等へ教職員を参加させ、人権への理解と意識を更に深めます。 

・子どもたちに対して、道徳の教科書や同和教育副読本「生きる」を活用して同和教

育を行うとともに、社会科・地理歴史科・公民科の授業で子どもたちに同和問題の

歴史的、社会的要因を正しく理解させ、それを解決しようとする意欲や態度を育て

ます。 

 

② 個人情報の保護 

・就職差別、結婚差別に結びつく身元調査による個人情報の漏洩を防ぐため、戸籍・

住民票取り扱い窓口での対応を徹底します。また、本人の権利利益の保護及び不正

取得の抑止を図ることを目的として、本人通知制度の導入をめざします。 

 

③ えせ同和行為の排除 

・えせ同和行為は、同和問題に関する誤った認識を植え付けるなど、同和問題の解決
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にとって大きな阻害要因となっているため、関係機関等と連携し、啓発・排除に努

めます。 

 

④ 相談体制の充実と当事者団体との連携 

・相談しやすい環境を整えるなど、相談体制を充実させるとともに、当事者団体、国・

県及び他の自治体と連携し、差別をなくすための取り組みを推進します。 

 

⑤ 実態の把握 

・国に協力して「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）に定め

られた部落差別の実態に係る調査を行い、地域の実態把握に努め、人権施策の推進

に活用します。 

 

６ 外国人・外国籍住民等の人権について 

【現状と課題】 

日本においては、インドネシア難民の定住受け入れを契機として、人権に関する国際

条約への加入を進めることになり、1979 年（昭和 54 年）に「国際人権規約」を批准す

るとともに、1981 年（昭和 56 年）には「難民の地位に関する条約」、1982 年（昭和 57

年）には「難民の地位に関する協定書」を締結しました。近年の国際化の進展に伴い、

日本で暮らす外国人は 200 万人を超えており、国籍も多様化しています。 

外国籍住民等が地域社会の一員として自立し、円滑に生活していくためには、行政サ

ービスの多言語化や福祉・医療分野等の生活支援、災害対策支援、日本語学習支援など

の取り組みが求められています。 

また、根強く残る在日韓国・朝鮮人に対するヘイトスピーチ等による人権侵害や、社

会の様々なところで生じている外国人に対する差別の解消をめざすとともに、相互理解

の促進に努める必要があります。 

2016 年（平成 28 年）6月には、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊

の課題であることから、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の

推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法）が施行され、地方公共団体の責務として国

との適切な役割分担を踏まえ、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めなければ

ならないと明記されました。 

本市における外国人登録者数は、2017 年（平成 29 年）3月末現在 195 人で、その国籍

は 14 カ国に渡っています。国籍（出身地）別でみると中国が 66 人で最も多く、ベトナ

ム 65 人、韓国 21 人の順となっています。 

このような中、本市においても、国際感覚を持ち、広い視野に立って考え、活躍でき

るグローバル人材の育成やあらゆる国籍の住民がそれぞれの持てる力を最大限に発揮で

きる人権尊重を基調とした多文化共生によるまちづくりが求められています。 

学校教育の面では、外国語指導助手（ALT）を活用して外国語に親しむ機会を持ち、国
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際理解の推進を図るとともに外国にルーツを持つ子どもの学習支援を行っています。 

本市の人権に関する市民意識調査において、外国籍住民等の人権について問題がある

と感じていることは、「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」（39.2％）

が最も高く、「働ける場所や機会が少なく、不利な条件の場合も多いこと」（29.1％）、「近

隣や地域の人とのふれいあいや理解を深める機会が少ないこと」（26.1％）が続いていま

す。一方、「わからない」（29.3％）との回答が 3 割近くになっています。 

グローバル化に対応できるまちづくりを推進するためには、外国人の人権問題につい

て正しい認識を持ち、相互理解を深めていくことが大切となっています。 

 

【施策の方向性】 

① 相互理解の促進と教育・啓発の推進 

・人権意識の高揚を図るため、国際交流推進団体の連携を支援して身近な外国人との

交流を深めるとともに、ホームステイの実施などにより国際感覚豊かな市民の育成

に努めます。 

・外国人・外国籍住民等に対する誤解や偏見をなくし、多文化共生について理解を求

めるため、外国語指導助手による外国語講座などを開催し、外国人とのコミュニケ

ーション能力や異文化への理解を高めることができるように努めます。 

・学校教育において、国際理解教育を積極的に推進し、外国の文化や習慣等への理解

を深めるとともに、国際的に活躍できる人材育成のため、小・中学校の英語教育の

充実と強化を図ります。 

 

② 外国籍住民等が暮らしやすい環境づくり 

・外国籍住民等が快適な生活を送れるよう関係団体と連携し、相談窓口の設置など日

常生活の支援の方法を検討するとともに、英語などによる生活ガイドブックなどの

作成をめざします。 

 

③ 災害時の対応に備えた施策の充実 

・外国人・外国籍住民等が災害発生時に混乱なく避難できるよう、市内の避難所に多

言語あるいはやさしい日本語等を使用した案内を表示するとともに、災害時には的

確な情報提供ができるように努めます。 

 

７ インターネットによる人権侵害について 

【現状と課題】 

近年、インターネットの普及に伴い、コミュニケーションの輪が広がり便利になる一

方で、その匿名性や情報発信の容易さから、他人への中傷や侮辱、無責任なうわさ、特
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定の個人の名誉を侵害したり、差別を助長する表現が掲載されるなど、人権やプライバ

シーの侵害につながる情報が流れ様々な問題が発生しています。 

また、インターネットを介しての大量の個人情報が流出するなどの事件が多発してお

り、プライバシーに関する不安も高まっています。 

このため、2002 年（平成 14 年）には、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制

限及び発信者情報の開示に関する法律」（プロバイダ責任制限法）が施行され、インター

ネットよる情報の流通により、自己の権利を侵害されたとする者が、関係するプロバイ

ダ等に対し、当該プロバイダ等が保有する発信者の情報の開示を請求できることとなり

ました。 

また、子どものインターネット上のトラブルに対応するため、2003 年（平成 15 年）

に「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律」、

2009 年（平成 21 年）には「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境

の整備等に関する法律」が施行されるなど、インターネットによる人権侵害への対策を

進めています。そのような中、2010 年（平成 22 年）、最高裁判所は個人が行うインター

ネット上の自由な表現行為であったとしても、他の表現手段を利用した場合と同様の基

準で名誉棄損罪が成立するとの判断を示しました。 

しかしながら、様々な人権差別に関する書き込みなど、インターネットを通じた人権

侵害は依然としてなくなりません。更に、有料サイトなどの利用にあたって、トラブル

や詐欺の被害に巻き込まれることもあります。インターネット上にいったん流出した情

報の訂正・回収は難しいなどといった特性から、被害者は将来にわたって長く苦しむこ

とになります。 

本市の人権に関する市民意識調査において、インターネット上の人権で問題があると

感じていることは、「他人を誹謗中傷する表現の掲載があること」（58.0％）が最も高く、

「他人のプライバシーに関する掲載があること」（43.7％）、「出会い系サイトなどが犯罪

を誘発する場となっていること」（31.9％）が続いています。 

インターネットを悪用した人権侵害を防止するためには、個人情報保護の体制強化が

求められますが、匿名性から起こる無責任な書き込みや悪質な書き込みは、一人ひとり

の人権意識の乏しさから起こるものであり、一般のインターネット利用者やプロバイダ

等に対し、個人の名誉をはじめとする人権に関する正しい理解を深めるため、各種啓発

活動を展開することが求められています。 

 

【施策の方向性】 

① インターネット環境でのいじめなどから子どもを守る取り組み 

・インターネット利用にあたってのモラルについて、子どもたちとその保護者の両方

へ意識啓発を図ります。 

・ＩＣＴ教育を推進する中でも、インターネットの便利さだけでなく、危険性につい

ても合わせて周知に努め、保護者に対しては、有害サイトに接続させないフィルタ

リング機能等の活用について啓発を行います。 
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・「ネットいじめ」を把握した場合は、関係機関や専門機関と連携して、速やかに対応

します。 

 

② 人権侵害事案への適切な対応 

・インターネット等を利用した人権侵害があった場合は、法務局、警察等の関係機関

と緊密な連携のもと、適切な対応に努めます。 

 

③ 教育・啓発活動の推進 

・プライバシーや名誉に関する正しい理解を深めるための教育・啓発活動を推進する

とともに、市民一人ひとりが様々な情報を主体的に収集・選択し、発信できる能力

（メディア・リテラシー）を養うための教育・啓発を推進します。 

 

８ 新潟水俣病患者の人権について 

【現状と課題】 

新潟水俣病被害の問題は、新潟県固有の人権問題です。昭和電工鹿瀬工場から阿賀野

川へ排水された工場排水に含まれていたメチル水銀が川魚の体内に濃縮蓄積され、それ

を流域の住民が食べ、体内に取り込まれたことにより起きた公害です。 

この新潟水俣病は、流域住民に健康被害をもたらしただけでなく、被害者やその家族

に対し、病気を理由とした偏見や差別を生み、地域社会にも深刻な問題をもたらしまし

た。病気を理由として仕事を辞めさせられたり、就職や結婚で差別を受けたり、保障金

を受け取ることで中傷を受けるなど、被害者やその家族は病気の辛さに加えて、経済的、

精神的にも苦しめられました。    

1995 年（平成 7年）の未認定患者救済の政治解決や 2009 年（平成 21 年）の水俣病被

害者救済措置法による救済策など、国の解決策が行われたものの十分な解決に至らず、

水俣病公式確認から 50 年近く経た今日でも健康被害は続いており、水俣病の認定申請や

裁判が提訴されるなど大きな社会問題となっています。 

新潟県では、2001 年（平成 13 年）に開設した「環境と人間のふれあい館～新潟水俣

病資料館～」を活用し、被害者やその家族の人権に関する理解を深め、差別や偏見を生

まないための啓発活動に取り組んでいます。 

また、2009 年（平成 21 年）に「新潟水俣病地域福祉推進条例」を制定し、新潟水俣

病に対する正しい理解の促進を図っていますが、今もなお被害者の健康被害は続き、差

別や偏見を恐れて患者であることを言い出せない、症状を感じても受診しづらいなどの

状況にあります。 

本市においては、水俣病認定患者への扶助費を支給するとともに、医療手帳や被害者

手帳の保持者等へ訪問指導を行ってきました。また、県と連携して水俣病相談窓口を設

置し、水俣病患者や被害者手帳、医療手帳保持者及び市民に対する相談窓口体制の充実

に努めてきました。 
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小中学校では人権教育の一環として、「環境と人間のふれあい館～新潟水俣病資料館

～」や新潟水俣病発生の原因となった現場を見学し、理解を深める学習を行っています。 

本市の人権に関する市民意識調査において、新潟水俣病患者の人権について問題があ

ると感じていることは、「新潟水俣病に関する誤った噂や情報が他人に伝えられること」

（37.3％）が最も高く、「差別や偏見を恐れて認定申請ができないこと」（28.6％）、「ニ

セ患者、金目当てなど誹謗中傷があること」（27.2％）が続いています。 

一方、「わからない」（30.8％）、「新潟水俣病患者の人権に問題はないと思う」（1.9％）

との回答もあることから、誤った情報が重大な人権侵害につながった新潟水俣病の教訓

が活かされているとは言いがたい状況です。 

新潟県、関係市町村、関係団体と連携し、新潟水俣病の教訓を活かし、人権が尊重さ

れる社会の実現に向けて、教育・啓発活動などを更に推進する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 教育・啓発活動の推進 

・新潟水俣病に対する偏見や中傷がある一方で、無関心による問題の風化が懸念さ

れていることから、正しい理解を深め、その経験と教訓を将来に伝える教育の推

進や啓発の充実に努めます。 

② 水俣病患者等に対する相談体制の充実 

・県及び阿賀野川流域市町と連携し、水俣病相談窓口の設置、医療手帳や被害者手帳

保持者等への訪問指導などを継続し、健康不安の解消に努めます。 

 

９ さまざまな人権問題について 

(1) 拉致問題 

【現状と課題】 

北朝鮮当局による拉致問題は、国民に対する重大な人権侵害であり、日本の主権及び

国民の生命と安全に関わる喫緊な課題です。 

1970年代から1980年代にかけて、多くの日本人が北朝鮮当局により拉致されました。 

2002 年（平成 14 年）の日朝首脳会談において、北朝鮮は初めて拉致を認め、5名の帰

国が実現しましたが、未だに全面的な解決に至っていません。 

北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の認識を深めるとともに、国際社会と連

携した実態の解明などを目的として、2006 年（平成 18 年）に「拉致問題その他北朝鮮

当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行されました。この法律では、地

方公共団体の責務として、国と連携を図りつつ、拉致問題その他北朝鮮当局による人権

侵害問題に関する国民世論の啓発を図るよう努めることとされています。 

本市の人権に関する市民意識調査において、市が積極的に取り組む必要がある人権課

題について、「北朝鮮による拉致被害者やその家族の人権」と回答した人が 13.6％とな
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っています。 

啓発活動を強化し、拉致問題に対する認識を深め、関心を持ち続けてもらうよう、学

校教育をはじめ様々な場面で取り組みを進める必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 教育・啓発活動の推進 

・拉致問題の早期解決に向け、市民の関心と認識を深めるため、関係機関と連携した

教育と啓発に努めます。 

 

(2) 犯罪被害者等 

【現状と課題】 

近年、我が国では、犯罪被害者やその家族の人権問題に対する社会的関心が高まりを

見せています。 

犯罪被害者等は、犯罪そのものやその後遺症によって精神的、経済的に苦しんでいる

にもかかわらず。追い打ちをかけるように興味本位のうわさや心ない中傷等により名誉

が傷つけられたり、私生活の平穏が脅かされるなどの問題が指摘されています。 

その対策として、国では犯罪被害者等が直面している困難な状況を踏まえ、これを打

開し、その権利や利益の保護を図るべく、犯罪被害者等のための施策を総合的にかつ計

画的に推進していくために、2000 年（平成 12 年）に「犯罪被害者保護法」、2004 年（平

成 16 年）に「犯罪被害者等基本法」を制定しました。 

2005 年（平成 17 年）には、犯罪被害者等の権利を総合的に保障するため「犯罪被害

者等基本計画」を策定し、5年ごとに見直しを行ってきました。 

本市の人権に関する市民意識調査において、犯罪被害者やその家族の人権を守るため

に必要なことについて、「プライバシーに配慮した取材活動や報道を働きかける」

（65.6％）が最も高く、「犯罪被害者やその家族の安全を保護する」（60.8％）、「犯罪被

害者やその家族が相談できる体制を整備する」（46.7％）が続いています。 

何の落ち度もなく、突然に悲惨な被害に巻き込まれる極めて不条理な事件・事故が多

発しており、多くの被害者が意思に反して人生を変えられてしまっている現実がありま

す。 

誰もが突然、被害者となりうる現代社会において、被害者が抱える問題は「人ごと」

ではなく、「明日は我が身」の問題であると言えます。 

犯罪被害者等の心情に配慮し、適切な支援が途切れることなく行われ、市民の理解を

得ながら支援の取り組みが展開されるよう、関係機関・団体と連携し啓発活動等を推進

する必要があります。 

 

【施策の方向性】 
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① 教育・啓発活動の推進 

・犯罪被害者やその家族の心情を正しく理解でき、人権に配慮した支援が地域全体で

取り組めるよう啓発活動を推進します。 

 

② 相談・支援体制の充実 

・犯罪被害者やその家族が安心して暮らすことができるよう、関係機関と連携を密に

して犯罪被害者への相談・支援体制の充実に努めます。 

 

(3) ハンセン病の問題 

【現状と課題】 

ハンセン病は、感染しただけでは発病することは極めて低く、遺伝的な病気でもあり

ません。また、発病した場合でも治療法が確立しています。 

しかし、ハンセン病は特殊な病気として扱われ、患者に対しては、以前は療養所への

入所を強制する隔離政策が行われていました。患者や元患者は長期の隔離により、家族

や親族、友人等との関係を絶たなければならないという悲劇に見舞われました。1996 年

（平成 8 年）、らい予防法が廃止され、強制隔離政策は終結しましたが、この隔離政策が

取られていた結果、社会の根強い偏見や差別意識が助長され、患者や元患者は人間とし

ての尊厳と権利を奪われてきました。 

2001 年（平成 13 年）に熊本地裁において隔離政策について国の損害賠償責任を認め

る判決が下されました。これが大きな契機となり、ハンセン病問題の重大性が改めて国

民に明らかにされ、国による患者・元患者等に対する損失補償や名誉回復及び福祉増進

等の措置が図られることになりました。 

しかし、療養所入所者の多くは、強制隔離の期間が長期に及んだことによる高齢化等

により、病気が完治した後も療養所に残らざるを得ないなど、社会復帰がまだ困難な状

況にあります。 

わたしたち一人ひとりがハンセン病について正しく理解し、ハンセン病患者や元患者、

その家族などに対する偏見や差別を無くすことが大切です。 

 

【施策の方向性】 

① ハンセン病に関する啓発 

・ハンセン病を医療や公衆衛生の面だけから捉えるのではなく、人権の視点からも捉

え、二度と人権侵害が起こらないよう、正しい知識や理解の啓発普及に努め、偏見・

差別の解消を図ります。 

 

(4) ＨＩＶ感染者 
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【現状と課題】 

すべての人は、自分や家族の健康等を保持する権利を有することが世界人権宣言にお

いて規定され、また、日本国憲法では、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活

を営む権利を有することが保障されています。 

このように、誰もが心身ともに健康で安心して暮らすことは、すべての人に保障され

た基本的な権利であり、そのためには、疾病に対する社会の理解と、患者等が適正な医

療を受けられることが必要です。 

HIV 感染症は、感染経路が限られるため、感染予防に留意した正しい知識に基づき日

常生活を送る限り、いたずらに感染を恐れる必要はありません。 

しかしながら、日常生活、職場、医療現場など社会生活の様々な場面で、患者や感染

者が差別やプライバシーの侵害などを受けるという人権問題が発生しています。医学の

進歩などによって発症を遅らせたり、症状を緩和したりするなど長期にわたりコントロ

ールすることが可能になっており、患者や感染者との共生について理解を深めることが

大切です。 

本市の人権に関する市民意識調査において、感染症患者の人権で問題があると感じて

いることは、「誤った噂や感染情報が他人に伝えられること」（57.5％）が最も高く、「感

染者・患者に対する偏見や差別意識があること」（44.1％）、「感染症・患者のプライバシ

ーが守られないこと」（21.1％）が続いています。 

なお、4人に１人が「わからない」（24.4％）と回答しており、今後とも HIV 感染症に

ついての正しい知識の普及・啓発を図ることが必要です。また、感染者及び家族のプラ

イバシー保持と本人や家族の人権を尊重し、偏見や差別意識を解消するための啓発活動

や関係者研修会等により、一人ひとりが安心して医療を受けながら暮らすことのできる

社会づくりを推進することが求められています。 

 

【施策の方向性】 

① HIV 感染症に関する啓発 

・学校教育においては、児童生徒の発達段階に応じたエイズ教育（性教育）の推進を

通じて、正しい知識の普及に努めます。 

・HIV 感染症に関する正しい知識を持って感染を予防し、患者や感染者に対して正し

い理解に基づいて行動がとれるよう、関係機関と連携して啓発活動に努めます。 

 

(5) 性的少数者（性的マイノリティ） 

【現状と課題】 

性的少数者（性的マイノリティ）とは、身体的性別と自分自身が認識している性別が

不一致あるいは違和感を持っている「性同一性障がい」といった性自認に関する少数者、

あるいは「同性愛」、「両性愛」などの性的志向に関する少数者等のことを指します。（最
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近では、総称して「LGBT」と言われることもありあます。） 

このような性的少数者は、性の区分や異性愛を前提とした社会の中で、性同一性障が

いや性的志向を理由とする誤解や偏見によって、いじめや差別の対象となるなど、様々

な問題に直面しています。 

さらに、自身の悩みや苦しみを積極的に打ち明けづらい等の状況から、自殺念慮の割

合が高いと指摘されています。 

わが国では、2004 年（平成 16 年）に「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す

る法律」が施行され、一定の要件を満たした場合、戸籍上の性別を変更できることにな

りました。 

2008 年（平成 20 年）には「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律の一

部を改正する法律」が施行され、現に子どもがいる性同一性障がい者であっても、その

子どもがすべて成年に達している場合には性別の取扱いの変更を認められることになり

ました。 

東京都渋谷区においては、2015 年（平成 27 年）に同性カップルを「結婚に相当する

関係」と認め、パートナーシップ証明書を発行する全国初の条例が制定されました。 

その他の自治体でも、東京都世田谷区や三重県伊賀市、兵庫県宝塚市、沖縄県那覇市

が「同性パートナー制度」を導入するなど、性的少数者を支援する動きは広がりをみせ

ています。 

また、性的指向に関する差別取扱いについて、現在では、世界各国において禁止法を

制定したり、同性婚を認める等の動きがあります。 

人間を男女の二つの性に分けて固定的に判断することは、性的少数者を「排除」する

考えにつながり、その人間性を否定することにもなりかねません。性的多様性を認め合

うことがすべての人々の人権を守るために大切です。 

性的少数者が安心して暮らせるよう、性の在り方について固定的に考えるのではなく、

そのことについて正しく理解することが必要です。また、そうした人たちに対する差別

や偏見をなくしていくために、人権教育を充実させるとともに啓発活動や相談できる体

制づくりなどに取り組む必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 教育・啓発活動の推進 

・性的少数者に対する差別や偏見を解消し、その人権を守るためには、学校、職場、

地域社会等の周囲の人々が性的少数者や性に対する多様な在り方について認識し、

理解を深めていくことが必要です。このため、研修会やイベント等の機会を捉えた

各種の教育・啓発活動の推進を図ります。 

・性的少数者の人々へのいわれのない差別や偏見が解消されるよう、関係機関、団体

と連携して、性的少数者についての市民の正しい認識と理解が深まるよう努めます。 

 

② 先進的な取り組み事例等の調査研究 



- 40 - 

第４章 分野別の人権問題の現状と施策の方向 
 

 

・他の自治体や関係団体等の先進的な取り組み事例などについて、調査研究を行いま

す。 

 

③ 学校教育における子どもへの対応、配慮 

・男か女かと自問自答し、悩み苦しみ、自己肯定感をもてないまま成長し、本来の自

分の姿を出せずにいることが多い性的少数者の子どもの相談に応じるとともに、必

要に応じて関係機関との連携に努めます。 

・性的少数者について、正しい情報発信を行い、教職員と子どもに対し、意識啓発に

努めます。 

 

(6) 刑を終えて出所した人 

【現状と課題】 

刑を終えて出所した人に対しては、本人に真摯な更生の意欲がある場合であっても、

偏見や差別により、就職などの社会復帰が妨げられている現状があります。 

犯罪や非行を犯した人の更生が円滑に行われるためには、その人自身の更生への強い

意欲とその人を取り巻く家庭、職場、地域の人たちの温かい目と支援が必要です。特に、

就労・住居等の生活基盤づくりにつながる取り組みの推進が重要です。そのため、更生

を助け保護観察を担う保護司をはじめとする多くの更生保護関係者や関係機関への理解

と認識を深めるとともに、刑を終えて出所した人が速やかに自立復帰できる社会環境づ

くりに努めることが大切です。 

本市の人権に関する市民意識調査において、刑を終えて出所した人やその家族の人権

を守るため必要なことについて、「就労支援など社会復帰に向けてサポートする」

（60.1％）が最も高く、「刑を終えて出所した人やその家族のプライバシーを保護する」

（50.9％）、「刑を終えて出所した人やその家族が相談等できる体制を整備する」（44.6％）

が続いています。 

市民一人ひとりが差別意識や偏見を持たず、刑を終えた人を受け止めることができる

確かな人権感覚を身に付けていく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

① 教育・啓発活動の推進 

・あらゆる場を通じての人権教育・啓発を推進し、刑を終えた人やその家族に対する

先入観を払拭し、刑を終えて更生しようとする人を受け入れる社会環境を育む必要

があります。そのためには、保護司会などの関係機関と連携を図り、相談や支援に

努めるとともに偏見や差別意識解消のため、啓発活動を推進します。 

 

(7) その他の人権問題 
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これまで述べてきた人権問題のほか、特定の人種や民族を差別し、地域社会からの排

除をあおる「ヘイトスピーチ」やアイヌの人々などの問題、東日本大震災等に起因する

人権問題、自殺の問題など様々な課題が存在します。 

そのため、これらの人権に関する問題においても、その問題の原因となっている偏見

や差別をなくし、一人ひとりの人権が尊重されるよう、それぞれの問題の特性に応じた

人権教育・啓発の推進を図ります。 
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第５章 人権施策の推進に向けて 

１ 庁内推進体制の整備 

本方針の総合的かつ効果的な推進を図るため、庁内に人権教育啓発推進体制を構築し、

関係部局相互の密接な連携の下に全庁的な取り組みを推進することとします。 

なお、各部局はこの方針の趣旨を踏まえ、市民の人権に十分配慮しながら施策の実施に

当たることとします。 

また、推進にあたっては、関係団体等と連携を深め、広く人権教育・啓発の推進が図ら

れるよう働きかけ、積極的な支援に努めます。 

 

２ 関係機関との連携 

本方針に基づき、人権教育・啓発を推進していくためには、国・県、地域、学校、企業、

ＮＰＯ法人等との連携が必要です。それぞれが持つ教育・啓発機能や社会的役割を十分に

発揮しつつ、相互に補完しあうことで市民一人ひとりの人権尊重の意識が日常生活の中で

習慣化されていくよう、積極的な支援・協力体制の充実に努めます。 
 

３ 計画に基づく施策の評価・検証 

本方針の目標を達成するため、方針に基づく施策の実施状況を点検し、その結果を以後

の施策に反映させるように努めます。 

また、国、県の動向や社会情勢の変化を踏まえ、一層の充実を図るため必要に応じて見

直しを行います。 
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１ 日本国憲法（抄） 

1946(昭和 21)年 憲法 

 

日本国民は、正当に選挙された国会における代

表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のた

めに、諸国民との協和による成果と、わが国全土

にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の

行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのない

やうにすることを決意し、ここに主権が国民に存

することを宣言し、この憲法を確定する。そもそ

も国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、

その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表

者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受

する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、

かかる原理に基くものである。われらは、これに

反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の

関係を支配する崇高な理想を深く自覚するので

あつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼

して、われらの安全と生存を保持しようと決意し

た。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫

と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐ

る国際社会において、名誉ある地位を占めたいと

思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖

と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を

有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに

専念して他国を無視してはならないのであつて、

政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法

則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対

等関係に立たうとする各国の責務であると信ず

る。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげて

この崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

（略） 

第 3章 国民の権利及び義務 

第 10 条 日本国民たる要件は、法律でこれを定

める。 

第 11 条 国民は、すべての基本的人権の享有を

妨げられない。この憲法が国民に保障する基本

的人権は、侵すことのできない永久の権利とし

て、現在及び将来の国民に与へられる。 

第 12 条 この憲法が国民に保障する自由及び権

利は、国民の不断の努力によつて、これを保持

しなければならない。又、国民は、これを濫用

してはならないのであつて、常に公共の福祉の

ためにこれを利用する責任を負ふ。 

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。

生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利に

ついては、公共の福祉に反しない限り、立法そ

の他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

第14条 すべて国民は、法の下に平等であつて、

人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、

政治的、経済的又は社会的関係において、差別

されない。 

2 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

3 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる

特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれを

有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、

その効力を有する。 

（略） 

第 18 条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けな

い。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、

その意に反する苦役に服させられない。 

第 19 条 思想及び良心の自由は、これを侵して

はならない。 

第 20 条 信教の自由は、何人に対してもこれを

保障する。いかなる宗教団体も、国から特権

を受け、又は政治上の権力を行使してはなら

ない。 

2 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事

に参加することを強制されない。 

3 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる

宗教的活動もしてはならない。 

第 21 条 集会、結社及び言論、出版その他一切

の表現の自由は、これを保障する。 

2 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密

は、これを侵してはならない。 

第 22 条 何人も、公共の福祉に反しない限り、

居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

2 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する

自由を侵されない。 

第 23 条 学問の自由は、これを保障する。 

第 24 条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立

し、夫婦が同等の権利を有することを基本と

して、相互の協力により、維持されなければ

ならない。 

2 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、

離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事

項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の

本質的平等に立脚して、制定されなければな

らない。 

第 25 条 すべて国民は、健康で文化的な最低限

度の生活を営む権利を有する。 

2 国は、すべての生活部面について、社会福祉、

社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努め

なければならない。 

第 26 条 すべて国民は、法律の定めるところに

より、その能力に応じて、ひとしく教育を受

ける権利を有する。 

2 すべて国民は、法律の定めるところにより、

その保護する子女に普通教育を受けさせる義

務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

（略） 

第 97 条 この憲法が日本国民に保障する基本的

人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の

成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試

錬に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すこ
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とのできない永久の権利として信託されたもの

である。 

以下（略） 

 

 

 

２ 世界人権宣言（抄） 

1948(昭和 23)年 国連総会採択 

 

前文 

（略） 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言

を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間

にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の

間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び

教育によって促進すること並びにそれらの普遍

的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際

的な漸進的措置によって確保することに努力す

るように、すべての人民とすべての国とが達成す

べき共通の基準として、この世界人権宣言を公布

する。 

第 1条 

すべての人間は、生れながらにして自由であ

り、かつ、尊厳と権利とについて平等である。

人間は、理性と良心とを授けられており、互い

に同胞の精神をもって行動しなければならな

い。 

第 2条 

1 すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗

教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会

的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類

するいかなる事由による差別をも受けること

なく、この宣言に掲げるすべての権利と自由と

を享有することができる。 

2 さらに、個人の属する国又は地域が独立国で

あると、信託統治地域であると、非自治地域で

あると、又は他のなんらかの主権制限の下にあ

るとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄

上又は国際上の地位に基づくいかなる差別も

してはならない。 

第 3条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対

する権利を有する。 

第 4条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服すること

はない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形

においても禁止する。 

第 5条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しく

は屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることは

ない。 

第 6条 

すべて人は、いかなる場所においても、法の

下において、人として認められる権利を有する。 

第 7条 

すべての人は、法の下において平等であり、

また、いかなる差別もなしに法の平等な保護

を受ける権利を有する。すべての人は、この

宣言に違反するいかなる差別に対しても、ま

た、そのような差別をそそのかすいかなる行

為に対しても、平等な保護を受ける権利を有

する。 

第 8条 

すべて人は、憲法又は法律によって与えら

れた基本的権利を侵害する行為に対し、権限

を有する国内裁判所による効果的な救済を受

ける権利を有する。 

第 9条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追

放されることはない。 

第 10 条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自

己に対する刑事責任が決定されるに当っては、

独立の公平な裁判所による公正な公開の審理

を受けることについて完全に平等の権利を有

する。 

（略） 

第 30 条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、

集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権

利及び自由の破壊を目的とする活動に従事し、

又はそのような目的を有する行為を行う権利

を認めるものと解釈してはならない。 

 

 

 

３ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

（抄） 

2000(平成 12)年 法律第 147 号 

 

（目的） 

第 1条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関す

る認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信

条又は性別による不当な差別の発生等の人権

侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の

情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関す

る施策の推進について、国、地方公共団体及び

国民の責務を明らかにするとともに、必要な措

置を定め、もって人権の擁護に資することを目

的とする。 

（定義） 

第 2条 この法律において、人権教育とは、人権

尊重の精神の涵かん養を目的とする教育活動

をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の

理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解

を深めることを目的とする広報その他の啓発

活動（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 
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第3条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び

人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の

様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応

じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これ

を体得することができるよう、多様な機会の提

供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重

及び実施機関の中立性の確保を旨として行わ

れなければならない。 

（国の責務） 

第 4条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓

発の基本理念（以下「基本理念」という。）に

のっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策

を策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第 5 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏ま

え、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第 6条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努める

とともに、人権が尊重される社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第 7条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権

教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策

定しなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

４ 新潟県人権教育・啓発推進基本指針（抄） 

2004 年(平成 16)年 4 月 

 

第 1 章 基本的な考え方 

1 基本指針策定の趣旨 

国際連合において、1948（昭和 23）年、基本

的人権を確保するために、すべての人々や国が

達成すべき共通の基準としての「世界人権宣言」

を採択した  。 

それ以来、多数の人権関連条約の採択や国際

年の設定など人権が尊重される国際社会の実現

に向けて、様々な取組がなされてきた。 

わが国においても、基本的人権の尊重を基本

原理の一つとする日本国憲法を制定し、この憲

法のもとで、国政の全般にわたり人権に関する

諸施策や諸制度の整備に努めてきており、本県

においても、これまで、県民が人権を尊重する

という視点に基づき、あらゆる行政分野で諸施

策を推進してきた。 

しかし、現状では、これまでの取組が十分と

は言えず、依然として解消されていない部落差

別をはじめ、児童虐待や女性に対する暴力、障

害者・高齢者・外国人に対する偏見 北朝鮮によ

る拉致被害など様々な人権侵害が問題となって

おり、また、国際化、高齢化、情報化等の社会

の変化に伴い、人権に対する新たな課題も発生

している。 

こうした中、人権の世紀と言われる 21 世紀に

ふさわしい社会の実現を目指していくためには、

これまでにも増して、県民の人権意識の高揚に

対する取組に一層の努力を行い「県民一人ひと

りがすべての人々に対して開かれた心で互いの

人権を認め、尊重しあう」意識を高める必要が

ある。 

このため「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律（平成 12 年法律第 147 号。以下「人権

教育・啓発推進法」という。）に明記されている

人権教育及び啓発に関する施策の策定とその実

施についての地方公共団体の責務に基づき、人

権に配慮した行政の推進や人権意識の向上のた

めの教育及び啓発など本県が取り組むべき施策

の方向を明らかにし、総合的な取組を推進する

ため本基本指針を策定する。 

2  基本指針の目標と基本理念 

「人権」は人間の尊厳に基づいて各人が持っ

ている固有の権利であり、社会を構成するすべ

ての人々が個人としての生存と自由を確保し、

社会において幸福な生活を営むために欠かすこ

とのできない普遍的な権利であることから、日

本国憲法においても「基本的人権は侵すことの

できない永久の権利」として保障されている。 

この指針では、基本理念としてすべての人の

人権が尊重される社会づくりを目指し、「県民一

人ひとりがすべての人々に対して開かれた心で

互いの人権を認め、尊重しあう」社会の実現を

目標とする。 

そして、この実現に向けて、個人の価値観や

文化の違いに偏見を持つことなく、一人ひとり

の個性や多様性を認め合い、人権が人々の思考

や行動の基準として日常生活に根付くよう教

育・啓発を進める。 

3  基本指針の性格 

この基本指針は、国際連合の決議を受けて国

において策定された「『人権教育のための国連 10

年』に関する国内行動計画」（以下「国連 10 年

国内行動計画」という。）の趣旨を踏まえ、また、

人権教育・啓発推進法に則り、本県が取り組む

べき人権教育・啓発の基本的な方向を示すもの

である。同時に、「新潟県長期総合計画 21 世紀

最初の 10 年計画 新潟・新しい波」(2001～2010）

と整合性を持ち、本県が実施する人権施策に係

る基本指針となるものである。 

また、市町村においても人権教育・啓発推進

法に則り、人権教育・啓発に積極的に取り組む

責務があるとともに、企業、団体等をはじめ県

民一人ひとりが人権意識の高揚に寄与するよう

努めることが求められている。 
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4  基本指針策定の背景 

(1) 国際的動向（略） 

(2) 国の動向（略） 

(3) 本県の動向 

本県では、これまで庁内関係課で構成する

「新潟県同和対策連絡会議」を設置するとと

もに、「同和対策総合計画」を策定して同和問

題の解決のため各種施策を行ってきた。 

また、個別の人権課題ごとに、「新潟県長期

総合計画」と整合した独自の計画や方針を持

ち、それぞれ人権に配慮した施策を実施して

きた。 

これらの施策の推進に当たっては、国や市

町村、関係団体等と連携しながら、課題の解

決に取り組んできたところであるが、各分野

とも依然として多くの課題が残されている。 

今後は、この基本指針に則し、国際連合や

国の動向、人権教育・啓発推進法の趣旨やこ

れまで実施してきた施策の成果などを踏まえ、

県民の人権に対する意識の高揚と心の豊かさ

の実現に向けて、県として取り組むべき人権

行政の全般にわたり諸施策を着実に実施して

いく必要がある。 

第 2章 様々な場を通じた人権教育・人権啓発の

推進 

すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し

得る平和で豊かな社会を実現するためには、県民

一人ひとりの人権尊重の精神の涵養を図ること

が大切であり、教育の果たす役割は重要である。 

このため、幼児期からの発達段階や地域の実情

等に応じて、学校教育と社会教育とが相互に連携

を図りつつ、個人の人権が尊重され、個性、能力、

適性等が十分に発揮できるよう人権教育の推進

に努める。 

また、企業・団体等にあっても豊かな社会づく

りに貢献する責任を担っており、職場における人

権教育・啓発の推進に取り組むよう努めることが

求められている。 

さらに、県民一人ひとりが生涯を通じて人権に

ついて考えていくことが大切であることから、県

民の人権意識の高揚を図るために、マスメディア

などを活用した人権啓発活動を進める必要があ

る。 

1 学校教育における人権教育の推進 

【現状と課題】 

学校教育においては、教育活動全体を通じて人

権教育を推進するため、同和教育を中心とする全

体計画や年間指導計画の作成・実施に努めてきた。 

しかし、学校現場においては、いじめ等の問題

が依然として深刻な状況にあるなど、児童生徒に

人権尊重の精神が十分育っているとはいえない

状況が見られる。これを改善するためには、教職

員自身が人権尊重の理念について深く理解し、指

導力を高めるよう研修を一層充実させることが

必要である。 

また、学校の教育活動を通じて様々な人権課題

の解決に向けた取組の充実を図ることが大切で

ある。 

【基本方針】 

児童生徒の人権尊重の精神を育むことを目的

に、学校の教育活動全体を通じて人権問題に対す

る正しい理解の促進に努めるとともに、差別や偏

見を許さない感性や態度を育む人権教育を推進

する。このために全体計画の見直しを進める。 

また、研修会の充実を図り、教職員一人ひとり

の指導力の向上を目指す。 

○ 様々な人権問題を解決する視点から全体計

画の再点検を進め、児童生徒の発達段階に応じ、

学校の教育活動全体を通じて人権教育を推進

する。 

各教科や道徳、特別活動、総合的な学習の時

間では、人権尊重の精神が感性や態度として育

まれるよう、児童生徒用副読本の有効活用や、

体験的な活動を取り入れて、授業の工夫を図る。 

また、児童生徒同士だけでなく、児童生徒と

教職員が共に学ぶ姿勢をもって活動し、共に育

つことを重視する。 

○ 各種研修会の充実を図り、学校教育の担い手

である教職員一人ひとりの人権意識を高める

とともに指導力の向上を目指す。 

○ 様々な人権問題に関する指導教材の充実と

整備を進め、その活用を図る。 

2 社会教育における人権教育の推進 

【現状と課題】 

社会教育においては、女性・高齢者・障害者・

同和問題等について公民館を中心に各種の学

級・講座を開設してきた。 

しかし、各種学級・講座の開設回数は依然とし

て少ない状況にあり、活動内容の充実が求められ

ている。 

このため、講演会やワークショップ等の学習機

会の一層の拡充、学習意欲を喚起する学習プログ

ラムの開発・提供や指導者の育成を図り、家庭や

地域においてさらに人権意識を高める取組を推

進することが大切である。 

【基本方針】 

すべての人々が人権を尊重し、日常生活におい

て態度や行動に現れるような人権感覚を涵養す

るために、学習機会の提供と学習プログラムの開

発・提供の拡充に努める。 

また、様々な人権問題に関して深い見識を持つ

人材を活用し、指導者の養成に努める。 

○ 子どもたちが豊かな心や人権を守る態度を

身に付けるようになるためには保護者や周囲

の大人たちが日常生活を通じ、差別をしない姿

勢を示していくことが重要である。 

このために保護者や周囲の大人たちが人権

感覚を十分身に付けるよう公民館等の社会教
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育施設を中心として、地域の実情に応じた人権

に関する多様な学習機会の充実を図る。 

また、乳幼児や児童生徒の保護者に配付する

「家庭教育手帳」を活用し、家庭において人権

意識の高まりを促す。 

○ 地域社会における指導者の養成と資質の向

上を目指すため、参加体験的手法を取り入れる

など実践に結びつく指導者研修会の内容の充

実を図る。 

○ 様々な人権問題を正しく理解するために、参

加者の学習意欲を高めるような参加体験型の

学習プログラムの開発・提供を行い、公民館で

の社会教育活動の講座が充実するよう市町村

を指導する。 

また、学習が実践活動に結びつくような手法

を用いた学習資料の開発・提供を行うとともに

生涯学習情報提供システム（ラ・ラ・ネット）

を活用してその周知に努める。 

3 企業・団体等及び県民に対する人権啓発の推

進 

【現状と課題】 

企業・団体等においては、採用選考に係る身元

調査の実施、採用試験における不適切な質問や書

類提出要請など人権への配慮が不十分な事例が

依然として見受けられるほか、男女差別・セクシ

ュアル・ハラスメント、高齢者・障害者・外国人

の雇用差別等の人権侵害が問題となっている。 

このため、県民が差別なく働くことのできる場

の確保を目指し、企業・団体等における人権尊重

の意識の高い職場づくりを促進する必要がある。 

また、依然として日常生活の中で様々な人権侵

害があることから、県民一人ひとりの人権意識を

高める必要がある。 

【基本方針】 

企業・団体等に対しては、その社会的責任を自

覚し、男女共同参画社会の実現をはじめ、統一応

募用紙の使用等公正な採用選考や配置・昇進など

について、人権に配慮した適切な対応が図られる

よう企業等の経営者や管理者を中心に普及・啓発

に努める。 

また、広く県民に対しては、人権についての正

しい理解と認識が深まり、日常生活における人権

感覚が身に付くよう、様々な手法を活用して広

報・啓発を推進する。 

○ 企業・団体等の人権教育・啓発の取組を促進

するため、資料・情報の提供、企業等の管理者

を対象とした講演会の開催等啓発を行う。 

○ マスメディア等多様な広報媒体を活用した

広報・啓発活動や県民を対象とした人権講演会

等の各種イベントの実施、啓発用パンフレット

の配布、啓発ビデオの貸出等の取組により啓発

を行う。 

○ 県民一人ひとりの人権問題への関心と理解

が深まるよう、広報・啓発の活動内容の一層の

充実を図るとともに、法務局、市町村等で構成

する「人権啓発活動ネットワーク協議会」など

を活用し、国・市町村・民間団体と連携を図り

ながら啓発活動を進める。 

第 3章 分野別人権施策の推進（略） 

第4章 人権にかかわりの深い特定の職業に従事

する人に対する人権教育の推進（略） 

第 5章 人権施策推進に向けて 

1  県の基本姿勢 

県は、この基本指針に基づき、人権に配慮し

た行政の推進や人権意識向上のための教育・啓

発などに総合的に取り組む。 

(1) 庁内推進体制の整備 

この基本指針に基づく施策の推進に当たっ

ては、庁内体制として「新潟県人権施策推進

会議（仮称）」を設置し、庁内の密接な連携の

もとに諸施策を推進する。 

(2) 人権尊重の視点に立った職務遂行 

県職員一人ひとりが人権尊重の視点に立っ

て職務を行うよう取り組む。 

(3) 人権課題への適切な対応 

人権課題について、国、市町村、民間団体

等と連携を図り、その状況を的確に把握し、

適切な対応を図る。 

(4) 職員に対する研修等の実施 

県職員一人ひとりの人権意識の高揚を図る

ため、職員に対する各種講演会や研修会を実

施する。 

2  関係機関等との連携 

人権教育・啓発を効果的に推進していくため

には、社会全体の取組が必要であり、国、市町

村、民間団体等がそれぞれの役割に応じて協力

し、連携し、全県的に取り組むことが重要であ

る。 

(1) 国との連携 

国が実施する「人権啓発フェスティバル」

などの人権関係施策に参加するとともに、法

務局、人権擁護委員連合会、人権啓発活動ネ

ットワーク協議会等と連携しながら人権教

育・啓発活動に取り組む。 

(2) 市町村との連携 

第 1 章で述べたとおり、市町村は、人権教

育・啓発に努める責務がある。 

このため、市町村に対し、人権教育・啓発

への積極的な取組を促すとともに、情報提供

や助言等の支援を行うなど、市町村と連携を

図りながら人権教育・啓発を推進する。 

(3) 民間団体等との連携 

人権問題の解決を目指す多くの企業やＮＰ

Ｏなどの民間団体に対しての情報の提供、助

言を行うなど、その活動を支援し連携を図り

ながら、人権啓発の効果的な推進に努める。 

3  基本指針の見直し 

この基本指針は、国際連合や国の動向、社会
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情勢の変化を踏まえ、必要に応じて、各人権分

野の有識者等で構成する懇談会に提言を求め、

見直しを行い、内容の充実を図る。 

 

 

 

５ 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約（抄） 

1979(昭和 54)年 国連総会採択 

1985(昭和 60)年 日本批准     

 

この条約の締約国は、（略） 

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人

間の尊厳の尊重の原則に反するものであり、女子

が男子と平等の条件で自国の政治的、社会的、経

済的及び文化的活動に参加する上で障害となる

ものであり、社会及び家族の繁栄の増進を阻害す

るものであり、また、女子の潜在能力を自国及び

人類に役立てるために完全に開発することを一

層困難にするものである（略） 

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平

和は、あらゆる分野において女子が男子と平等の

条件で最大限に参加することを必要としている

ことを確信し、家族の福祉及び社会の発展に対す

る従来完全には認められていなかつた女子の大

きな貢献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子

の養育における両親の役割に留意し、また、出産

における女子の役割が差別の根拠となるべきで

はなく、子の養育には男女及び社会全体が共に責

任を負うことが必要であることを認識し、社会及

び家庭における男子の伝統的役割を女子の役割

とともに変更することが男女の完全な平等の達

成に必要であることを認識し、女子に対する差別

の撤廃に関する宣言に掲げられている諸原則を

実施すること及びこのために女子に対するあら

ゆる形態の差別を撤廃するための必要な措置を

とることを決意して、次のとおり協定した。 

第 1部 

第 1条 

この条約の適用上、「女子に対する差別」と

は、性に基づく区別、排除又は制限であつて、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その

他のいかなる分野においても、女子（婚姻をし

ているかいないかを問わない。）が男女の平等

を基礎として人権及び基本的自由を認識し、享

有し又は行使することを害し又は無効にする

効果又は目的を有するものをいう。 

第 2条 

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別

を非難し、女子に対する差別を撤廃する政策を

すべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追

求することに合意し、及びこのため次のことを

約束する。 

(a) 男女の平等の原則が自国の憲法その他の

適当な法令に組み入れられていない場合に

はこれを定め、かつ、男女の平等の原則の実

際的な実現を法律その他の適当な手段によ

り確保すること。 

(b) 女子に対するすべての差別を禁止する適

当な立法その他の措置（適当な場合には制裁

を含む。）をとること。 

(c) 女子の権利の法的な保護を男子との平等

を基礎として確立し、かつ、権限のある自国

の裁判所その他の公の機関を通じて差別と

なるいかなる行為からも女子を効果的に保

護することを確保すること。 

(d) 女子に対する差別となるいかなる行為又

は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関

がこの義務に従つて行動することを確保す

ること。 

(e) 個人、団体又は企業による女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置を

とること。 

(f) 女子に対する差別となる既存の法律、規則、

慣習及び慣行を修正し又は廃止するための

すべての適当な措置（立法を含む。）をとる

こと。 

(g) 女子に対する差別となる自国のすべての

刑罰規定を廃止すること。 

第 3条 

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社

会的、経済的及び文化的分野において、女子に

対して男子との平等を基礎として人権及び基

本的自由を行使し及び享有することを保障す

ることを目的として、女子の完全な能力開発及

び向上を確保するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。 

第 4条 

1   締約国が男女の事実上の平等を促進するこ

とを目的とする暫定的な特別措置をとること

は、この条約に定義する差別と解してはならな

い。ただし、その結果としていかなる意味にお

いても不平等な又は別個の基準を維持し続け

ることとなつてはならず、これらの措置は、機

会及び待遇の平等の目的が達成された時に廃

止されなければならない。 

2   締約国が母性を保護することを目的とする

特別措置（この条約に規定する措置を含む。）

をとることは、差別と解してはならない。 

第 5条 

締約国は、次の目的のためのすべての適当な

措置をとる。 

(a) 両性のいずれかの劣等性若しくは優越性

の観念又は男女の定型化された役割に基づ

く偏見及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃

を実現するため、男女の社会的及び文化的な

行動様式を修正すること。 

(b) 家庭についての教育に、社会的機能として
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の母性についての適正な理解並びに子の養

育及び発育における男女の共同責任につい

ての認識を含めることを確保すること。あら

ゆる場合において、子の利益は最初に考慮す

るものとする。 

第 6条 

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女

子の売春からの搾取を禁止するためのすべて

の適当な措置（立法を含む。）をとる。 

第 2部（略） 

第 3部 

第 10 条 

締約国は、教育の分野において、女子に対し

て男子と平等の権利を確保することを目的と

して、特に、男女の平等を基礎として次のこと

を確保することを目的として、女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置をと

る。 

(a) 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設

における職業指導、修学の機会及び資格証書

の取得のための同一の条件。このような平等

は、就学前教育、普通教育、技術教育、専門

教育及び高等技術教育並びにあらゆる種類

の職業訓練において確保されなければなら

ない。 

(b) 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準

の資格を有する教育職員並びに同一の質の

学校施設及び設備を享受する機会 

(c) すべての段階及びあらゆる形態の教育に

おける男女の役割についての定型化された

概念の撤廃を、この目的の達成を助長する男

女共学その他の種類の教育を奨励すること

により、また、特に、教材用図書及び指導計

画を改訂すること並びに指導方法を調整す

ることにより行うこと。 

(d) 奨学金その他の修学援助を享受する同一

の機会 

(e) 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識

字計画を含む。）、特に、男女間に存在する教

育上の格差をできる限り早期に減少させる

ことを目的とした継続教育計画を利用する

同一の機会 

(f) 女子の中途退学率を減少させること及び

早期に退学した女子のための計画を策定す

ること。 

(g) スポ－ツ及び体育に積極的に参加する同

一の機会 

(h) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定

の教育的情報（家族計画に関する情報及び助

言を含む。）を享受する機会 

以下（略） 

 

 

 

６ 男女共同参画社会基本法（抄） 

1999(平成 11)年 法律第 78 号 

 

前文（略） 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、男女の人権が尊重され、か

つ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんが

み、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念

を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、男女共同参画社会の形成

を総合的かつ計画的に推進することを目的と

する。 

（定義） 

第 2条 この法律において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の

対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する

機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を

形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に

係る男女間の格差を改善するため必要な範

囲内において、男女のいずれか一方に対し、

当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第 3条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人

としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個

人として能力を発揮する機会が確保されるこ

とその他の男女の人権が尊重されることを旨

として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第 4 条 男女共同参画社会の形成に当たっては、

社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会におけ

る活動の選択に対して中立でない影響を及ぼ

すことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会にお

ける活動の選択に対して及ぼす影響をできる

限り中立なものとするように配慮されなけれ

ばならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第 5条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社

会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方

針の立案及び決定に共同して参画する機会が

確保されることを旨として、行われなければな
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らない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第 6条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成

する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活におけ

る活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行う

ことができるようにすることを旨として、行わ

れなければならない。 

（国際的協調） 

第7条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社

会における取組と密接な関係を有しているこ

とにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国

際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第 8条 国は、第 3条から前条までに定める男女

共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改

善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第 9 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団

体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第 10 条 国民は、職域、学校、地域、家庭その

他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与する

ように努めなければならない。 

（略） 

第2章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第 13 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計

画」という。）を定めなければならない。 

2   男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

3   内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を

聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

4   内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決

定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基

本計画を公表しなければならない。 

5   前 2 項の規定は、男女共同参画基本計画の変

更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第 14 条 都道府県は、男女共同参画基本計画を

勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策につい

ての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参

画計画」という。）を定めなければならない。 

2   都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期

的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項 

3   市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府

県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下

「市町村男女共同参画計画」という。）を定め

るように努めなければならない。 

4   都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参

画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策

を策定し、及び実施するに当たっては、男女共

同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、広報活動等を

通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

７ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律（抄） 

2001(平成 13)年 法律第 31 号 

 

前文（略） 

第 1章 総則 

（定義） 

第 1条 この法律において「配偶者からの暴力」

とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危

害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれ

に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下

この項及び第 28 条の 2において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者から
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の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

2   この法律において「被害者」とは、配偶者か

らの暴力を受けた者をいう。 

3   この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出

をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情に

あった者が、事実上離婚したと同様の事情に入

ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 2条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴

力を防止するとともに、被害者の自立を支援す

ることを含め、その適切な保護を図る責務を有

する。 

第 1章の 2 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第 2条の 2 内閣総理大臣、国家公安委員会、法

務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条

第 5項において「主務大臣」という。）は、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策に関する基本的な方針（以下この条並

びに次条第1項及び第3項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

2   基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第1項の都道府県基本計画及び同条第3項

の市町村基本計画の指針となるべきものを定

めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項 

3   主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変

更しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議しなければならない。 

4   主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

（都道府県基本計画等） 

第 2条の 3 都道府県は、基本方針に即して、当

該都道府県における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関す

る基本的な計画（以下この条において「都道府

県基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

2   都道府県基本計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項 

3   市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基

本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案

して、当該市町村における配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めな

ければならない。 

4   都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又

は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

5   主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都

道府県基本計画又は市町村基本計画の作成の

ために必要な助言その他の援助を行うよう努

めなければならない。 

第 2章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第 3条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦

人相談所その他の適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての

機能を果たすようにするものとする。 

2   市町村は、当該市町村が設置する適切な施設

において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするよう

努めるものとする。 

3   配偶者暴力相談支援センターは、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲

げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談

に応ずること又は婦人相談員若しくは相談

を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医

学的又は心理学的な指導その他の必要な指

導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合

にあっては、被害者及びその同伴する家族。

次号、第 6号、第 5条及び第 8条の 3におい

て同じ。）の緊急時における安全の確保及び

一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進す

るため、就業の促進、住宅の確保、援護等に

関する制度の利用等について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助を

行うこと。 

五 第4章に定める保護命令の制度の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡

その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 
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4   前項第 3号の一時保護は、婦人相談所が、自

ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満た

す者に委託して行うものとする。 

5   配偶者暴力相談支援センターは、その業務を

行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体との連携に努めるものと

する。 

（婦人相談員による相談等） 

第 4条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必

要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第 5条 都道府県は、婦人保護施設において被害

者の保護を行うことができる。 

第 3章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第 6条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者で

あった者からの身体に対する暴力に限る。以下

この章において同じ。）を受けている者を発見

した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報するよう努めなければな

らない。 

2   医師その他の医療関係者は、その業務を行う

に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見した

ときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター

又は警察官に通報することができる。この場合

において、その者の意思を尊重するよう努める

ものとする。 

3   刑法（明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示罪

の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前 2項の規定により通報することを妨げる

ものと解釈してはならない。 

4   医師その他の医療関係者は、その業務を行う

に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見した

ときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セ

ンター等の利用について、その有する情報を提

供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につい

ての説明等） 

第 7条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者

に関する通報又は相談を受けた場合には、必要

に応じ、被害者に対し、第 3条第 3項の規定に

より配偶者暴力相談支援センターが行う業務

の内容について説明及び助言を行うとともに、

必要な保護を受けることを勧奨するものとす

る。 

（警察官による被害の防止） 

第 8条 警察官は、通報等により配偶者からの暴

力が行われていると認めるときは、警察法（昭

和 29 年法律第 162 号）、警察官職務執行法（昭

和 23 年法律第 136 号）その他の法令の定める

ところにより、暴力の制止、被害者の保護その

他の配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第 8条の 2 警視総監若しくは道府県警察本部長

（道警察本部の所在地を包括する方面を除く

方面については、方面本部長。第 15 条第 3項

において同じ。）又は警察署長は、配偶者から

の暴力を受けている者から、配偶者からの暴力

による被害を自ら防止するための援助を受け

たい旨の申出があり、その申出を相当と認める

ときは、当該配偶者からの暴力を受けている者

に対し、国家公安委員会規則で定めるところに

より、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生

を防止するために必要な援助を行うものとす

る。 

（福祉事務所による自立支援） 

第 8条の 3 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）

に定める福祉に関する事務所（次条において

「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭

和 25 年法律第 144 号）、児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）、母子及び父子並びに寡婦福

祉法（昭和 39 年法律第 129 号）その他の法令

の定めるところにより、被害者の自立を支援す

るために必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第 9条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県

警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係

機関その他の関係機関は、被害者の保護を行う

に当たっては、その適切な保護が行われるよう、

相互に連携を図りながら協力するよう努める

ものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第 9条の 2 前条の関係機関は、被害者の保護に

係る職員の職務の執行に関して被害者から苦

情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれ

を処理するよう努めるものとする。 

第 4章 保護命令 

（保護命令） 

第 10 条 被害者（配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は

身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫

をいう。以下この章において同じ。）を受けた

者に限る。以下この章において同じ。）が、配

偶者からの身体に対する暴力を受けた者であ

る場合にあっては配偶者からの更なる身体に

対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を

受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。第 12 条第 1項第 2号において同じ。）によ

り、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた
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者である場合にあっては配偶者から受ける身

体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者から引き続き受ける身体に対

する暴力。同号において同じ。）により、その

生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが

大きいときは、裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられること

を防止するため、当該配偶者（配偶者からの身

体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者。以下この条、同項第 3号及び第 4号並

びに第 18 条第 1項において同じ。）に対し、次

の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただ

し、第 2号に掲げる事項については、申立ての

時において被害者及び当該配偶者が生活の本

拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して6月間、

被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠

としている住居を除く。以下この号において

同じ。）その他の場所において被害者の身辺

につきまとい、又は被害者の住居、勤務先そ

の他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して2月間、

被害者と共に生活の本拠としている住居か

ら退去すること及び当該住居の付近をはい

かいしてはならないこと。 

2   前項本文に規定する場合において、同項第 1

号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命

又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して 6月を経過する日までの間、被

害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為

もしてはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるよう

な事項を告げ、又はその知り得る状態に置く

こと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを

得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは

電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10 時

から午前 6時までの間に、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、又は電子メー

ルを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は

嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は

その知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知

り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告

げ、若しくはその知り得る状態に置き、又は

その性的羞恥心を害する文書、図画その他の

物を送付し、若しくはその知り得る状態に置

くこと。 

3   第 1 項本文に規定する場合において、被害者

がその成年に達しない子（以下この項及び次項

並びに第 12 条第 1項第 3号において単に「子」

という。）と同居しているときであって、配偶

者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動

を行っていることその他の事情があることか

ら被害者がその同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防

止するため必要があると認めるときは、第 1項

第1号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生

命又は身体に危害が加えられることを防止す

るため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、同号の規定による命令の効力が生じ

た日から起算して 6 月を経過する日までの間、

当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と

している住居を除く。以下この項において同

じ。）、就学する学校その他の場所において当該

子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就

学する学校その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるも

のとする。ただし、当該子が 15 歳以上である

ときは、その同意がある場合に限る。 

4   第 1 項本文に規定する場合において、配偶者

が被害者の親族その他被害者と社会生活にお

いて密接な関係を有する者（被害者と同居して

いる子及び配偶者と同居している者を除く。以

下この項及び次項並びに第 12 条第 1項第 4号

において「親族等」という。）の住居に押し掛

けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がそ

の親族等に関して配偶者と面会することを余

儀なくされることを防止するため必要がある

と認めるときは、第 1項第 1号の規定による命

令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害が加

えられることを防止するため、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定に

よる命令の効力が生じた日から起算して6月を

経過する日までの間、当該親族等の住居（当該

配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この項において同じ。）その他の場所

において当該親族等の身辺につきまとい、又は

当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在

する場所の付近をはいかいしてはならないこ

とを命ずるものとする。 
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5   前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15

歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）

の同意（当該親族等が 15 歳未満の者又は成年

被後見人である場合にあっては、その法定代理

人の同意）がある場合に限り、することができ

る。 

（略） 

第 5章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第23条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、

捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項にお

いて「職務関係者」という。）は、その職務を

行うに当たり、被害者の心身の状況、その置か

れている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害

の有無等を問わずその人権を尊重するととも

に、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配

慮をしなければならない。 

2   国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発

を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第 24 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止に関する国民の理解を深めるため

の教育及び啓発に努めるものとする。 

以下（略） 

 

 

 

８ 児童福祉法（抄） 

1947(昭和 22)年 法律第 164 号 

 

第 1 章 総則 

第 1条 全て児童は、児童の権利に関する条約の

精神にのつとり、適切に養育されること、その

生活を保障されること、愛され、保護されるこ

と、その心身の健やかな成長及び発達並びにそ

の自立が図られることその他の福祉を等しく

保障される権利を有する。 

第 2条 全て国民は、児童が良好な環境において

生まれ、かつ、社会のあらゆる分野において、

児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見

が尊重され、その最善の利益が優先して考慮さ

れ、心身ともに健やかに育成されるよう努めな

ければならない。 

2   児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに

育成することについて第一義的責任を負う。 

3   国及び地方公共団体は、児童の保護者ととも

に、児童を心身ともに健やかに育成する責任を

負う。 

第 3条 前 2条に規定するところは、児童の福祉

を保障するための原理であり、この原理は、す

べて児童に関する法令の施行にあたつて、常に

尊重されなければならない。 

（略） 

第 2節 定義 

第 4条 この法律で、児童とは、満 18 歳に満た

ない者をいい、児童を左のように分ける。 

一 乳児 満 1歳に満たない者 

二 幼児 満 1歳から、小学校就学の始期に達

するまでの者 

三 少年 小学校就学の始期から、満 18 歳に

達するまでの者 

2   この法律で、障害児とは、身体に障害のある

児童、知的障害のある児童、精神に障害のある

児童（発達障害者支援法（平成 16 年法律第 167

号）第 2条第 2項に規定する発達障害児を含

む。）又は治療方法が確立していない疾病その

他の特殊の疾病であつて障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成 17 年法律第 123 号）第 4条第 1項の政令で

定めるものによる障害の程度が同項の厚生労

働大臣が定める程度である児童をいう。 

第 5条 この法律で、妊産婦とは、妊娠中又は出

産後 1年以内の女子をいう。 

第 6条 この法律で、保護者とは、（略）親権を

行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現

に監護する者をいう。 

（略） 

第 4節 実施機関 

第 10 条 市町村は、この法律の施行に関し、次

に掲げる業務を行わなければならない。 

一 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情

の把握に努めること。 

二 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な情報

の提供を行うこと。 

三 児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他

からの相談に応ずること並びに必要な調査

及び指導を行うこと並びにこれらに付随す

る業務を行うこと。 

（略） 

第 6節 児童委員 

第 16 条 市町村の区域に児童委員を置く。 

2   民生委員法（昭和 23 年法律第 198 号）によ

る民生委員は、児童委員に充てられたものとす

る。 

3   厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任

児童委員を指名する。 

4   前項の規定による厚生労働大臣の指名は、民

生委員法第5条の規定による推薦によつて行う。 

第 17 条 児童委員は、次に掲げる職務を行う。 

一 児童及び妊産婦につき、その生活及び取り

巻く環境の状況を適切に把握しておくこと。 

二 児童及び妊産婦につき、その保護、保健そ

の他福祉に関し、サービスを適切に利用する

ために必要な情報の提供その他の援助及び

指導を行うこと。 

三 児童及び妊産婦に係る社会福祉を目的と
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する事業を経営する者又は児童の健やかな

育成に関する活動を行う者と密接に連携し、

その事業又は活動を支援すること。 

四 児童福祉司又は福祉事務所の社会福祉主

事の行う職務に協力すること。 

五 児童の健やかな育成に関する気運の醸成

に努めること。 

六 前各号に掲げるもののほか、必要に応じて、

児童及び妊産婦の福祉の増進を図るための

活動を行うこと。 

2   主任児童委員は、前項各号に掲げる児童委員

の職務について、児童の福祉に関する機関と児

童委員（主任児童委員である者を除く。以下こ

の項において同じ。）との連絡調整を行うとと

もに、児童委員の活動に対する援助及び協力を

行う。 

3   前項の規定は、主任児童委員が第 1項各号に

掲げる児童委員の職務を行うことを妨げるも

のではない。 

4   児童委員は、その職務に関し、都道府県知事

の指揮監督を受ける。 

以下（略） 

 

 

 

９ 児童の権利に関する条約（抄） 

1989(平成元)年 国連総会採択 

1994(平成 6)年 日本批准      

 

この条約の締約国は、（略） 

家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家

族のすべての構成員、特に、児童の成長及び福祉

のための自然な環境として、社会においてその責

任を十分に引き受けることができるよう必要な

保護及び援助を与えられるべきであることを確

信し、児童が、その人格の完全なかつ調和のとれ

た発達のため、家庭環境の下で幸福、愛情及び理

解のある雰囲気の中で成長すべきであることを

認め、児童が、社会において個人として生活する

ため十分な準備が整えられるべきであり、かつ、

国際連合憲章において宣明された理想の精神並

びに特に平和、尊厳、寛容、自由、平等及び連帯

の精神に従って育てられるべき（略） 

児童の権利に関する宣言において示されてい

るとおり「児童は、身体的及び精神的に未熟であ

るため、その出生の前後において、適当な法的保

護を含む特別な保護及び世話を必要とする。」

（略） 

児童の保護及び調和のとれた発達のために各

人民の伝統及び文化的価値が有する重要性を十

分に考慮し、あらゆる国特に開発途上国における

児童の生活条件を改善するために国際協力が重

要であることを認めて、次のとおり協定した。 

第 1部 

第 1条 

この条約の適用上、児童とは、18 歳未満のす

べての者をいう。ただし、当該児童で、その者

に適用される法律によりより早く成年に達し

たものを除く。 

第 2条 

1   締約国は、その管轄の下にある児童に対し、

児童又はその父母若しくは法定保護者の人種、

皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他

の意見、国民的、種族的若しくは社会的出身、

財産、心身障害、出生又は他の地位にかかわら

ず、いかなる差別もなしにこの条約に定める権

利を尊重し、及び確保する。 

2   締約国は、児童がその父母、法定保護者又は

家族の構成員の地位、活動、表明した意見又は

信念によるあらゆる形態の差別又は処罰から

保護されることを確保するためのすべての適

当な措置をとる。 

第 3条 

1   児童に関するすべての措置をとるに当たっ

ては、公的若しくは私的な社会福祉施設、裁判

所、行政当局又は立法機関のいずれによって行

われるものであっても、児童の最善の利益が主

として考慮されるものとする。 

2   締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童

について法的に責任を有する他の者の権利及

び義務を考慮に入れて、児童の福祉に必要な保

護及び養護を確保することを約束し、このため、

すべての適当な立法上及び行政上の措置をと

る。 

3   締約国は、児童の養護又は保護のための施設、

役務の提供及び設備が、特に安全及び健康の分

野に関し並びにこれらの職員の数及び適格性

並びに適正な監督に関し権限のある当局の設

定した基準に適合することを確保する。 

第 4条 

締約国は、この条約において認められる権利

の実現のため、すべての適当な立法措置、行政

措置その他の措置を講ずる。締約国は、経済的、

社会的及び文化的権利に関しては、自国におけ

る利用可能な手段の最大限の範囲内で、また、

必要な場合には国際協力の枠内で、これらの措

置を講ずる。 

第 5条 

締約国は、児童がこの条約において認められ

る権利を行使するに当たり、父母若しくは場合

により地方の慣習により定められている大家

族若しくは共同体の構成員、法定保護者又は児

童について法的に責任を有する他の者がその

児童の発達しつつある能力に適合する方法で

適当な指示及び指導を与える責任、権利及び義

務を尊重する。 

第 6条 

1   締約国は、すべての児童が生命に対する固有
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の権利を有することを認める。 

2   締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大

限の範囲において確保する。 

（略） 

第 12 条 

1   締約国は、自己の意見を形成する能力のある

児童がその児童に影響を及ぼすすべての事項

について自由に自己の意見を表明する権利を

確保する。この場合において、児童の意見は、

その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考

慮されるものとする。 

2   このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼ

すあらゆる司法上及び行政上の手続において、

国内法の手続規則に合致する方法により直接

に又は代理人若しくは適当な団体を通じて聴

取される機会を与えられる。 

第 13 条 

1   児童は、表現の自由についての権利を有する。

この権利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸

術の形態又は自ら選択する他の方法により、国

境とのかかわりなく、あらゆる種類の情報及び

考えを求め、受け及び伝える自由を含む。 

2   1 の権利の行使については、一定の制限を課

することができる。ただし、その制限は、法律

によって定められ、かつ、次の目的のために必

要とされるものに限る。 

（a） 他の者の権利又は信用の尊重 

（b） 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若し

くは道徳の保護 

第 14 条 

1   締約国は、思想、良心及び宗教の自由につい

ての児童の権利を尊重する。 

2   締約国は、児童が 1の権利を行使するに当た

り、父母及び場合により法定保護者が児童に対

しその発達しつつある能力に適合する方法で

指示を与える権利及び義務を尊重する。 

3   宗教又は信念を表明する自由については、法

律で定める制限であって公共の安全、公の秩序、

公衆の健康若しくは道徳又は他の者の基本的

な権利及び自由を保護するために必要なもの

のみを課することができる。 

以下（略） 

 

 

 

１０ 児童虐待の防止等に関する法律（抄） 

2000(平成 12)年法律第 82 号 

 

（目的） 

第 1条 この法律は、児童虐待が児童の人権を著

しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に

重大な影響を与えるとともに、我が国における

将来の世代の育成にも懸念を及ぼすことにか

んがみ、児童に対する虐待の禁止、児童虐待の

予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に

関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を

受けた児童の保護及び自立の支援のための措

置等を定めることにより、児童虐待の防止等に

関する施策を促進し、もって児童の権利利益の

擁護に資することを目的とする。 

（児童虐待の定義） 

第 2条 この法律において、「児童虐待」とは、

保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の

者で、児童を現に監護するものをいう。以下同

じ。）がその監護する児童（18 歳に満たない者

をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる

行為をいう。 

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそ

れのある暴行を加えること。 

二 児童にわいせつな行為をすること又は児

童をしてわいせつな行為をさせること。 

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような

著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の

同居人による前2号又は次号に掲げる行為と

同様の行為の放置その他の保護者としての

監護を著しく怠ること。 

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶

的な対応、児童が同居する家庭における配偶

者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。）の身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすもの及

びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす

言動をいう。第 16 条において同じ。）その他

の児童に著しい心理的外傷を与える言動を

行うこと。 

（児童に対する虐待の禁止） 

第 3条 何人も、児童に対し、虐待をしてはなら

ない。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第 4条 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防

及び早期発見、迅速かつ適切な児童虐待を受け

た児童の保護及び自立の支援（児童虐待を受け

た後 18 歳となった者に対する自立の支援を含

む。第 3項及び次条第 2項において同じ。）並

びに児童虐待を行った保護者に対する親子の

再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受

けた児童が家庭（家庭における養育環境と同様

の養育環境及び良好な家庭的環境を含む。）で

生活するために必要な配慮をした適切な指導

及び支援を行うため、関係省庁相互間その他関

係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団

体の支援、医療の提供体制の整備その他児童虐

待の防止等のために必要な体制の整備に努め

なければならない。 

2   国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機

関の職員及び学校の教職員、児童福祉施設の職

員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に
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職務上関係のある者が児童虐待を早期に発見

し、その他児童虐待の防止に寄与することがで

きるよう、研修等必要な措置を講ずるものとす

る。 

3   国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児

童の保護及び自立の支援を専門的知識に基づ

き適切に行うことができるよう、児童相談所等

関係機関の職員、学校の教職員、児童福祉施設

の職員その他児童虐待を受けた児童の保護及

び自立の支援の職務に携わる者の人材の確保

及び資質の向上を図るため、研修等必要な措置

を講ずるものとする。 

4   国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資

するため、児童の人権、児童虐待が児童に及ぼ

す影響、児童虐待に係る通告義務等について必

要な広報その他の啓発活動に努めなければな

らない。 

5   国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児

童がその心身に著しく重大な被害を受けた事

例の分析を行うとともに、児童虐待の予防及び

早期発見のための方策、児童虐待を受けた児童

のケア並びに児童虐待を行った保護者の指導

及び支援のあり方、学校の教職員及び児童福祉

施設の職員が児童虐待の防止に果たすべき役

割その他児童虐待の防止等のために必要な事

項についての調査研究及び検証を行うものと

する。 

6   児童の親権を行う者は、児童を心身ともに健

やかに育成することについて第一義的責任を

有するものであって、親権を行うに当たっては、

できる限り児童の利益を尊重するよう努めな

ければならない。 

7   何人も、児童の健全な成長のために、家庭（家

庭における養育環境と同様の養育環境及び良

好な家庭的環境を含む。）及び近隣社会の連帯

が求められていることに留意しなければなら

ない。 

（児童虐待の早期発見等） 

第 5条 学校、児童福祉施設、病院その他児童の

福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職

員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護

士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、

児童虐待を発見しやすい立場にあることを自

覚し、児童虐待の早期発見に努めなければなら

ない。 

2   前項に規定する者は、児童虐待の予防その他

の児童虐待の防止並びに児童虐待を受けた児

童の保護及び自立の支援に関する国及び地方

公共団体の施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

3   学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に

対して、児童虐待の防止のための教育又は啓発

に努めなければならない。 

（児童虐待に係る通告） 

第6条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見

した者は、速やかに、これを市町村、都道府県

の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又

は児童委員を介して市町村、都道府県の設置す

る福祉事務所若しくは児童相談所に通告しな

ければならない。 

2   前項の規定による通告は、児童福祉法（昭和

22 年法律第 164 号）第 25 条第 1項の規定によ

る通告とみなして、同法の規定を適用する。 

3   刑法（明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示罪

の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、第 1項の規定による通告をする義務の遵守

を妨げるものと解釈してはならない。 

第 7条 市町村、都道府県の設置する福祉事務所

又は児童相談所が前条第1項の規定による通告

を受けた場合においては、当該通告を受けた市

町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所の所長、所員その他の職員及び当該通告

を仲介した児童委員は、その職務上知り得た事

項であって当該通告をした者を特定させるも

のを漏らしてはならない。 

（通告又は送致を受けた場合の措置） 

第8条 市町村又は都道府県の設置する福祉事務

所が第6条第1項の規定による通告を受けたと

きは、市町村又は福祉事務所の長は、必要に応

じ近隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職

員その他の者の協力を得つつ、当該児童との面

会その他の当該児童の安全の確認を行うため

の措置を講ずるとともに、必要に応じ次に掲げ

る措置を採るものとする。 

一 児童福祉法第 25 条の 7第 1項第 1号若し

くは第 2項第 1号又は第 25 条の 8第 1号の

規定により当該児童を児童相談所に送致す

ること。 

二 当該児童のうち次条第1項の規定による出

頭の求め及び調査若しくは質問、第 9条第 1

項の規定による立入り及び調査若しくは質

問又は児童福祉法第33条第1項若しくは第2

項の規定による一時保護の実施が適当であ

ると認めるものを都道府県知事又は児童相

談所長へ通知すること。 

2   児童相談所が第6条第1項の規定による通告

又は児童福祉法第 25 条の 7第 1項第 1号若し

くは第 2項第 1号若しくは第 25 条の 8第 1号

の規定による送致を受けたときは、児童相談所

長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、児

童福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、

当該児童との面会その他の当該児童の安全の

確認を行うための措置を講ずるとともに、必要

に応じ次に掲げる措置を採るものとする。 

一 児童福祉法第 33 条第 1項の規定により当

該児童の一時保護を行い、又は適当な者に委

託して、当該一時保護を行わせること。 

二 児童福祉法第 26 条第 1項第 3号の規定に
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より当該児童のうち第6条第1項の規定によ

る通告を受けたものを市町村に送致するこ

と。 

三 当該児童のうち児童福祉法第25条の8第3

号に規定する保育の利用等（以下この号にお

いて「保育の利用等」という。）が適当であ

ると認めるものをその保育の利用等に係る

都道府県又は市町村の長へ報告し、又は通知

すること。 

四 当該児童のうち児童福祉法第 6条の 3第 2

項に規定する放課後児童健全育成事業、同条

第 3項に規定する子育て短期支援事業、同条

第 5項に規定する養育支援訪問事業、同条第

6項に規定する地域子育て支援拠点事業、同

条第 14 項に規定する子育て援助活動支援事

業、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律

第 65 号）第 59 条第 1号に掲げる事業その他

市町村が実施する児童の健全な育成に資す

る事業の実施が適当であると認めるものを

その事業の実施に係る市町村の長へ通知す

ること。 

3   前2項の児童の安全の確認を行うための措置、

市町村若しくは児童相談所への送致又は一時

保護を行う者は、速やかにこれを行うものとす

る。 

（略） 

（立入調査等） 

第 9条 都道府県知事は、児童虐待が行われてい

るおそれがあると認めるときは、児童委員又は

児童の福祉に関する事務に従事する職員をし

て、児童の住所又は居所に立ち入り、必要な調

査又は質問をさせることができる。この場合に

おいては、その身分を証明する証票を携帯させ、

関係者の請求があったときは、これを提示させ

なければならない。 

2   前項の規定による児童委員又は児童の福祉

に関する事務に従事する職員の立入り及び調

査又は質問は、児童福祉法第 29 条の規定によ

る児童委員又は児童の福祉に関する事務に従

事する職員の立入り及び調査又は質問とみな

して、同法第 61 条の 5の規定を適用する。 

（略） 

（児童虐待を行った保護者に対する指導等） 

第 11 条 児童虐待を行った保護者について児童

福祉法第 27 条第 1項第 2号の規定により行わ

れる指導は、親子の再統合への配慮その他の児

童虐待を受けた児童が家庭（家庭における養育

環境と同様の養育環境及び良好な家庭的環境

を含む。）で生活するために必要な配慮の下に

適切に行われなければならない。 

2   児童虐待を行った保護者について児童福祉

法第 27 条第 1項第 2号の措置が採られた場合

においては、当該保護者は、同号の指導を受け

なければならない。 

3   前項の場合において保護者が同項の指導を

受けないときは、都道府県知事は、当該保護者

に対し、同項の指導を受けるよう勧告すること

ができる。 

4   都道府県知事は、前項の規定による勧告を受

けた保護者が当該勧告に従わない場合におい

て必要があると認めるときは、児童福祉法第 33

条第2項の規定により児童相談所長をして児童

虐待を受けた児童の一時保護を行わせ、又は適

当な者に当該一時保護を行うことを委託させ、

同法第 27条第 1項第 3号又は第 28条第 1項の

規定による措置を採る等の必要な措置を講ず

るものとする。 

5   児童相談所長は、第 3項の規定による勧告を

受けた保護者が当該勧告に従わず、その監護す

る児童に対し親権を行わせることが著しく当

該児童の福祉を害する場合には、必要に応じて、

適切に、児童福祉法第 33 条の 7の規定による

請求を行うものとする。 

（面会等の制限等） 

第 12 条 児童虐待を受けた児童について児童福

祉法第 27 条第 1項第 3号の措置（以下「施設

入所等の措置」という。）が採られ、又は同法

第 33 条第 1項若しくは第 2項の規定による一

時保護が行われた場合において、児童虐待の防

止及び児童虐待を受けた児童の保護のため必

要があると認めるときは、児童相談所長及び当

該児童について施設入所等の措置が採られて

いる場合における当該施設入所等の措置に係

る同号に規定する施設の長は、厚生労働省令で

定めるところにより、当該児童虐待を行った保

護者について、次に掲げる行為の全部又は一部

を制限することができる。 

一 当該児童との面会 

二 当該児童との通信 

（略） 

（施設入所等の措置の解除等） 

第 13 条 都道府県知事は、児童虐待を受けた児

童について施設入所等の措置が採られ、及び当

該児童の保護者について児童福祉法第 27 条第

1項第 2号の措置が採られた場合において、当

該児童について採られた施設入所等の措置を

解除しようとするときは、当該児童の保護者に

ついて同号の指導を行うこととされた児童福

祉司等の意見を聴くとともに、当該児童の保護

者に対し採られた当該指導の効果、当該児童に

対し再び児童虐待が行われることを予防する

ために採られる措置について見込まれる効果

その他厚生労働省令で定める事項を勘案しな

ければならない。 

2   都道府県知事は、児童虐待を受けた児童につ

いて施設入所等の措置が採られ、又は児童福祉

法第 33 条第 2項の規定による一時保護が行わ

れた場合において、当該児童について採られた
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施設入所等の措置又は行われた一時保護を解

除するときは、当該児童の保護者に対し、親子

の再統合の促進その他の児童虐待を受けた児

童が家庭で生活することを支援するために必

要な助言を行うことができる。 

（略） 

（児童虐待を受けた児童等に対する支援） 

第 13 条の 3 市町村は、子ども・子育て支援法第

27 条第 1項に規定する特定教育・保育施設（次

項において「特定教育・保育施設」という。）

又は同法第 43 条第 3項に規定する特定地域型

保育事業（次項において「特定地域型保育事業」

という。）の利用について、同法第 42条第 1項

若しくは第 54 条第 1項の規定により相談、助

言若しくはあっせん若しくは要請を行う場合

又は児童福祉法第 24 条第 3項の規定により調

整若しくは要請を行う場合には、児童虐待の防

止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の

福祉に配慮をしなければならない。 

2   特定教育・保育施設の設置者又は子ども・子

育て支援法第 29 条第 1項に規定する特定地域

型保育事業者は、同法第 33 条第 2項又は第 45

条第 2項の規定により当該特定教育・保育施設

を利用する児童（同法第 19 条第 1項第 2号又

は第 3号に該当する児童に限る。以下この項に

おいて同じ。）又は当該特定地域型保育事業者

に係る特定地域型保育事業を利用する児童を

選考するときは、児童虐待の防止に寄与するた

め、特別の支援を要する家庭の福祉に配慮をし

なければならない。 

3   国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児

童がその年齢及び能力に応じ充分な教育が受

けられるようにするため、教育の内容及び方法

の改善及び充実を図る等必要な施策を講じな

ければならない。 

4   国及び地方公共団体は、居住の場所の確保、

進学又は就業の支援その他の児童虐待を受け

た者の自立の支援のための施策を講じなけれ

ばならない。 

（略） 

（親権の行使に関する配慮等） 

第 14 条 児童の親権を行う者は、児童のしつけ

に際して、民法（明治 29年法律第 89 号）第 820

条の規定による監護及び教育に必要な範囲を

超えて当該児童を懲戒してはならず、当該児童

の親権の適切な行使に配慮しなければならな

い。 

2   児童の親権を行う者は、児童虐待に係る暴行

罪、傷害罪その他の犯罪について、当該児童の

親権を行う者であることを理由として、その責

めを免れることはない。 

以下（略） 

 

 

 

１１ いじめ防止対策推進法（抄） 

2013(平成 25)年 法律第 71 号 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、いじめが、いじめを受けた

児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、そ

の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な

影響を与えるのみならず、その生命又は身体に

重大な危険を生じさせるおそれがあるもので

あることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、

いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期

発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）

のための対策に関し、基本理念を定め、国及び

地方公共団体等の責務を明らかにし、並びにい

じめの防止等のための対策に関する基本的な

方針の策定について定めるとともに、いじめの

防止等のための対策の基本となる事項を定め

ることにより、いじめの防止等のための対策を

総合的かつ効果的に推進することを目的とす

る。 

（定義） 

第 2条 この法律において「いじめ」とは、児童

等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍

している等当該児童等と一定の人的関係にあ

る他の児童等が行う心理的又は物理的な影響

を与える行為（インターネットを通じて行われ

るものを含む。）であって、当該行為の対象と

なった児童等が心身の苦痛を感じているもの

をいう。 

2   この法律において「学校」とは、学校教育法

（昭和 22 年法律第 26 号）第 1条に規定する小

学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等

教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）

をいう。 

3   この法律において「児童等」とは、学校に在

籍する児童又は生徒をいう。 

4   この法律において「保護者」とは、親権を行

う者（親権を行う者のないときは、未成年後見

人）をいう。 

（基本理念） 

第 3条 いじめの防止等のための対策は、いじめ

が全ての児童等に関係する問題であることに

鑑み、児童等が安心して学習その他の活動に取

り組むことができるよう、学校の内外を問わず

いじめが行われなくなるようにすることを旨

として行われなければならない。 

2   いじめの防止等のための対策は、全ての児童

等がいじめを行わず、及び他の児童等に対して

行われるいじめを認識しながらこれを放置す

ることがないようにするため、いじめが児童等

の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に

関する児童等の理解を深めることを旨として
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行われなければならない。 

3   いじめの防止等のための対策は、いじめを受

けた児童等の生命及び心身を保護することが

特に重要であることを認識しつつ、国、地方公

共団体、学校、地域住民、家庭その他の関係者

の連携の下、いじめの問題を克服することを目

指して行われなければならない。 

（いじめの禁止） 

第 4 条 児童等は、いじめを行ってはならない。 

（国の責務） 

第 5条 国は、第 3条の基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、いじめの防止等の

ための対策を総合的に策定し、及び実施する責

務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第 6 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

いじめの防止等のための対策について、国と協

力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

（学校の設置者の責務） 

第 7 条 学校の設置者は、基本理念にのっとり、

その設置する学校におけるいじめの防止等の

ために必要な措置を講ずる責務を有する。 

（学校及び学校の教職員の責務） 

第 8条 学校及び学校の教職員は、基本理念にの

っとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、

地域住民、児童相談所その他の関係者との連携

を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期

発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する

児童等がいじめを受けていると思われるとき

は、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有す

る。 

（保護者の責務等） 

第 9条 保護者は、子の教育について第一義的責

任を有するものであって、その保護する児童等

がいじめを行うことのないよう、当該児童等に

対し、規範意識を養うための指導その他の必要

な指導を行うよう努めるものとする。 

2   保護者は、その保護する児童等がいじめを受

けた場合には、適切に当該児童等をいじめから

保護するものとする。 

3   保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者

及びその設置する学校が講ずるいじめの防止

等のための措置に協力するよう努めるものと

する。 

4   第 1 項の規定は、家庭教育の自主性が尊重さ

れるべきことに変更を加えるものと解しては

ならず、また、前 3項の規定は、いじめの防止

等に関する学校の設置者及びその設置する学

校の責任を軽減するものと解してはならない。 

（略） 

第 2章 いじめ防止基本方針等 

（略） 

（地方いじめ防止基本方針） 

第 12 条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針

を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公

共団体におけるいじめの防止等のための対策

を総合的かつ効果的に推進するための基本的

な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」とい

う。）を定めるよう努めるものとする。 

（学校いじめ防止基本方針） 

第 13 条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方

いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情

に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のた

めの対策に関する基本的な方針を定めるもの

とする。 

（いじめ問題対策連絡協議会） 

第 14 条 地方公共団体は、いじめの防止等に関

係する機関及び団体の連携を図るため、条例の

定めるところにより、学校、教育委員会、児童

相談所、法務局又は地方法務局、都道府県警察

その他の関係者により構成されるいじめ問題

対策連絡協議会を置くことができる。 

2   都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議

会を置いた場合には、当該いじめ問題対策連絡

協議会におけるいじめの防止等に関係する機

関及び団体の連携が当該都道府県の区域内の

市町村が設置する学校におけるいじめの防止

等に活用されるよう、当該いじめ問題対策連絡

協議会と当該市町村の教育委員会との連携を

図るために必要な措置を講ずるものとする。 

3   前 2 項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ

問題対策連絡協議会との円滑な連携の下に、地

方いじめ防止基本方針に基づく地域における

いじめの防止等のための対策を実効的に行う

ようにするため必要があるときは、教育委員会

に附属機関として必要な組織を置くことがで

きるものとする。 

第 3章 基本的施策 

（学校におけるいじめの防止） 

第15条 学校の設置者及びその設置する学校は、

児童等の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う

対人交流の能力の素地を養うことがいじめの

防止に資することを踏まえ、全ての教育活動を

通じた道徳教育及び体験活動等の充実を図ら

なければならない。 

2   学校の設置者及びその設置する学校は、当該

学校におけるいじめを防止するため、当該学校

に在籍する児童等の保護者、地域住民その他の

関係者との連携を図りつつ、いじめの防止に資

する活動であって当該学校に在籍する児童等

が自主的に行うものに対する支援、当該学校に

在籍する児童等及びその保護者並びに当該学

校の教職員に対するいじめを防止することの

重要性に関する理解を深めるための啓発その

他必要な措置を講ずるものとする。 

（いじめの早期発見のための措置） 

第16条 学校の設置者及びその設置する学校は、
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当該学校におけるいじめを早期に発見するた

め、当該学校に在籍する児童等に対する定期的

な調査その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

2   国及び地方公共団体は、いじめに関する通報

及び相談を受け付けるための体制の整備に必

要な施策を講ずるものとする。 

3   学校の設置者及びその設置する学校は、当該

学校に在籍する児童等及びその保護者並びに

当該学校の教職員がいじめに係る相談を行う

ことができる体制（次項において「相談体制」

という。）を整備するものとする。 

4   学校の設置者及びその設置する学校は、相談

体制を整備するに当たっては、家庭、地域社会

等との連携の下、いじめを受けた児童等の教育

を受ける権利その他の権利利益が擁護される

よう配慮するものとする。 

（略） 

（インターネットを通じて行われるいじめに対す

る対策の推進） 

第19条 学校の設置者及びその設置する学校は、

当該学校に在籍する児童等及びその保護者が、

発信された情報の高度の流通性、発信者の匿名

性その他のインターネットを通じて送信され

る情報の特性を踏まえて、インターネットを通

じて行われるいじめを防止し、及び効果的に対

処することができるよう、これらの者に対し、

必要な啓発活動を行うものとする。 

2   国及び地方公共団体は、児童等がインターネ

ットを通じて行われるいじめに巻き込まれて

いないかどうかを監視する関係機関又は関係

団体の取組を支援するとともに、インターネッ

トを通じて行われるいじめに関する事案に対

処する体制の整備に努めるものとする。 

3   インターネットを通じていじめが行われた

場合において、当該いじめを受けた児童等又は

その保護者は、当該いじめに係る情報の削除を

求め、又は発信者情報（特定電気通信役務提供

者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開

示に関する法律（平成 13 年法律第 137 号）第 4

条第 1項に規定する発信者情報をいう。）の開

示を請求しようとするときは、必要に応じ、法

務局又は地方法務局の協力を求めることがで

きる。 

（いじめの防止等のための対策の調査研究の推進

等） 

第 20 条 国及び地方公共団体は、いじめの防止

及び早期発見のための方策等、いじめを受けた

児童等又はその保護者に対する支援及びいじ

めを行った児童等に対する指導又はその保護

者に対する助言の在り方、インターネットを通

じて行われるいじめへの対応の在り方その他

のいじめの防止等のために必要な事項やいじ

めの防止等のための対策の実施の状況につい

ての調査研究及び検証を行うとともに、その成

果を普及するものとする。 

（啓発活動） 

第 21 条 国及び地方公共団体は、いじめが児童

等の心身に及ぼす影響、いじめを防止すること

の重要性、いじめに係る相談制度又は救済制度

等について必要な広報その他の啓発活動を行

うものとする。 

第 4章 いじめの防止等に関する措置 

（学校におけるいじめの防止等の対策のための組

織） 

第 22 条 学校は、当該学校におけるいじめの防

止等に関する措置を実効的に行うため、当該学

校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門

的な知識を有する者その他の関係者により構

成されるいじめの防止等の対策のための組織

を置くものとする。 

（いじめに対する措置） 

第 23 条 学校の教職員、地方公共団体の職員そ

の他の児童等からの相談に応じる者及び児童

等の保護者は、児童等からいじめに係る相談を

受けた場合において、いじめの事実があると思

われるときは、いじめを受けたと思われる児童

等が在籍する学校への通報その他の適切な措

置をとるものとする。 

2   学校は、前項の規定による通報を受けたとき

その他当該学校に在籍する児童等がいじめを

受けていると思われるときは、速やかに、当該

児童等に係るいじめの事実の有無の確認を行

うための措置を講ずるとともに、その結果を当

該学校の設置者に報告するものとする。 

3   学校は、前項の規定による事実の確認により

いじめがあったことが確認された場合には、い

じめをやめさせ、及びその再発を防止するため、

当該学校の複数の教職員によって、心理、福祉

等に関する専門的な知識を有する者の協力を

得つつ、いじめを受けた児童等又はその保護者

に対する支援及びいじめを行った児童等に対

する指導又はその保護者に対する助言を継続

的に行うものとする。 

4   学校は、前項の場合において必要があると認

めるときは、いじめを行った児童等についてい

じめを受けた児童等が使用する教室以外の場

所において学習を行わせる等いじめを受けた

児童等その他の児童等が安心して教育を受け

られるようにするために必要な措置を講ずる

ものとする。 

5   学校は、当該学校の教職員が第 3項の規定に

よる支援又は指導若しくは助言を行うに当た

っては、いじめを受けた児童等の保護者といじ

めを行った児童等の保護者との間で争いが起

きることのないよう、いじめの事案に係る情報

をこれらの保護者と共有するための措置その

他の必要な措置を講ずるものとする。 
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6   学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われ

るべきものであると認めるときは所轄警察署

と連携してこれに対処するものとし、当該学校

に在籍する児童等の生命、身体又は財産に重大

な被害が生じるおそれがあるときは直ちに所

轄警察署に通報し、適切に、援助を求めなけれ

ばならない。 

（学校の設置者による措置） 

第 24 条 学校の設置者は、前条第 2項の規定に

よる報告を受けたときは、必要に応じ、その設

置する学校に対し必要な支援を行い、若しくは

必要な措置を講ずることを指示し、又は当該報

告に係る事案について自ら必要な調査を行う

ものとする。 

（略） 

（出席停止制度の適切な運用等） 

第 26 条 市町村の教育委員会は、いじめを行っ

た児童等の保護者に対して学校教育法第 35 条

第 1項（同法第 49 条において準用する場合を

含む。）の規定に基づき当該児童等の出席停止

を命ずる等、いじめを受けた児童等その他の児

童等が安心して教育を受けられるようにする

ために必要な措置を速やかに講ずるものとす

る。 

（学校相互間の連携協力体制の整備） 

第 27 条 地方公共団体は、いじめを受けた児童

等といじめを行った児童等が同じ学校に在籍

していない場合であっても、学校がいじめを受

けた児童等又はその保護者に対する支援及び

いじめを行った児童等に対する指導又はその

保護者に対する助言を適切に行うことができ

るようにするため、学校相互間の連携協力体制

を整備するものとする。 

第 5章 重大事態への対処 

（学校の設置者又はその設置する学校による対

処） 

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は、

次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事

態」という。）に対処し、及び当該重大事態と

同種の事態の発生の防止に資するため、速やか

に、当該学校の設置者又はその設置する学校の

下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な

方法により当該重大事態に係る事実関係を明

確にするための調査を行うものとする。 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等

の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めるとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等

が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。 

2   学校の設置者又はその設置する学校は、前項

の規定による調査を行ったときは、当該調査に

係るいじめを受けた児童等及びその保護者に

対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等そ

の他の必要な情報を適切に提供するものとす

る。 

3   第1項の規定により学校が調査を行う場合に

おいては、当該学校の設置者は、同項の規定に

よる調査及び前項の規定による情報の提供に

ついて必要な指導及び支援を行うものとする。 

（略） 

（公立の学校に係る対処） 

第 30 条 地方公共団体が設置する学校は、第 28

条第 1項各号に掲げる場合には、当該地方公共

団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生し

た旨を、当該地方公共団体の長に報告しなけれ

ばならない。 

2   前項の規定による報告を受けた地方公共団

体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止の

ため必要があると認めるときは、附属機関を設

けて調査を行う等の方法により、第 28 条第 1

項の規定による調査の結果について調査を行

うことができる。 

3   地方公共団体の長は、前項の規定による調査

を行ったときは、その結果を議会に報告しなけ

ればならない。 

4   第 2 項の規定は、地方公共団体の長に対し、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和 31 年法律第 162 号）第 21 条に規定する事務

を管理し、又は執行する権限を与えるものと解

釈してはならない。 

5   地方公共団体の長及び教育委員会は、第 2項

の規定による調査の結果を踏まえ、自らの権限

及び責任において、当該調査に係る重大事態へ

の対処又は当該重大事態と同種の事態の発生

の防止のために必要な措置を講ずるものとす

る。 

（略） 

（私立の学校に係る対処） 

第 31 条 学校法人（私立学校法（昭和 24 年法律

第 270 号）第 3 条に規定する学校法人をいう。

以下この条において同じ。）が設置する学校は、

第 28 条第 1項各号に掲げる場合には、重大事

態が発生した旨を、当該学校を所轄する都道府

県知事（以下この条において単に「都道府県知

事」という。）に報告しなければならない。 

2   前項の規定による報告を受けた都道府県知

事は、当該報告に係る重大事態への対処又は当

該重大事態と同種の事態の発生の防止のため

必要があると認めるときは、附属機関を設けて

調査を行う等の方法により、第 28 条第 1項の

規定による調査の結果について調査を行うこ

とができる。 

3   都道府県知事は、前項の規定による調査の結

果を踏まえ、当該調査に係る学校法人又はその

設置する学校が当該調査に係る重大事態への

対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の
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防止のために必要な措置を講ずることができ

るよう、私立学校法第 6条に規定する権限の適

切な行使その他の必要な措置を講ずるものと

する。 

4   前 2 項の規定は、都道府県知事に対し、学校

法人が設置する学校に対して行使することが

できる権限を新たに与えるものと解釈しては

ならない。 

以下（略） 

 

 

 

１２ 老人福祉法（抄） 

1963(昭和 38)年 法律第 133 号 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、老人の福祉に関する原理を

明らかにするとともに、老人に対し、その心身

の健康の保持及び生活の安定のために必要な

措置を講じ、もつて老人の福祉を図ることを目

的とする。 

（基本的理念） 

第 2条 老人は、多年にわたり社会の進展に寄与

してきた者として、かつ、豊富な知識と経験を

有する者として敬愛されるとともに、生きがい

を持てる健全で安らかな生活を保障されるも

のとする。 

第 3条 老人は、老齢に伴つて生ずる心身の変化

を自覚して、常に心身の健康を保持し、又は、

その知識と経験を活用して、社会的活動に参加

するように努めるものとする。 

2   老人は、その希望と能力とに応じ、適当な仕

事に従事する機会その他社会的活動に参加す

る機会を与えられるものとする。 

（老人福祉増進の責務） 

第 4条 国及び地方公共団体は、老人の福祉を増

進する責務を有する。 

2   国及び地方公共団体は、老人の福祉に関係の

ある施策を講ずるに当たつては、その施策を通

じて、前 2条に規定する基本的理念が具現され

るように配慮しなければならない。 

3   老人の生活に直接影響を及ぼす事業を営む

者は、その事業の運営に当たつては、老人の福

祉が増進されるように努めなければならない。 

（老人の日及び老人週間） 

第5条 国民の間に広く老人の福祉についての関

心と理解を深めるとともに、老人に対し自らの

生活の向上に努める意欲を促すため、老人の日

及び老人週間を設ける。 

2   老人の日は 9月 15 日とし、老人週間は同日

から同月 21 日までとする。 

3   国は、老人の日においてその趣旨にふさわし

い事業を実施するよう努めるものとし、国及び

地方公共団体は、老人週間において老人の団体

その他の者によつてその趣旨にふさわしい行

事が実施されるよう奨励しなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

１３ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律（抄） 

2005(平成 17)年 法律第 124 号 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻

な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高

齢者に対する虐待を防止することが極めて重

要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止

等に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高

齢者に対する保護のための措置、養護者の負担

の軽減を図ること等の養護者に対する養護者

による高齢者虐待の防止に資する支援（以下

「養護者に対する支援」という。）のための措

置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、

養護者に対する支援等に関する施策を促進し、

もって高齢者の権利利益の擁護に資すること

を目的とする。 

（定義等） 

第 2条 この法律において「高齢者」とは、65

歳以上の者をいう。 

2   この法律において「養護者」とは、高齢者を

現に養護する者であって養介護施設従事者等

（第5項第1号の施設の業務に従事する者及び

同項第2号の事業において業務に従事する者を

いう。以下同じ。）以外のものをいう。 

3   この法律において「高齢者虐待」とは、養護

者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等

による高齢者虐待をいう。 

4   この法律において「養護者による高齢者虐

待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

一 養護者がその養護する高齢者について行

う次に掲げる行為 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じる

おそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食

又は長時間の放置、養護者以外の同居人に

よるイ、ハ又はニに掲げる行為と同様の行

為の放置等養護を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく

拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心

理的外傷を与える言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又

は高齢者をしてわいせつな行為をさせる

こと。 

二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の
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財産を不当に処分することその他当該高齢

者から不当に財産上の利益を得ること。 

5   この法律において「養介護施設従事者等によ

る高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する

行為をいう。 

一 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 5

条の3に規定する老人福祉施設若しくは同法

第 29 条第 1項に規定する有料老人ホーム又

は介護保険法（平成 9年法律第 123 号）第 8

条第 22 項に規定する地域密着型介護老人福

祉施設、同条第 27 項に規定する介護老人福

祉施設、同条第 28 項に規定する介護老人保

健施設若しくは同法第 115 条の 46 第 1項に

規定する地域包括支援センター（以下「養介

護施設」という。）の業務に従事する者が、

当該養介護施設に入所し、その他当該養介護

施設を利用する高齢者について行う次に掲

げる行為 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じる

おそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食

又は長時間の放置その他の高齢者を養護

すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく

拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心

理的外傷を与える言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又

は高齢者をしてわいせつな行為をさせる

こと。 

ホ 高齢者の財産を不当に処分することそ

の他当該高齢者から不当に財産上の利益

を得ること。 

二 老人福祉法第5条の2第1項に規定する老

人居宅生活支援事業又は介護保険法第 8条

第 1項に規定する居宅サービス事業、同条第

14 項に規定する地域密着型サービス事業、

同条第 24 項に規定する居宅介護支援事業、

同法第8条の2第1項に規定する介護予防サ

ービス事業、同条第 12 項に規定する地域密

着型介護予防サービス事業若しくは同条第

16 項に規定する介護予防支援事業（以下「養

介護事業」という。）において業務に従事す

る者が、当該養介護事業に係るサービスの提

供を受ける高齢者について行う前号イから

ホまでに掲げる行為 

6   65 歳未満の者であって養介護施設に入所し、

その他養介護施設を利用し、又は養介護事業に

係るサービスの提供を受ける障害者（障害者基

本法（昭和 45 年法律第 84 号）第 2条第 1号に

規定する障害者をいう。）については、高齢者

とみなして、養介護施設従事者等による高齢者

虐待に関する規定を適用する。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第 3条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防

止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切

な保護及び適切な養護者に対する支援を行う

ため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間

団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他

必要な体制の整備に努めなければならない。 

2   国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及

び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養

護者に対する支援が専門的知識に基づき適切

に行われるよう、これらの職務に携わる専門的

な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係

機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

3   国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及

び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資する

ため、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事

件に係る救済制度等について必要な広報その

他の啓発活動を行うものとする。 

（国民の責務） 

第 4条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対

する支援等の重要性に関する理解を深めると

ともに、国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐

待の防止、養護者に対する支援等のための施策

に協力するよう努めなければならない。 

（高齢者虐待の早期発見等） 

第 5条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者

の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施

設従事者等、医師、保健師、弁護士その他高齢

者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待

を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢

者虐待の早期発見に努めなければならない。 

2   前項に規定する者は、国及び地方公共団体が

講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及

び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための

施策に協力するよう努めなければならない。 

第 2章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者

に対する支援等 

（相談、指導及び助言） 

第 6条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防

止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者の保護のため、高齢者及び養護者に対して、

相談、指導及び助言を行うものとする。 

（養護者による高齢者虐待に係る通報等） 

第7条 養護者による高齢者虐待を受けたと思わ

れる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命

又は身体に重大な危険が生じている場合は、速

やかに、これを市町村に通報しなければならな

い。 

2   前項に定める場合のほか、養護者による高齢

者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した

者は、速やかに、これを市町村に通報するよう

努めなければならない。 

3   刑法（明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示罪

の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前 2項の規定による通報をすることを妨げ
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るものと解釈してはならない。 

第 8条 市町村が前条第1項若しくは第2項の規

定による通報又は次条第1項に規定する届出を

受けた場合においては、当該通報又は届出を受

けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項

であって当該通報又は届出をした者を特定さ

せるものを漏らしてはならない。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第 9条 市町村は、第 7条第 1項若しくは第 2項

の規定による通報又は高齢者からの養護者に

よる高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたと

きは、速やかに、当該高齢者の安全の確認その

他当該通報又は届出に係る事実の確認のため

の措置を講ずるとともに、第 16 条の規定によ

り当該市町村と連携協力する者（以下「高齢者

虐待対応協力者」という。）とその対応につい

て協議を行うものとする。 

2   市町村又は市町村長は、第 7条第 1項若しく

は第2項の規定による通報又は前項に規定する

届出があった場合には、当該通報又は届出に係

る高齢者に対する養護者による高齢者虐待の

防止及び当該高齢者の保護が図られるよう、養

護者による高齢者虐待により生命又は身体に

重大な危険が生じているおそれがあると認め

られる高齢者を一時的に保護するため迅速に

老人福祉法第 20 条の 3に規定する老人短期入

所施設等に入所させる等、適切に、同法第 10

条の 4第 1項若しくは第 11 条第 1項の規定に

よる措置を講じ、又は、適切に、同法第 32 条

の規定により審判の請求をするものとする。 

（居室の確保） 

第 10 条 市町村は、養護者による高齢者虐待を

受けた高齢者について老人福祉法第 10 条の 4

第 1項第 3号又は第 11 条第 1項第 1号若しく

は第2号の規定による措置を採るために必要な

居室を確保するための措置を講ずるものとす

る。 

（立入調査） 

第 11 条 市町村長は、養護者による高齢者虐待

により高齢者の生命又は身体に重大な危険が

生じているおそれがあると認めるときは、介護

保険法第 115 条の 46 第 2項の規定により設置

する地域包括支援センターの職員その他の高

齢者の福祉に関する事務に従事する職員をし

て、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必

要な調査又は質問をさせることができる。 

2   前項の規定による立入り及び調査又は質問

を行う場合においては、当該職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があると

きは、これを提示しなければならない。 

3   第1項の規定による立入り及び調査又は質問

を行う権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

（略） 

（面会の制限） 

第 13 条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者について老人福祉法第 11 条第 1項第 2号又

は第 3号の措置が採られた場合においては、市

町村長又は当該措置に係る養介護施設の長は、

養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢

者の保護の観点から、当該養護者による高齢者

虐待を行った養護者について当該高齢者との

面会を制限することができる。 

（養護者の支援） 

第 14 条 市町村は、第 6条に規定するもののほ

か、養護者の負担の軽減のため、養護者に対す

る相談、指導及び助言その他必要な措置を講ず

るものとする。 

2   市町村は、前項の措置として、養護者の心身

の状態に照らしその養護の負担の軽減を図る

ため緊急の必要があると認める場合に高齢者

が短期間養護を受けるために必要となる居室

を確保するための措置を講ずるものとする。 

（専門的に従事する職員の確保） 

第 15 条 市町村は、養護者による高齢者虐待の

防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者

の保護及び養護者に対する支援を適切に実施

するために、これらの事務に専門的に従事する

職員を確保するよう努めなければならない。 

（連携協力体制） 

第 16 条 市町村は、養護者による高齢者虐待の

防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者

の保護及び養護者に対する支援を適切に実施

するため、老人福祉法第 20 条の 7の 2第 1項

に規定する老人介護支援センター、介護保険法

第 115 条の 46 第 3 項の規定により設置された

地域包括支援センターその他関係機関、民間団

体等との連携協力体制を整備しなければなら

ない。この場合において、養護者による高齢者

虐待にいつでも迅速に対応することができる

よう、特に配慮しなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

１４ 障害者基本法（抄） 

1970(昭和 45)年 法律第 84 号 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、全ての国民が、障害の有無

にかかわらず、等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであ

るとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の

有無によつて分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会

を実現するため、障害者の自立及び社会参加の

支援等のための施策に関し、基本原則を定め、
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及び国、地方公共団体等の責務を明らかにする

とともに、障害者の自立及び社会参加の支援等

のための施策の基本となる事項を定めること

等により、障害者の自立及び社会参加の支援等

のための施策を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第 2条 この法律において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発

達障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であ

つて、障害及び社会的障壁により継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとつて日常

生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念そ

の他一切のものをいう。 

（地域社会における共生等） 

第 3条 第 1条に規定する社会の実現は、全ての

障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人

権を享有する個人としてその尊厳が重んぜら

れ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権

利を有することを前提としつつ、次に掲げる事

項を旨として図られなければならない。 

一 全て障害者は、社会を構成する一員として

社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動

に参加する機会が確保されること。 

二 全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生

活するかについての選択の機会が確保され、

地域社会において他の人々と共生すること

を妨げられないこと。 

三 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を

含む。）その他の意思疎通のための手段につ

いての選択の機会が確保されるとともに、情

報の取得又は利用のための手段についての

選択の機会の拡大が図られること。 

（差別の禁止） 

第 4条 何人も、障害者に対して、障害を理由と

して、差別することその他の権利利益を侵害す

る行為をしてはならない。 

2   社会的障壁の除去は、それを必要としている

障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担

が過重でないときは、それを怠ることによつて

前項の規定に違反することとならないよう、そ

の実施について必要かつ合理的な配慮がされ

なければならない。 

3   国は、第 1項の規定に違反する行為の防止に

関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行

為の防止を図るために必要となる情報の収集、

整理及び提供を行うものとする。 

（国際的協調） 

第 5条 第 1条に規定する社会の実現は、そのた

めの施策が国際社会における取組と密接な関

係を有していることに鑑み、国際的協調の下に

図られなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 6条 国及び地方公共団体は、第 1条に規定す

る社会の実現を図るため、前 3条に定める基本

原則（以下「基本原則」という。）にのつとり、

障害者の自立及び社会参加の支援等のための

施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有

する。 

（国民の理解） 

第 7条 国及び地方公共団体は、基本原則に関す

る国民の理解を深めるよう必要な施策を講じ

なければならない。 

（国民の責務） 

第 8条 国民は、基本原則にのつとり、第 1条に

規定する社会の実現に寄与するよう努めなけ

ればならない。 

（障害者週間） 

第9条 国民の間に広く基本原則に関する関心と

理解を深めるとともに、障害者が社会、経済、

文化その他あらゆる分野の活動に参加するこ

とを促進するため、障害者週間を設ける。 

2   障害者週間は、12 月 3 日から 12 月 9 日まで

の 1週間とする。 

3   国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社

会参加の支援等に関する活動を行う民間の団

体等と相互に緊密な連携協力を図りながら、障

害者週間の趣旨にふさわしい事業を実施する

よう努めなければならない。 

（施策の基本方針） 

第 10 条 障害者の自立及び社会参加の支援等の

ための施策は、障害者の性別、年齢、障害の状

態及び生活の実態に応じて、かつ、有機的連携

の下に総合的に、策定され、及び実施されなけ

ればならない。 

2   国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社

会参加の支援等のための施策を講ずるに当た

つては、障害者その他の関係者の意見を聴き、

その意見を尊重するよう努めなければならな

い。 

（障害者基本計画等） 

第 11 条 政府は、障害者の自立及び社会参加の

支援等のための施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、障害者のための施策に関する基

本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）

を策定しなければならない。 

2   都道府県は、障害者基本計画を基本とすると

ともに、当該都道府県における障害者の状況等

を踏まえ、当該都道府県における障害者のため

の施策に関する基本的な計画（以下「都道府県

障害者計画」という。）を策定しなければなら

ない。 



- 68 - 

参考資料 
 

 

3   市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害

者計画を基本とするとともに、当該市町村にお

ける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村にお

ける障害者のための施策に関する基本的な計

画（以下「市町村障害者計画」という。）を策

定しなければならない。 

4   内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議す

るとともに、障害者政策委員会の意見を聴いて、

障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求

めなければならない。 

5   都道府県は、都道府県障害者計画を策定する

に当たつては、第 36 条第 1項の合議制の機関

の意見を聴かなければならない。 

6   市町村は、市町村障害者計画を策定するに当

たつては、第 36 条第 4項の合議制の機関を設

置している場合にあつてはその意見を、その他

の場合にあつては障害者その他の関係者の意

見を聴かなければならない。 

7   政府は、障害者基本計画を策定したときは、

これを国会に報告するとともに、その要旨を公

表しなければならない。 

8   第 2項又は第3項の規定により都道府県障害

者計画又は市町村障害者計画が策定されたと

きは、都道府県知事又は市町村長は、これを当

該都道府県の議会又は当該市町村の議会に報

告するとともに、その要旨を公表しなければな

らない。 

9   第 4項及び第7項の規定は障害者基本計画の

変更について、第 5項及び前項の規定は都道府

県障害者計画の変更について、第 6項及び前項

の規定は市町村障害者計画の変更について準

用する。 

（略） 

（教育） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、障害者が、そ

の年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏ま

えた十分な教育が受けられるようにするため、

可能な限り障害者である児童及び生徒が障害

者でない児童及び生徒と共に教育を受けられ

るよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善

及び充実を図る等必要な施策を講じなければ

ならない。 

2   国及び地方公共団体は、前項の目的を達成す

るため、障害者である児童及び生徒並びにその

保護者に対し十分な情報の提供を行うととも

に、可能な限りその意向を尊重しなければなら

ない。 

3   国及び地方公共団体は、障害者である児童及

び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流

及び共同学習を積極的に進めることによつて、

その相互理解を促進しなければならない。 

4   国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、

調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向

上、適切な教材等の提供、学校施設の整備その

他の環境の整備を促進しなければならない。 

（療育） 

第 17 条 国及び地方公共団体は、障害者である

子どもが可能な限りその身近な場所において

療育その他これに関連する支援を受けられる

よう必要な施策を講じなければならない。 

2   国及び地方公共団体は、療育に関し、研究、

開発及び普及の促進、専門的知識又は技能を有

する職員の育成その他の環境の整備を促進し

なければならない。 

（職業相談等） 

第 18 条 国及び地方公共団体は、障害者の職業

選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に

応じて適切な職業に従事することができるよ

うにするため、障害者の多様な就業の機会を確

保するよう努めるとともに、個々の障害者の特

性に配慮した職業相談、職業指導、職業訓練及

び職業紹介の実施その他必要な施策を講じな

ければならない。 

2   国及び地方公共団体は、障害者の多様な就業

の機会の確保を図るため、前項に規定する施策

に関する調査及び研究を促進しなければなら

ない。 

3   国及び地方公共団体は、障害者の地域社会に

おける作業活動の場及び障害者の職業訓練の

ための施設の拡充を図るため、これに必要な費

用の助成その他必要な施策を講じなければな

らない。 

（雇用の促進等） 

第 19 条 国及び地方公共団体は、国及び地方公

共団体並びに事業者における障害者の雇用を

促進するため、障害者の優先雇用その他の施策

を講じなければならない。 

2   事業主は、障害者の雇用に関し、その有する

能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を確保

するとともに、個々の障害者の特性に応じた適

正な雇用管理を行うことによりその雇用の安

定を図るよう努めなければならない。 

3   国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事

業主に対して、障害者の雇用のための経済的負

担を軽減し、もつてその雇用の促進及び継続を

図るため、障害者が雇用されるのに伴い必要と

なる施設又は設備の整備等に要する費用の助

成その他必要な施策を講じなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

１５ 障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（抄） 

2013(平成 25)年 法律第 65 号 

 

第 1 章 総則 

（目的） 
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第 1 条 この法律は、障害者基本法（昭和 45 年

法律第 84 号）の基本的な理念にのっとり、全

ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本

的人権を享有する個人としてその尊厳が重ん

ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障され

る権利を有することを踏まえ、障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する基本的な事項、行

政機関等及び事業者における障害を理由とす

る差別を解消するための措置等を定めること

により、障害を理由とする差別の解消を推進し、

もって全ての国民が、障害の有無によって分け

隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現に資するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第 2条 この法律において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発

達障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であ

って、障害及び社会的障壁により継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常

生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念そ

の他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人

等、地方公共団体（地方公営企業法（昭和 27

年法律第 292 号）第 3章の規定の適用を受け

る地方公共団体の経営する企業を除く。第 7

号、第 10 条及び附則第 4条第 1項において

同じ。）及び地方独立行政法人をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機

関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下

に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平

成 11 年法律第 89 号）第 49 条第 1項及び

第 2項に規定する機関（これらの機関のう

ちニの政令で定める機関が置かれる機関

にあっては、当該政令で定める機関を除

く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120

号）第 3条第 2項に規定する機関（ホの政

令で定める機関が置かれる機関にあって

は、当該政令で定める機関を除く。） 

ニ 内閣府設置法第39条及び第55条並びに

宮内庁法（昭和 22 年法律第 70 号）第 16

条第 2項の機関並びに内閣府設置法第 40

条及び第 56 条（宮内庁法第 18 条第 1項に

おいて準用する場合を含む。）の特別の機

関で、政令で定めるもの 

ホ 国家行政組織法第8条の2の施設等機関

及び同法第 8条の 3の特別の機関で、政令

で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平

成 11 年法律第 103 号）第 2条第 1項に規

定する独立行政法人をいう。ロにおいて同

じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別

の法律により特別の設立行為をもって設

立された法人（独立行政法人を除く。）又

は特別の法律により設立され、かつ、その

設立に関し行政庁の認可を要する法人の

うち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法

（平成 15 年法律第 118 号）第 2条第 1項に

規定する地方独立行政法人（同法第 21 条第 3

号に掲げる業務を行うものを除く。）をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、

独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立

行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 3条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨

にのっとり、障害を理由とする差別の解消の推

進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実

施しなければならない。 

（国民の責務） 

第 4条 国民は、第 1条に規定する社会を実現す

る上で障害を理由とする差別の解消が重要で

あることに鑑み、障害を理由とする差別の解消

の推進に寄与するよう努めなければならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合

理的な配慮に関する環境の整備） 

第 5条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の

除去の実施についての必要かつ合理的な配慮

を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の

改善及び設備の整備、関係職員に対する研修そ

の他の必要な環境の整備に努めなければなら

ない。 

第2章 障害を理由とする差別の解消の推進に関

する基本方針 

第 6条 政府は、障害を理由とする差別の解消の

推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施

するため、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する基本方針（以下「基本方針」という。）

を定めなければならない。 

2   基本方針は、次に掲げる事項について定める

ものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関

する施策に関する基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする

差別を解消するための措置に関する基本的

な事項 
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三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別

を解消するための措置に関する基本的な事

項 

四 その他障害を理由とする差別の解消の推

進に関する施策に関する重要事項 

3   内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。 

4   内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しよう

とするときは、あらかじめ、障害者その他の関

係者の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるとともに、障害者政策委員会の意見を聴

かなければならない。 

5   内閣総理大臣は、第 3項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公

表しなければならない。 

6   前 3 項の規定は、基本方針の変更について準

用する。 

第3章 行政機関等及び事業者における障害を理

由とする差別を解消するための措置 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁

止） 

第 7条 行政機関等は、その事務又は事業を行う

に当たり、障害を理由として障害者でない者と

不当な差別的取扱いをすることにより、障害者

の権利利益を侵害してはならない。 

2   行政機関等は、その事務又は事業を行うに当

たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要

としている旨の意思の表明があった場合にお

いて、その実施に伴う負担が過重でないときは、

障害者の権利利益を侵害することとならない

よう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態

に応じて、社会的障壁の除去の実施について必

要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第 8条 事業者は、その事業を行うに当たり、障

害を理由として障害者でない者と不当な差別

的取扱いをすることにより、障害者の権利利益

を侵害してはならない。 

2   事業者は、その事業を行うに当たり、障害者

から現に社会的障壁の除去を必要としている

旨の意思の表明があった場合において、その実

施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権

利利益を侵害することとならないよう、当該障

害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社

会的障壁の除去の実施について必要かつ合理

的な配慮をするように努めなければならない。 

（略） 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第 10 条 地方公共団体の機関及び地方独立行政

法人は、基本方針に即して、第七条に規定する

事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方

独立行政法人の職員が適切に対応するために

必要な要領（以下この条及び附則第 4条におい

て「地方公共団体等職員対応要領」という。）

を定めるよう努めるものとする。 

2   地方公共団体の機関及び地方独立行政法人

は、地方公共団体等職員対応要領を定めようと

するときは、あらかじめ、障害者その他の関係

者の意見を反映させるために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

3   地方公共団体の機関及び地方独立行政法人

は、地方公共団体等職員対応要領を定めたとき

は、遅滞なく、これを公表するよう努めなけれ

ばならない。 

4   国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政

法人による地方公共団体等職員対応要領の作

成に協力しなければならない。 

5   前 3 項の規定は、地方公共団体等職員対応要

領の変更について準用する。 

（事業者のための対応指針） 

第 11 条 主務大臣は、基本方針に即して、第 8

条に規定する事項に関し、事業者が適切に対応

するために必要な指針（以下「対応指針」とい

う。）を定めるものとする。 

2   第 9 条第 2項から第 4項までの規定は、対応

指針について準用する。 

（略） 

（事業主による措置に関する特例） 

第 13 条 行政機関等及び事業者が事業主として

の立場で労働者に対して行う障害を理由とす

る差別を解消するための措置については、障害

者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法

律第 123 号）の定めるところによる。 

第4章 障害を理由とする差別を解消するための

支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第 14 条 国及び地方公共団体は、障害者及びそ

の家族その他の関係者からの障害を理由とす

る差別に関する相談に的確に応ずるとともに、

障害を理由とする差別に関する紛争の防止又

は解決を図ることができるよう必要な体制の

整備を図るものとする。 

（啓発活動） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、障害を理由と

する差別の解消について国民の関心と理解を

深めるとともに、特に、障害を理由とする差別

の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、

必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第 16 条 国は、障害を理由とする差別を解消す

るための取組に資するよう、国内外における障

害を理由とする差別及びその解消のための取

組に関する情報の収集、整理及び提供を行うも

のとする。 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第 17 条 国及び地方公共団体の機関であって、

医療、介護、教育その他の障害者の自立と社会

参加に関連する分野の事務に従事するもの（以



- 71 - 

参考資料 
 

 

下この項及び次条第 2項において「関係機関」

という。）は、当該地方公共団体の区域におい

て関係機関が行う障害を理由とする差別に関

する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた

障害を理由とする差別を解消するための取組

を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により

構成される障害者差別解消支援地域協議会（以

下「協議会」という。）を組織することができ

る。 

2   前項の規定により協議会を組織する国及び

地方公共団体の機関は、必要があると認めると

きは、協議会に次に掲げる者を構成員として加

えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第 7

号）第 2条第 2項に規定する特定非営利活動

法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が

必要と認める者 

（協議会の事務等） 

第 18 条 協議会は、前条第 1項の目的を達する

ため、必要な情報を交換するとともに、障害者

からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえ

た障害を理由とする差別を解消するための取

組に関する協議を行うものとする。 

2   関係機関及び前条第 2項の構成員（次項にお

いて「構成機関等」という。）は、前項の協議

の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえ

た障害を理由とする差別を解消するための取

組を行うものとする。 

3   協議会は、第 1項に規定する情報の交換及び

協議を行うため必要があると認めるとき、又は

構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事

例を踏まえた障害を理由とする差別を解消す

るための取組に関し他の構成機関等から要請

があった場合において必要があると認めると

きは、構成機関等に対し、相談を行った障害者

及び差別に係る事案に関する情報の提供、意見

の表明その他の必要な協力を求めることがで

きる。 

4   協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共

団体において処理する。 

5   協議会が組織されたときは、当該地方公共団

体は、内閣府令で定めるところにより、その旨

を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第 19 条 協議会の事務に従事する者又は協議会

の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らし

てはならない。 

（協議会の定める事項） 

第 20 条 前 3条に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定

める。 

以下（略） 

 

 

 

１６ 同和対策審議会答申（抄） 

1965(昭和 40)年 8 月 11 日 

 政府同和対策審議会 

 

前文 

昭和36年 12月 7日内閣総理大臣は本審議会に

対して「同和地区に関する社会的乃び経済的諸問

題を解決するための基本的方策」について諮問さ

れた。いうまでもなく同和問題は人類普遍の原理

である人間の自由と平等に関する問題であり、日

本国憲法によって保障された基本的人権にかか

わる課題である。したがって、審議会はこれを未

解決に放置することは断じて許されないことで

あり、その早急な解決こそ国の責務であり、同時

に国民的課題であるとの認識に立って対策の探

求に努力した。その間、審議会は問題の重要性に

かんがみ存置期間を二度にわたって延長し、同和

地区の実情把握のために全国及び特定の地区の

実態の調査も行なった。その結果は附属報告書の

とおりきわめて憂慮すべき状態にあり、関係地区

住民の経済状態、生活環境等がすみやかに改善さ

れ平等なる日本国民としての生活が確保される

ことの重要性を改めて認識したのである。 

したがって、審議もきわめて慎重であり、総会

を開くこと 42 回、部会 121 回、小委員会 21 回に

およんだ。 

しかしながら、現在の段階で対策のすべてにわ

たって具体的に答申することは困難である。しか

し、問題の解決は焦眉の急を要するものであり、

いたずらに日を重ねることは許されない状態に

あるので、以下の結論をもってその諮問に答える

こととした。 

時あたかも政府は社会開発の基本方針をうち

出し、高度経済成長に伴なう社会経済の大きな変

動がみられようとしている。これと同時に人間尊

重の精神が強調されて、政治、行政の面で新らし

く施策が推進されようとする状態にある。まさに

同和問題を解決すべき絶好の機会というべきで

ある。 

政府においては、本答申の精神を尊重し、有効

適切な施策を実施して、問題を抜本的に解決し、

恥ずべき社会悪を払拭して、あるべからざる差別

の長き歴史の終始符が一日もすみやかに実現さ

れるよう万全の処置をとられることを要望し期

待するものである。 

第 1部 同和問題の認識 

1  同和問題の本質 

いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発

展の過程において形成された身分階層構造に

基づく差別により、日本国民の一部の集団が経
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済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、

現代社会においても、なおいちじるしく基本的

人権を侵害され、とくに、近代社会の原理とし

て何人にも保障されている市民的権利と自由

を完全に保障されていないという、もっとも深

刻にして重大な社会問題である。 

その特徴は、多数の国民が社会的現実として

の差別があるために一定地域に共同体的集落

を形成していることにある。最近この集団的居

住地域から離脱して一般地区に混住するもの

も多くなってきているが、それらの人々もまた

その伝統的集落の出身なるがゆえに陰に陽に

身分的差別のあつかいをうけている。集落をつ

くっている住民は、かつて「特殊部落」「後進

部落」「細民部落」など蔑称でよばれ、明らか

な差別の対象となっているのである。 

この「未解放部落」または「同和関係地区」

（以下単に「同和地区」という。）の起源や沿

革については、人種的起源説、宗教的起源説、

職業的起源説、政治的起源説などの諸説がある。

しかし、本審議会は、これら同和地区の起源を

学問的に究明することを任務とするものでは

ない。ただ、世人の偏見を打破するためにはっ

きり断言しておかなければならないのは同和

地区の住民は異人種でも異民族でもなく、疑い

もなく日本民族、日本国民であるということで

ある。 

すなわち、同和問題は、日本民族、日本国民

のなかの身分的差別をうける少数集団の問題

である。同和地区は、中世末期ないしは近世初

期において、封建社会の政治的、経済的、社会

的諸条件に規制せられ、一定地域に定着して居

住することにより形成された集落である。 

封建社会の身分制度のもとにおいては、同和

地区住民は最下級の賎しい身分として規定さ

れ、職業、住居、婚姻、交際、服装等にいたる

まで社会生活のあらゆる面できびしい差別扱

いをうけ、人間外のものとして、人格をふみに

じられていたのである。しかし明治維新の変革

は、同和地区住民にとって大きな歴史的転換の

契機となった。すなわち、明治 4年 8月 28 日

公布された太政官布告第 61 号により、同和地

区住民は、いちおう制度上の身分差別から解放

されたのである。この意味において、歴史的な

段階としては、同和問題は明治維新後の近代か

ら解消への過程をたどっているということが

できる。しかしながら、太政官布告は形式的な

解放令にすぎなかった。それは単に蔑称を廃止

し、身分と職業が平民なみにあつかわれること

を宣明したにとどまり、現実の社会関係におけ

る実質的な解放を保障するものではなかった。

いいかえれば、封建社会の身分階層構造の最低

辺に圧迫され、非人間的な権利と極端な貧困に

陥れられた同和地区住民を、実質的にその差別

と貧困から解放するための政策は行われなか

った。したがって、明治維新後の社会において

も、差別の実態はほとんど変化がなく、同和地

区住民は、封建時代とあまりかわらない悲惨な

状態のもとに絶望的な生活を続けてきたので

ある。 

その後、大正時代になって、米騒動が勃発し

た際、各地で多数の同和地区住民がそれに参加

した。その後、全国水平社の自主的解放運動が

おこり、それを契機にようやく同和問題の重要

性が認識されるにいたった。すなわち、政府は

国の予算に新しく地方改善費の名目による地

区の環境改善を行なうようになった。しかし、

それらの部分的な改善によって同和問題の根

本的解決が実現するはずはなく、同和地区住民

はいぜんとして、差別の中の貧困の状態におか

れてきた。 

わが国の産業経済は、「二重構造」といわれ

る構造的特質をもっている。すなわち、一方に

は先進国なみの発展した近代的大企業があり、

他方には後進国なみの遅れた中小企業や零細

経営の農業がある。この二つの領域のあいだに

は質的な断層があり、頂点の大企業と底辺の零

細企業とには大きな格差がある。 

なかでも、同和地区の産業経済はその最低辺

を形成し、わが国経済の発展からとり残された

非近代的部門を形成している。 

このような経済構造の特質は、そっくりその

まま社会構造に反映している。すなわち、わが

国の社会は、一面では近代的な市民社会の性格

をもっているが、他面では、前近代的な身分社

会の性格をもっている。今日なお古い伝統的な

共同体関係が生き残っており、人々は個人とし

て完全に独立しておらず、伝統や慣習に束縛さ

れて、自由な意志で行動することを妨げられて

いる。 

また、封建的な身分階層秩序が残存しており、

家父長制的な家族関係、家柄や格式が尊重され

る村落の風習、各種団体の派閥における親分子

分の結合など、社会のいたるところに身分の上

下と支配服従の関係がみられる。 

さらに、また、精神、文化の分野でも昔なが

らの迷信、非合理的な偏見、前時代的な意識な

どが根づよく生き残っており、特異の精神風土

と民族的性格を形成している。 

このようなわが国の社会、経済、文化体制こ

そ、同和問題を存続させ、部落差別を支えてい

る歴史的社会的根拠である。 

したがって、戦後のわが国の社会状況はめざ

ましい変化を遂げ、政治制度の民主化が前進し

たのみでなく、経済の高度成長を基底とする社

会、経済、文化の近代化が進展したにもかかわ

らず、同和問題はいぜんとして未解決のままで

とり残されているのである。 
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しかるに、世間の一部の人々は、同和問題は

過去の問題であって、今日の民主化、近代化が

進んだわが国においてはもはや問題は存在し

ないと考えている。 

けれども、この問題の存在は、主観をこえた

客観的事実に基づくものである。 

同和問題もまた、すべての社会事象がそうで

あるように、人間社会の歴史的発展の一定の段

階において発生し、成長し、消滅する歴史的現

象にほかならない。  

したがって、いかなる時代がこようと、どの

ように社会が変化しようと、同和問題が解決す

ることは永久にありえないと考えるのは妥当

でない。また、「寝た子をおこすな」式の考え

で、同和問題はこのまま放置しておけば社会進

化にともないいつとはなく解消すると主張す

ることにも同意できない。 

実に部落差別は、半封建的な身分的差別であ

り、わが国の社会に潜在的または顕在的に厳存

し、多種多様の形態で発現する。それを分類す

れば、心理的差別と実態的差別とにこれを分け

ることができる。 

心理的差別とは、人々の観念や意識のうちに

潜在する差別であるが、それは言語や文字や行

為を媒介として顕在化する。たとえば、言葉や

文字では封建的身分の賎称をあらわして侮蔑

する差別、非合理な偏見や嫌悪の感情によって

交際を拒み、婚約を破棄するなどの行動にあら

われる差別である。実態的差別とは、同和地区

住民の生活実態に具現されている差別のこと

である。たとえば、就職・教育の機会均等が実

質的に保障されず、政治に参与する権利が選挙

などの機会に阻害され、一般行政諸施策がその

対象から疎外されるなどの差別であり、このよ

うな劣悪な生活環境、特殊で低位の職業構成、

平均値の数倍にのぼる高率の生活保護率、きわ

だって低い教育文化水準など同和地区の特徴

として指摘される諸現象は、すべて差別の具象

化であるとする見方である。 

このような心理的差別と実態的差別とは相

互に因果関係を保ち相互に作用しあっている。

すなわち、心理的差別が原因となって実態的差

別をつくり、反面では実態的差別が原因となっ

て心理的差別を助長するという具合である。そ

して、この相関関係が差別を再生産する悪循環

をくりかえすわけである。 

すなわち、近代社会における部落差別とは、

ひとくちにいえば、市民的権利、自由の侵害に

ほかならない。市民的権利、自由とは、職業選

択の自由、教育の機会均等を保障される権利、

居住及び移転の自由、結婚の自由などであり、

これらの権利と自由が同和地区住民にたいし

ては完全に保障されていないことが差別なの

である。これらの市民的権利と自由のうち、職

業選択の自由、すなわち就業の機会均等が完全

に保障されていないことが特に重大である。な

ぜなら、歴史をかえりみても、同和地区住民が

その時代における主要産業の生産過程から疎

外され、賎業とされる雑業に従事していたこと

が社会的地位の上昇と解放への道を阻む要因

となったのであり、このことは現代社会におい

ても変わらないからである。したがって、同和

地区住民に就職と教育の機会均等を完全に保

障し、同和地区に滞留する停滞的過剰人口を近

代的な主要産業の生産過程に導入することに

より生活の安定と地位の向上をはかることが、

同和問題解決の中心的課題である。 

以上の解明によって、部落差別は単なる観念

の亡霊ではなく現実の社会に実在することが

理解されるであろう。いかなる同和対策も、以

上のような問題の認識に立脚しないかぎり、同

和問題の根本的解決を実現することはもちろ

ん、個々の行政施策の部分的効果を十分にあげ

ることをも期待しがたいであろう。 

以下（略） 

 

 

１７ 同和問題の早期解決に向けた今後の方策

の基本的な在り方について（意見具申）（抄） 

1996(平成 8)年 5 月 17 日  

地域改善対策協議会 

 

1   同和問題に関する基本認識 

（略） 

世界の平和を願う我が国が、世界各国との連

携・協力の下に、あらゆる差別の解消を目指す

国際社会の重要な一員として、その役割を積極

的に果たしていくことは、「人権の世紀」であ

る 21 世紀に向けた我が国の枢要な責務という

べきである。 

ひるがえって、我が国固有の人権問題である

同和問題は、憲法が保障する基本的人権の侵害

に係る深刻かつ重大な問題である。戦後50年、

本格的な対策が始まってからも四半世紀余、同

和問題は多くの人々の努力によって、解決へ向

けて進んでいるものの、残念ながら依然として

我が国における重要な課題と言わざるを得な

い。その意味で、戦後民主主義の真価が問われ

ていると言えよう。また、国際社会における我

が国の果たすべき役割からすれば、まずは足元

とも言うべき国内において、同和問題など様々

な人権問題を一日も早く解決するよう努力す

ることは、国際的な責務である。 

昭和 40 年の同和対策審議会答申（同対審答

申）は、同和問題の解決は国の責務であると同

時に国民的課題であると指摘している。その精

神を踏まえて、今後とも、国や地方公共団体は

もとより、国民の一人一人が同和問題の解決に
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向けて主体的に努力していかなければならな

い。そのためには、基本的人権を保障された国

民一人一人が、自分自身の課題として、同和問

題を人権問題という本質から捉え、解決に向け

て努力する必要がある。 

同和問題は過去の課題ではない。この問題の

解決に向けた今後の取組みを人権にかかわる

あらゆる問題の解決につなげていくという、広

がりをもった現実の課題である。そのような観

点から、これまでの成果を土台とし、従来の取

組みの反省を踏まえ、未来に向けた新たな方向

性を見極めるべき時に差しかかっていると言

えよう。 

2   同和問題解決への取組みの経緯と現状 

(1) これまでの経緯（略） 

(2) 現状と課題 

① 現状（略） 

② これまでの成果と今後の主な課題 

実態調査の結果からみて、これまでの対策

は生活環境の改善をはじめとする物的な基

盤整備がおおむね完了するなど着実に成果

をあげ、様々な面で存在していた較差は大き

く改善された。  

しかし、高等学校や大学への進学率にみら

れるような教育の問題、これと密接に関連す

る不安定就労の問題、産業面の問題など、較

差がなお存在している分野がみられる。差別

意識は着実に解消へ向けて進んでいるもの

の結婚問題を中心に依然として根深く存在

している。また、人権侵害が生じている状況

もみられ、その際の人権擁護機関の対応はな

お十分なものとは言えない。さらに、適正化

対策もなお不十分な状況である。  

同和問題の解決に向けた今後の主要な課

題は、依然として存在している差別意識の解

消、人権侵害による被害の救済等の対応、教

育、就労、産業等の面でなお存在している較

差の是正、差別意識を生む新たな要因を克服

するための施策の適正化であると考えられ

る。これらの課題については、その背景に関

して十分な分析を行い、適切な施策が講じら

れる必要がある。 

3   同和問題解決への展望 

(1) これまでの対策の意義と評価（略） 

(2) 今後の施策の基本的な方向 

特別対策は、事業の実施の緊要性等に応じて

講じられるものであり、状況が整えばできる限

り早期に一般対策へ移行することになる。一方、

教育、就労、産業等の面でなお存在している較

差の背景には様々な要因があり、短期間で集中

的に較差を解消することは困難とみられ、ある

程度の時間をかけて粘り強く較差解消に努め

るべきである。 

このようなことから、従来の対策を漫然と継

続していたのでは同和問題の早期解決に至る

ことは困難であり、これまでの特別対策につい

ては、おおむねその目的を達成できる状況にな

ったことから、現行法の期限である平成 9年 3

月末をもって終了することとし、教育、就労、

産業等のなお残された課題については、その解

決のため、4で述べるような工夫を一般対策に

加えつつ対応するという基本姿勢に立つべき

である。 

本報告に盛り込まれた施策を実現していく

ため、法的措置の必要性を含め各般の措置につ

いて具体的に検討し、これに基づいて、国及び

地方公共団体は、基本的人権の尊重と同和問題

の一日も早い解決をうたった同対審答申の精

神とこれまでの成果を踏まえつつ、それぞれが

その責務を自覚し、今後とも一致協力して、こ

れらの課題の解決に向けて積極的に取り組ん

でいく必要がある。 

同対審答申は、「部落差別が現存するかぎり

この行政は積極的に推進されなければならな

い」と指摘しており、特別対策の終了、すなわ

ち一般対策への移行が、同和問題の早期解決を

目指す取組みの放棄を意味するものでないこ

とは言うまでもない。一般対策移行後は、従来

にも増して、行政が基本的人権の尊重という目

標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのある

ことも視野に入れながら、地域の状況や事業の

必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実施

していく主体的な姿勢が求められる。 

4   今後の重点施策の方向 

(1) 差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推  

進 

① 基本的な考え方 

差別意識の解消のために教育及び啓発

の果たすべき役割は極めて大きく、これま

で様々な手法で施策が推進されてきた。し

かしながら、同和問題に関する国民の差別

意識は解消へ向けて進んでいるものの依

然として根深く存在しており、その解消に

向けた教育及び啓発は引き続き積極的に

推進していかなければならない。  

教育及び啓発の手法には、法の下の平等、

個人の尊重といった普遍的な視点からア

プローチしてそれぞれの差別問題の解決

につなげていく手法と、それぞれの差別問

題の解決という個別的な視点からアプロ

ーチしてあらゆる差別の解消につなげて

いく手法があるが、この両者は対立するも

のではなく、その両者があいまって人権意

識の高揚が図られ、様々な差別問題も解消

されていくものと考えられる。  

今後、差別意識の解消を図るに当たって

は、これまでの同和教育や啓発活動の中で

積み上げられてきた成果とこれまでの手
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法への評価を踏まえ、すべての人の基本的

人権を尊重していくための人権教育、人権

啓発として発展的に再構築すべきと考え

られる。その中で、同和問題を人権問題の

重要な柱として捉え、この問題に固有の経

緯等を十分に認識しつつ、国際的な潮流と

その取組みを踏まえて積極的に推進すべ

きである。  

同様な観点から、「人権教育のための国

連 10 年」に係る施策の中でも、同和問題

を我が国の人権問題における重要な柱と

して捉え、今後策定される国内行動計画に

基づいて教育及び啓発を積極的に推進し、

同和問題に関する差別意識の解消に努め

るべきである。 

② 実施体制の整備と内容の創意工夫（略） 

(2) 人権侵害による被害の救済等の対応の充

実強化（略） 

(3) 地域改善対策特定事業の一般対策への円

滑な移行 

① 基本的な考え方 

既に述べたように、現行の特別対策の期

限をもって一般対策へ移行するという基

本姿勢に立つことは、同和問題の早期解決

を目指す取組みの放棄を意味するもので

はない。今後の施策ニーズには必要な各般

の一般対策によって的確に対応していく

ということであり、国及び地方公共団体は

一致協力して、残された課題の解決に向け

て積極的に取り組んでいく必要がある。  

この一般対策への移行を円滑に行うた

めには、下記に述べるような一部の事業等

については一定の工夫が必要と考えられ

る。その具体化に当たっては、一般対策へ

の移行の趣旨に照らせば限定的でなけれ

ばならないが、既存の一般対策の状況、な

お残されている課題の状況、地方公共団体

の財政状況等を踏まえた上で、これまでの

施策の成果が損なわれるなどの支障が生

ずることのないよう配慮すべきである。 

② 工夫の方向 

（略） 

教育の分野においては、高等学校の進学

率や中退率、また大学への進学率をみても

全国平均と比べてなお較差がみられる状

況であり、その背景にある様々な要因も考

慮した場合、教育を巡る課題は今なお多く、

較差の解消にはある程度の時間を要する

ものと考えられる。高等学校等進学奨励費

補助事業については、教育が就労の安定、

生活水準の向上等社会生活の多くの分野

の改善を図る上での基礎的条件をなすも

のであることにかんがみ、他の奨学資金制

度との整合性、運用の適正化等、様々な論

議に留意しながら、当面、所要の施策を講

ずることが望ましいと考えられる。その際、

これまでの成果が損なわれることのない

よう十分配慮し、自立促進の観点に立ち、

今後一層の進学意欲と学力の向上を目指

して、学校、家庭、地域社会が一体となっ

た総合的な取組みが必要である。 

（略） 

(4) 今後の施策の適正な推進 

① 基本的な考え方 

これまでの当協議会意見具申等の中で、

行政の主体性の確立、同和関係者の自立向

上、えせ同和行為の排除、同和問題につい

ての自由な意見交換のできる環境づくり

の必要性が指摘されているが、今日におい

てもなお十分な状況とは言えない。それだ

け、この問題の難しさがあるものと考えら

れるが、引き続き、これらを達成するため

の息の長い取組みが必要である。 

以下（略） 

 

 

 

１８ 部落差別の解消の推進に関する法律 

2016(平成 28)年 法律第 109 号 

 

（目的） 

第 1条 この法律は、現在もなお部落差別が存在

するとともに、情報化の進展に伴って部落差別

に関する状況の変化が生じていることを踏ま

え、全ての国民に基本的人権の享有を保障する

日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許さ

れないものであるとの認識の下にこれを解消

することが重要な課題であることに鑑み、部落

差別の解消に関し、基本理念を定め、並びに国

及び地方公共団体の責務を明らかにするとと

もに、相談体制の充実等について定めることに

より、部落差別の解消を推進し、もって部落差

別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第 2条 部落差別の解消に関する施策は、全ての

国民が等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであるとの

理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に

対する国民一人一人の理解を深めるよう努め

ることにより、部落差別のない社会を実現する

ことを旨として、行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 3条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落

差別の解消に関する施策を講ずるとともに、地

方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する

施策を推進するために必要な情報の提供、指導

及び助言を行う責務を有する。 

2   地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、
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部落差別の解消に関し、国との適切な役割分担

を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携

を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講

ずるよう努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第 4条 国は、部落差別に関する相談に的確に応

ずるための体制の充実を図るものとする。 

2   地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に関

する相談に的確に応ずるための体制の充実を

図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 

第 5条 国は、部落差別を解消するため、必要な

教育及び啓発を行うものとする。 

2   地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を解

消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努

めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第 6条 国は、部落差別の解消に関する施策の実

施に資するため、地方公共団体の協力を得て、

部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

 

１９ 本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組の推進に関する法律 

2016(平成 28)年 法律第 68 号 

 

前文 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国

又は地域の出身であることを理由として、適法に

居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地

域社会から排除することを煽せん動する不当な

差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が

多大な苦痛を強いられるとともに、当該地域社会

に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあっ

てはならず、こうした事態をこのまま看過するこ

とは、国際社会において我が国の占める地位に照

らしても、ふさわしいものではない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許され

ないことを宣言するとともに、更なる人権教育と

人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その

理解と協力を得つつ、不当な差別的言動の解消に

向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、本邦外出身者に対する不当

な差別的言動の解消が喫緊の課題であることに

鑑み、その解消に向けた取組について、基本理

念を定め、及び国等の責務を明らかにするとと

もに、基本的施策を定め、これを推進すること

を目的とする。 

（定義） 

第 2条 この法律において「本邦外出身者に対す

る不当な差別的言動」とは、専ら本邦の域外に

ある国若しくは地域の出身である者又はその子

孫であって適法に居住するもの（以下この条に

おいて「本邦外出身者」という。）に対する差別

的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその

生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を

加える旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮

蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出

身であることを理由として、本邦外出身者を地

域社会から排除することを煽動する不当な差別

的言動をいう。 

（基本理念） 

第 3条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消の必要性に対する理解を深める

とともに、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動のない社会の実現に寄与するよう努めなけ

ればならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 4条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組に関する施策を実施

するとともに、地方公共団体が実施する本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向け

た取組に関する施策を推進するために必要な助

言その他の措置を講ずる責務を有する。 

2   地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当

な差別的言動の解消に向けた取組に関し、国と

の適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情

に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

第 2章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第 5条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別

的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、

これに関する紛争の防止又は解決を図ることが

できるよう、必要な体制を整備するものとする。 

2   地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動に関する相談に的確

に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又

は解決を図ることができるよう、必要な体制を

整備するよう努めるものとする。 

（教育の充実等） 

第 6条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別

的言動を解消するための教育活動を実施すると

ともに、そのために必要な取組を行うものとす

る。 

2   地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動を解消するための教

育活動を実施するとともに、そのために必要な

取組を行うよう努めるものとする。 
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（啓発活動等） 

第 7条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消の必要性について、国民に周知し、

その理解を深めることを目的とする広報その他

の啓発活動を実施するとともに、そのために必

要な取組を行うものとする。 

2   地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏

まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の解消の必要性につ

いて、住民に周知し、その理解を深めることを

目的とする広報その他の啓発活動を実施すると

ともに、そのために必要な取組を行うよう努め

るものとする。 

附 則 

（施行期日） 

1 この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

2 不当な差別的言動に係る取組については、こ

の法律の施行後における本邦外出身者に対する

不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応

じ、検討が加えられるものとする。 

 

 

 

２０ 新潟水俣病地域福祉推進条例（抄） 

2008(平成 20)年 新潟県条例第 38 号 

 

新潟水俣病は、昭和電工株式会社鹿瀬工場から

阿賀野川に排出されたメチル水銀を含む排水に

よって引き起こされた公害であり、第 2の水俣病

として昭和40年にその被害の発生が確認された。

そして、新潟水俣病は、その流域に暮らす人々の

生活基盤であった阿賀野川の環境を汚染したば

かりでなく、人々の健康を損ない、尊い命をも奪

った。さらには、新潟水俣病が発生した地域にお

ける人々の絆に深刻な影響を及ぼした。 

そして今もなお、健康上の不安や経済的な不安

を抱える人、いわれのない偏見や中傷に苦しむ人、

その偏見や中傷をおそれ被害の声をあげること

のできない人が存在する。 

高度経済成長期において、我が国が豊かで快適

な社会の実現を追求してきた一方で、全国の各地

で様々な公害が発生し、それまでそれぞれの地域

で平穏に暮らしてきた人々にとって予想もしな

かった甚大な被害をもたらした。このような悲惨

な事態に遭った人々を社会全体で支えていくべ

きであると私たちは考える。そして、新潟水俣病

の被害者も高度経済成長期において私たちが豊

かさや快適さを享受してきた一方で発生した公

害の犠牲となった人々であることにかんがみれ

ば、新潟水俣病の被害者を私たちが社会全体で支

えていかなければならない。 

ここに私たちは、新潟水俣病の被害者がこれま

で抱えてきた痛みに真摯に向き合い、新潟水俣病

の被害者を社会全体で支えるとともに、このよう

な悲惨な公害が二度と繰り返されることなく、誰

もが安心して暮らすことのできる地域社会の実

現を目指すことを決意して、この条例を制定する。 

（目的） 

第 1条 この条例は、新潟水俣病患者の定義、県

の責務及び県民の役割を明らかにするととも

に、新潟水俣病に関する県の施策の基本となる

事項を定めることにより、新潟水俣病患者が社

会的に認知されること及びその福祉の増進を

図るとともに、新潟水俣病によって人々の絆に

深刻な影響を受けた地域社会の再生と融和を

促進し、もって誰もが安心して暮らすことので

きる地域社会の実現に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第 2条 この条例において「新潟水俣病患者」と

は、新潟水俣病の原因であるメチル水銀が蓄積

した阿賀野川の魚介類を摂取したことにより

通常のレベルを超えるメチル水銀にばく露し

た者であって水俣病の症状を有する者をいう。 

（県の責務） 

第 3条 県は、新潟水俣病の被害者が、その正当

な権利が尊重される地域社会において、安心し

て豊かな生活を営むことができるよう、新潟水

俣病に関する総合的な施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

2   県は、この条例に基づく施策の実施に当たっ

ては、市町村と緊密な連携を図るとともに、市

町村が実施する新潟水俣病に関する施策につ

いて、必要な協力を行うものとする。 

（県民の役割） 

第 4条 県民は、新潟水俣病についての正しい理

解を深め、新潟水俣病に起因して生じた問題に

よって得た教訓（以下「新潟水俣病の教訓」と

いう｡）を将来に伝えるよう努めるものとする。 

2   県民は、県が実施する新潟水俣病に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

（県の基本的施策） 

第 5条 県は、新潟水俣病患者の福祉の増進等を

図るため、新潟水俣病患者の療養及び健康管理

等に係る経済的負担の軽減を図ることを目的

とした手当の支給その他の新潟水俣病患者の

心身の状況等に応じた保健及び福祉に関する

必要な施策を講ずるものとする。 

2   県は、新潟水俣病によって人々の絆に深刻な

影響を受けた地域社会の再生と融和が図られ

るよう、新潟水俣病の被害者と地域住民との交

流の促進その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

3   県は、県民が、新潟水俣病についての正しい

理解を深め、新潟水俣病の教訓を将来に伝える

ことができるよう、新潟水俣病に関する教育の

推進及び啓発活動の充実その他必要な措置を
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講ずるものとする。 

4   県は、事業者、県民又はこれらの者の組織す

る民間の団体（以下「民間団体等」という｡）

が自発的に行う新潟水俣病の教訓を伝える活

動その他の新潟水俣病に起因して生じた問題

の解決のための活動が促進されるように努め

るものとする。 

5   県は、第 3項の教育の推進及び啓発活動の充

実並びに前項の民間団体等が自発的に行う活

動の促進に資するため、新潟県立環境と人間の

ふれあい館を活用した情報の発信その他の新

潟水俣病に関する必要な情報の提供に努める

ものとする。 

以下（略） 

 

 

 

２１ 水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解

決に関する特別措置法（抄） 

2009(平成 21)年 法律第 81 号 

 

水俣湾及び水俣川並びに阿賀野川に排出され

たメチル水銀により発生した水俣病は、八代海の

沿岸地域及び阿賀野川の下流地域において、甚大

な健康被害と環境汚染をもたらすとともに、長年

にわたり地域社会に深刻な影響を及ぼし続けた。

水俣病が、今日においても未曾有の公害とされ、

我が国における公害問題の原点とされるゆえん

である。 

水俣病の被害に関しては、公害健康被害の補償

等に関する法律の認定を受けた方々に対し補償

が行われてきたが、水俣病の被害者が多大な苦痛

を強いられるとともに、水俣病の被害についての

無理解が生まれ、平穏な地域社会に不幸な亀裂が

もたらされた。 

平成 16 年のいわゆる関西訴訟最高裁判所判決

において、国及び熊本県が長期間にわたって適切

な対応をなすことができず、水俣病の被害の拡大

を防止できなかったことについて責任を認めら

れたところであり、政府としてその責任を認め、

おわびをしなければならない。 

これまで水俣病問題については、平成 7年の政

治解決等により紛争の解決が図られてきたとこ

ろであるが、平成 16 年のいわゆる関西訴訟最高

裁判所判決を機に、新たに水俣病問題をめぐって

多くの方々が救済を求めており、その解決には、

長期間を要することが見込まれている。 

こうした事態をこのまま看過することはでき

ず、公害健康被害の補償等に関する法律に基づく

判断条件を満たさないものの救済を必要とする

方々を水俣病被害者として受け止め、その救済を

図ることとする。これにより、地域における紛争

を終結させ、水俣病問題の最終解決を図り、環境

を守り、安心して暮らしていける社会を実現すべ

く、この法律を制定する。 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、水俣病被害者を救済し、及

び水俣病問題の最終解決をすることとし、救済

措置の方針及び水俣病問題の解決に向けて行

うべき取組を明らかにするとともに、これらに

必要な補償の確保等のための事業者の経営形

態の見直しに係る措置等を定めることを目的

とする。 

（定義） 

第 2 条 この法律において「関係事業者」とは、

水俣病が生ずる原因となったメチル水銀を排

出した事業者をいう。 

2   この法律において「関係県」とは、公害健康

被害の補償等に関する法律（昭和 48 年法律第

111 号。以下「補償法」という。）第 2条第 2

項の規定により定められた第2種地域のうち水

俣病に係る地域（当該地域に係る第 2種地域の

指定が解除された場合を含む。以下「指定地域」

という。）の属する県をいう。 

3   この法律において「継続補償受給者」とは、

旧公害に係る健康被害の救済に関する特別措

置法（昭和 44 年法律第 90 号）第 3条第 1項の

認定を受けた者、補償法第 4条第 2項の認定を

受けた者その他の関係事業者が排出したメチ

ル水銀により健康被害を生じていると認めら

れた者であって関係事業者との間で当該健康

被害に係る継続的な補償のための給付（以下

「補償給付」という。）を受けることをその内

容に含む協定その他の契約を締結しているも

のをいう。 

4   この法律において「個別補償協定」とは、関

係事業者が継続補償受給者との間で締結して

いる協定その他の契約（当該継続補償受給者及

びその親族に対する補償給付に関する条項に

限る。）をいう。 

5   この法律において「公的支援」とは、関係事

業者に対し、水俣病に係る健康被害を受けた者

に対する補償金及び公害防止事業費事業者負

担法（昭和 45 年法律第 133 号）に基づく負担

金の原資等として、地方公共団体又は環境省令

で定める団体が行う融資をいう。 

（救済及び解決の原則） 

第3条 この法律による救済及び水俣病問題の解

決は、継続補償受給者等に対する補償が確実に

行われること、救済を受けるべき人々があたう

限りすべて救済されること及び関係事業者が

救済に係る費用の負担について責任を果たす

とともに地域経済に貢献することを確保する

ことを旨として行われなければならない。 

（国等の責務） 

第 4条 国、関係地方公共団体、関係事業者及び

地域住民は、前条の趣旨にのっとり、それぞれ
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の立場で、救済を受けるべき人々があたう限り

すべて救済され、水俣病問題の解決が図られる

ように努めなければならない。 

第 2章 救済措置の方針等 

（救済措置の方針） 

第 5条 政府は、関係県の意見を聴いて、過去に

通常起こり得る程度を超えるメチル水銀のば

く露を受けた可能性があり、かつ、四肢末梢優

位の感覚障害を有する者及び全身性の感覚障

害を有する者その他の四肢末梢優位の感覚障

害を有する者に準ずる者を早期に救済するた

め、一時金、療養費及び療養手当の支給（以下

「救済措置」という。）に関する方針を定め、

公表するものとする。 

2   前項の方針には、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

一 既に水俣病に係る補償又は救済を受けた

者及び補償法第 4条第 2項の認定の申請、訴

訟の提起その他の救済措置以外の手段によ

り水俣病に係る損害のてん補等を受けるこ

とを希望している者を救済措置の対象とし

ない旨 

二 四肢末梢優位の感覚障害を有する者に準

ずる者かどうかについて、口の周囲の触覚若

しくは痛覚の感覚障害、舌の二点識別覚の障

害又は求心性視野狭窄さくの所見を考慮す

るための取扱いに関する事項 

三 費用の負担その他の必要な措置に関する

事項 

3   第1項の方針のうち一時金の支給に関する部

分については、関係事業者の同意を得るものと

する。 

4   政府は、関係事業者に対し、第 1項の方針に

基づき一時金を支給することを要請するもの

とする。 

5   関係事業者は、前項の要請があった場合には、

一時金を支給するものとする。 

6   関係事業者は、前項の支給に関する事務を第

17 条第 2項の指定支給法人に委託することが

できる。 

7   関係県は、第 1項の方針に基づき療養費及び

療養手当を支給するものとする。 

8   政府は、関係県が前項の支給を行うときは、

予算の範囲内で、当該関係県に対し必要な支援

を行うものとする。 

（水俣病被害者手帳） 

第 6条 政府は、前条第 1項の方針において、同

項及び同条第 2項に定めるもののほか、関係県

が水俣病にも見られる神経症状に係る医療を

確保するためこの法律の施行の際に現にその

医療に係る措置を要するとされている者に対

して交付する水俣病被害者手帳に関する事項

を定めるものとする。 

2   関係県は、前条第 1項の方針に基づき水俣病

被害者手帳の交付をした者に対して、療養費を

支給するものとする。 

3   政府は、関係県が前項の支給を行うときは、

予算の範囲内で、当該関係県に対し必要な支援

を行うものとする。 

第 3章 水俣病問題の解決に向けた取組 

第 7条 政府、関係県（補償法第 4条第 3項の政

令で定める市を含む。第 3項において同じ。）

及び関係事業者は、相互に連携を図りながら、

水俣病問題の解決に向けて次に掲げる事項に

早期に取り組まなければならない。 

一 救済措置を実施すること。 

二 水俣病に係る補償法第4条第2項の認定等

の申請に対する処分を促進すること。 

三 水俣病に係る紛争を解決すること。 

四 補償法に基づく水俣病に係る新規認定等

を終了すること。 

2   政府、関係県及び関係事業者は、早期にあた

う限りの救済を果たす見地から、相互に連携し

て、救済措置の開始後 3年以内を目途に救済措

置の対象者を確定し、速やかに支給を行うよう

努めなければならない。 

3   政府及び関係県は、救済措置及び水俣病問題

の解決に向けた取組の周知に努めるものとす

る。 

以下（略） 

 

 

 

２２ ハンセン病問題の解決の促進に関する法  

律（抄） 

2008(平成 20)年 法律第 82 号 

 

「らい予防法」を中心とする国の隔離政策によ

り、ハンセン病の患者であった者等が地域社会に

おいて平穏に生活することを妨げられ、身体及び

財産に係る被害その他社会生活全般にわたる人

権上の制限、差別等を受けたことについて、平成

13 年 6 月、我々は悔悟と反省の念を込めて深刻に

受け止め、深くお詫びするとともに、「ハンセン

病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関

する法律」を制定し、その精神的苦痛の慰謝並び

に名誉の回復及び福祉の増進を図り、あわせて、

死没者に対する追悼の意を表することとした。こ

の法律に基づき、ハンセン病の患者であった者等

の精神的苦痛に対する慰謝と補償の問題は解決

しつつあり、名誉の回復及び福祉の増進等に関し

ても一定の施策が講ぜられているところである。 

しかしながら、国の隔離政策に起因してハンセ

ン病の患者であった者等が受けた身体及び財産

に係る被害その他社会生活全般にわたる被害の

回復には、未解決の問題が多く残されている。と

りわけ、ハンセン病の患者であった者等が、地域

社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活
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を営むことができるようにするための基盤整備

は喫緊の課題であり、適切な対策を講ずることが

急がれており、また、ハンセン病の患者であった

者等に対する偏見と差別のない社会の実現に向

けて、真摯しに取り組んでいかなければならない。 

ここに、ハンセン病の患者であった者等の福祉

の増進、名誉の回復等のための措置を講ずること

により、ハンセン病問題の解決の促進を図るため、

この法律を制定する。 

第 1章 総則 

（趣旨） 

第 1条 この法律は、国によるハンセン病の患者

に対する隔離政策に起因して生じた問題であ

って、ハンセン病の患者であった者等の福祉の

増進、名誉の回復等に関し現在もなお存在する

もの（以下「ハンセン病問題」という。）の解

決の促進に関し、基本理念を定め、並びに国及

び地方公共団体の責務を明らかにするととも

に、ハンセン病問題の解決の促進に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第 2条 この法律において「国立ハンセン病療養

所」とは、厚生労働省設置法（平成 11 年法律

第 97 号）第 16 条第 1項に規定する国立ハンセ

ン病療養所をいう。 

2   この法律において「国立ハンセン病療養所

等」とは、国立ハンセン病療養所及び本邦に設

置された厚生労働大臣が定めるハンセン病療

養所をいう。 

3   この法律において「入所者」とは、らい予防

法の廃止に関する法律（平成8年法律第28号。

以下本則において「廃止法」という。）により

らい予防法（昭和 28 年法律第 214 号。以下「予

防法」という。）が廃止されるまでの間に、ハ

ンセン病を発病した後も相当期間日本国内に

住所を有していた者であって、現に国立ハンセ

ン病療養所等に入所しているものをいう。 

（基本理念） 

第 3条 ハンセン病問題に関する施策は、国によ

るハンセン病の患者に対する隔離政策により

ハンセン病の患者であった者等が受けた身体

及び財産に係る被害その他社会生活全般にわ

たる被害に照らし、その被害を可能な限り回復

することを旨として行われなければならない。 

2   ハンセン病問題に関する施策を講ずるに当

たっては、入所者が、現に居住する国立ハンセ

ン病療養所等において、その生活環境が地域社

会から孤立することなく、安心して豊かな生活

を営むことができるように配慮されなければ

ならない。 

3   何人も、ハンセン病の患者であった者等に対

して、ハンセン病の患者であったこと又はハン

セン病に罹り患していることを理由として、差

別することその他の権利利益を侵害する行為

をしてはならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 4条 国は、前条に定める基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、ハンセン病の

患者であった者等の福祉の増進等を図るため

の施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

第 5 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

国と協力しつつ、その地域の実情を踏まえ、ハ

ンセン病の患者であった者等の福祉の増進等

を図るための施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

（ハンセン病の患者であった者等その他の関係の

意見の反映のための措置） 

第 6条 国は、ハンセン病問題に関する施策の策

定及び実施に当たっては、ハンセン病の患者で

あった者等その他の関係者との協議の場を設

ける等これらの者の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるものとする。 

第2章 国立ハンセン病療養所等における療養及

び生活の保障（略） 

第3章 社会復帰の支援並びに日常生活及び社会

生活の援助 

（社会復帰の支援のための措置） 

第 14 条 国は、国立ハンセン病療養所等からの

退所を希望する入所者（廃止法により予防法が

廃止されるまでの間に、国立ハンセン病療養所

等に入所していた者に限る。）の円滑な社会復

帰に資するため、退所の準備に必要な資金の支

給等必要な措置を講ずるものとする。 

（ハンセン病療養所退所者給与金等の支給） 

第 15 条 国は、退所者に対し、その者の生活の

安定等を図るため、ハンセン病療養所退所者給

与金を支給するものとする。 

2   国は、特定配偶者等（前項のハンセン病療養

所退所者給与金の支給を受けていた退所者の

死亡の当時生計を共にしていた配偶者（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）又は一親等

の尊属のうち、当該退所者に扶養されていたこ

とのある者として厚生労働省令で定める者で

あって、現に日本国内に住所を有するもの（当

該死亡後に婚姻（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含

む。）をした者を除く。）をいう。）に対し、そ

の者の生活の安定等を図るため、特定配偶者等

支援金を支給するものとする。この場合におい

て、特定配偶者等支援金の支給を受けるべき者

が配偶者及び一親等の尊属であるときは、配偶

者に支給するものとする。 

3   国は、非入所者に対し、その者の生活の安定

等を図るため、ハンセン病療養所非入所者給与

金を支給するものとする。 

4   前 3 項に定めるもののほか、第 1項のハンセ

ン病療養所退所者給与金及び第2項の特定配偶
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者等支援金並びに前項のハンセン病療養所非

入所者給与金（以下「給与金等」という。）の

支給に関し必要な事項は、厚生労働省令で定め

る。 

5   租税その他の公課は、給与金等を標準として、

課することができない。 

（ハンセン病等に係る医療体制の整備） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、退所者及び非

入所者が、国立ハンセン病療養所等及びそれ以

外の医療機関において、安心してハンセン病及

びその後遺症その他の関連疾患の治療を受け

ることができるよう、医療体制の整備に努める

ものとする。 

（相談及び情報の提供等） 

第 17 条 国及び地方公共団体は、退所者及び非

入所者が日常生活又は社会生活を円滑に営む

ことができるようにするため、これらの者から

の相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行

う等必要な措置を講ずるものとする。 

第 4章 名誉の回復及び死没者の追悼 

第 18 条 国は、ハンセン病の患者であった者等

の名誉の回復を図るため、国立のハンセン病資

料館の設置、歴史的建造物の保存等ハンセン病

及びハンセン病対策の歴史に関する正しい知

識の普及啓発その他必要な措置を講ずるとと

もに、死没者に対する追悼の意を表するため、

国立ハンセン病療養所等において収蔵してい

る死没者の焼骨に係る改葬費の遺族への支給

その他必要な措置を講ずるものとする。 

以下（略） 

 

 

 

２３ 感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（抄） 

1998(平成 10)年 法律第 114 号 

 

人類は、これまで、疾病、とりわけ感染症によ

り、多大の苦難を経験してきた。ペスト、痘そう、

コレラ等の感染症の流行は、時には文明を存亡の

危機に追いやり、感染症を根絶することは、正に

人類の悲願と言えるものである。 

医学医療の進歩や衛生水準の著しい向上によ

り、多くの感染症が克服されてきたが、新たな感

染症の出現や既知の感染症の再興により、また、

国際交流の進展等に伴い、感染症は、新たな形で、

今なお人類に脅威を与えている。 

一方、我が国においては、過去にハンセン病、

後天性免疫不全症候群等の感染症の患者等に対

するいわれのない差別や偏見が存在したという

事実を重く受け止め、これを教訓として今後に生

かすことが必要である。 

このような感染症をめぐる状況の変化や感染

症の患者等が置かれてきた状況を踏まえ、感染症

の患者等の人権を尊重しつつ、これらの者に対す

る良質かつ適切な医療の提供を確保し、感染症に

迅速かつ適確に対応することが求められている。 

ここに、このような視点に立って、これまでの

感染症の予防に関する施策を抜本的に見直し、感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する総合的な施策の推進を図るため、この法律を

制定する。 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関し必要な措置を定める

ことにより、感染症の発生を予防し、及びその

まん延の防止を図り、もって公衆衛生の向上及

び増進を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第2条 感染症の発生の予防及びそのまん延の防

止を目的として国及び地方公共団体が講ずる

施策は、これらを目的とする施策に関する国際

的動向を踏まえつつ、保健医療を取り巻く環境

の変化、国際交流の進展等に即応し、新感染症

その他の感染症に迅速かつ適確に対応するこ

とができるよう、感染症の患者等が置かれてい

る状況を深く認識し、これらの者の人権を尊重

しつつ、総合的かつ計画的に推進されることを

基本理念とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 3条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報

活動等を通じた感染症に関する正しい知識の

普及、感染症に関する情報の収集、整理、分析

及び提供、感染症に関する研究の推進、病原体

等の検査能力の向上並びに感染症の予防に係

る人材の養成及び資質の向上を図るとともに、

社会福祉等の関連施策との有機的な連携に配

慮しつつ感染症の患者が良質かつ適切な医療

を受けられるように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。この場合において、国

及び地方公共団体は、感染症の患者等の人権を

尊重しなければならない。 

2   国及び地方公共団体は、地域の特性に配慮し

つつ、感染症の予防に関する施策が総合的かつ

迅速に実施されるよう、相互に連携を図らなけ

ればならない。 

3   国は、感染症及び病原体等に関する情報の収

集及び研究並びに感染症に係る医療のための

医薬品の研究開発の推進、病原体等の検査の実

施等を図るための体制を整備し、国際的な連携

を確保するよう努めるとともに、地方公共団体

に対し前2項の責務が十分に果たされるように

必要な技術的及び財政的援助を与えることに

努めなければならない。 

（国民の責務） 

第 4条 国民は、感染症に関する正しい知識を持

ち、その予防に必要な注意を払うよう努めると
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ともに、感染症の患者等の人権が損なわれるこ

とがないようにしなければならない。 

（医師等の責務） 

第 5条 医師その他の医療関係者は、感染症の予

防に関し国及び地方公共団体が講ずる施策に

協力し、その予防に寄与するよう努めるととも

に、感染症の患者等が置かれている状況を深く

認識し、良質かつ適切な医療を行うとともに、

当該医療について適切な説明を行い、当該患者

等の理解を得るよう努めなければならない。 

2   病院、診療所、病原体等の検査を行っている

機関、老人福祉施設等の施設の開設者及び管理

者は、当該施設において感染症が発生し、又は

まん延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

（獣医師等の責務） 

第 5条の 2 獣医師その他の獣医療関係者は、感

染症の予防に関し国及び地方公共団体が講ず

る施策に協力するとともに、その予防に寄与す

るよう努めなければならない。 

2   動物等取扱業者（動物又はその死体の輸入、

保管、貸出し、販売又は遊園地、動物園、博覧

会の会場その他不特定かつ多数の者が入場す

る施設若しくは場所における展示を業として

行う者をいう。）は、その輸入し、保管し、貸

出しを行い、販売し、又は展示する動物又はそ

の死体が感染症を人に感染させることがない

ように、感染症の予防に関する知識及び技術の

習得、動物又はその死体の適切な管理その他の

必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

以下（略） 

 

 

 

２４ 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に

関する法律（抄） 

2003(平成 15)年 法律第 111 号 

 

（趣旨） 

第 1条 この法律は、性同一性障害者に関する法

令上の性別の取扱いの特例について定めるも

のとする。 

（定義） 

第 2条 この法律において「性同一性障害者」と

は、生物学的には性別が明らかであるにもかか

わらず、心理的にはそれとは別の性別（以下「他

の性別」という。）であるとの持続的な確信を

持ち、かつ、自己を身体的及び社会的に他の性

別に適合させようとする意思を有する者であ

って、そのことについてその診断を的確に行う

ために必要な知識及び経験を有する2人以上の

医師の一般に認められている医学的知見に基

づき行う診断が一致しているものをいう。 

（性別の取扱いの変更の審判） 

第 3条 家庭裁判所は、性同一性障害者であって

次の各号のいずれにも該当するものについて、

その者の請求により、性別の取扱いの変更の審

判をすることができる。 

一 20 歳以上であること。 

二 現に婚姻をしていないこと。 

三 現に未成年の子がいないこと。 

四 生殖腺せんがないこと又は生殖腺の機能

を永続的に欠く状態にあること。 

五 その身体について他の性別に係る身体の

性器に係る部分に近似する外観を備えてい

ること。 

2   前項の請求をするには、同項の性同一性障害

者に係る前条の診断の結果並びに治療の経過

及び結果その他の厚生労働省令で定める事項

が記載された医師の診断書を提出しなければ

ならない。 

（性別の取扱いの変更の審判を受けた者に関する

法令上の取扱い） 

第4条 性別の取扱いの変更の審判を受けた者は、

民法（明治 29 年法律第 89 号）その他の法令の

規定の適用については、法律に別段の定めがあ

る場合を除き、その性別につき他の性別に変わ

ったものとみなす。 

2   前項の規定は、法律に別段の定めがある場合

を除き、性別の取扱いの変更の審判前に生じた

身分関係及び権利義務に影響を及ぼすもので

はない。 

以下（略） 

 

 

 

２５ 五泉市人権教育・啓発推進計画策定委員会

設置要綱 

2017(平成 29)年 7 月 25 日  

告示第 73 号 

 

（設置） 

第1条 人権教育及び人権啓発の推進に関する法

律（平成 12 年法律第 147 号）第 5条の規定に

基づき、五泉市人権教育・啓発推進計画（以下

「推進計画」という。）の総合的かつ効果的な

策定を図るため、五泉市人権教育・啓発推進計

画策定委員会（以下「策定委員会」）を設置す

る。 

（所掌事務） 

第 2条 策定委員会は、次に掲げる事項を処理す

る。 

(1) 推進計画策定に必要な調査及び研究に関

すること。 

(2) 推進計画の立案及び調整に関すること。 

(3) その他推進計画の策定に関すること。 

（組織） 
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第 3 条 策定委員会は、委員 10 人以内で組織す

る。 

2   策定委員会の委員は、次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱する。 

(1) 人権に関する識見を有する者 

(2) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第 4条 委員の任期は、委嘱の日から推進計画策

定の日までとする。 

（会長及び副会長） 

第 2条 策定委員会に、会長及び副会長各１人を

置く。 

2   会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

3   会長は、会務を総理する。 

4   副会長は、会長を補佐し、会長に事故がある

とき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第 6条 策定委員会の会議（以下「会議」という。）

は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2   会長は、必要があると認めるときは、委員以

外の者を会議に出席させることができる。 

（庶務） 

第 7条 策定委員会に関する庶務は、企画政策課

において処理する。 

（その他） 

第8条 この要綱に定めるもののほか必要な事項

は、市長が別に定める。 

  

附 則 

この要綱は、平成 29 年 7月 25 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 五泉市人権教育・啓発推進計画策定委員会

委員名簿 

 

No 氏名 
人権 

課題 
所属・役職等 

1 伊藤 苗 
学識 

経験者 

新津人権擁護委員

協議会五泉部会 

2 落合 久雄 子ども 

五泉市民生委員児

童委員協議会 

児童福祉部会長 

3 堀内 一惠 女性 

五泉市男女共同参

画推進審議会 

会長  

4 山本 弘 高齢者 

五泉市高齢者保健

福祉市民会議 

会長 

5 目黒 章次 
障がい

者 

五泉市障がい者総

合支援協議会 

会長  

6 森脇 千恵美 
感染症

患者等 

新潟県新潟地域振

興局健康福祉部 

地域保健課長 

7 長谷川 サナエ 

同和 

問題 

部落解放同盟新潟

県連合会 顧問 

8 室橋 春季 
新潟県人権・同和

センター 事務局長 

9 佐藤 健 五泉市校長会 

10 魚野 ルミ 
外国籍

住民 

五泉市国際交流協

会 会長  
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